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編集方針
統合報告書（サステナビリティ施策・データ集）は、中国電力グループのサステナビリティに関

する取り組みについてご理解を深めていただくため、環境、社会、ガバナンスの項目ごとに方針・
考え方、体制・ガバナンス、指標・目標、取り組みを整理し、定量・定性の両面から網羅的かつ詳細
に報告するものです。
中国電力グループの中長期的な企業価値向上に向けたストーリーを説明する「中国電力グルー

プ統合報告書2026」と合わせてご覧ください。

報告対象期間
2025年4月1日～2026年3月31日（左記期間以外の情報についても一部掲載しています）

報告範囲
中国電力株式会社およびグループ企業

参考としたガイドライン
経済産業省／価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス
国際会計基準（IFRS）財団／国際統合報告フレームワーク
GRI／GRIスタンダード、金融安定理事会／気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）最終報告書
TNFD／自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）の提言（v1.0） 　等

見通しに関する注意事項
　本報告書に記載されている将来に関する記述は、現時点で入手可能な情報や一定の前提に基づいており、
リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績等は様々な要因により本報告書の内容と大きく異なる可
能性があります。

第三者保証
　本報告書のパフォーマンスデータ（環境）に記載の「   （第三者保証の対象項目）」については、中国電力グ
ループ環境関連データ集2026において、第三者保証を
受けています。

発行時期
2026年9月発行

中国電力グループ環境関連データ集
https://www.energia.co.jp/energy/energia/kaiji/index.html

情報開示体系



▶中国電力WEBサイト

▶統合報告書

▶アクションプラン

▶知的財産報告書▶有価証券報告書

▶決算短信
▶決算補足説明資料
▶決算説明会資料

▶コーポレート・ガバナンス に関する報告書

相互に補完

将来過去

ファクト

経営の意志、想い

▶サステナビリティ施策・データ集
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方針・考え方

価値創造ストーリー

中国電力グループは、企業価値向上と持続的成長の実現に向け、サステナビリティ経営の土台となる指針として「エネルギアグループ企業行動憲章」を定めるとともに、「中国電力グループ経営ビジョン

2040」を策定し、設定した目指す姿および経営目標の実現に向けた具体的な取り組みを「中国電力グループ中期経営計画」に織り込んで行動していきます。

これらを通じて、経営理念として掲げる「信頼。創造。成長。」のサイクルを回し、価値創造につなげることで、サステナビリティ経営を推進していきます。

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
中
心
と
し
た
事
業
を
通
じ
て
持
続
可
能
な
社
会
づ
く
り
に
貢
献
E
N
E
R
G
I
A
の
実
現

● 技術力、ノウハウ　　　
● 登録特許

● お客さま、地域・社会、自治体、取引先等
との関わりから生まれる良好な関係

● 許認可 等

● 水力、太陽光、風力、バイオマス発電を
生み出す地域の資源

● 総資産　　　
● 有利子負債
● 株主資本

● 発電設備　　　
● 送電、配電、変電設備
● 情報通信設備 等

価値創造の源泉

● 従業員

中国電力グループ中期経営計画
（グループ経営ビジョンの実現に向けた実行計画）

● コンプライアンス経営の推進
● 環境経営の推進

● 人権の尊重
● 社会とのコミュニケーションの充実

● 社会に役立つ商品・サービスの提供
● 地域社会発展への貢献

● 労働安全衛生の確保
● 活力ある企業文化づくり

● 危機管理の徹底
● 役員の責務（ガバナンス）

（注）ENERGIA（エネルギア）の意味するところは、「エネルギーがもたらす、あたらしく、あかるく、あたたかい活力のある社会」であり、中国電力グループが、その社会の実現に向けて努力していく姿勢をも包括した概念です。

中国地域のポテンシャル・地域課題 中国電力グループの強み

事業活動による経済価値・社会価値の創造を通じて、ステークホルダーとともに
「成長」し、その成果をステークホルダーにバランスよく還元しながら、グループ
経営ビジョンの目指す姿を実現していきます

成長（OUTCOME）
従業員が創造性を発揮できる職場づくりを進めるとともに、エネルギーを
中心とするグループの事業活動を通じて経済価値・社会価値を「創造」して
お客さまや地域等のステークホルダーにお届けします

創造（ACTIVITY）
ステークホルダーからの「信頼」に基づいて生み
出された価値創造の源泉となる人材や資金等の
資本を当社グループの事業活動に活用します

信頼（INPUT）

エネルギー事業の継続的進化

地域・社会課題解決に向けた
グループ総合力による提供価値の拡大

多様な人材が活躍できる環境づくり

企業価値向上を実現するための経営基盤強化

エネルギー・
ソリューションで
地域をリードする

豊かな暮らしと
まちづくりの

ベストパートナー
になる

一人ひとりが
挑戦を重ね
すべての人が
持ち場で輝く

中国電力グループは、経済価値と社会価値を向上させ企業価値を最大化します

財務目標
（経済価値）

2030年度 2040年度

サステナビリティ
目標

（社会価値）

E

S

G

ROE
ROIC

自己資本比率

カーボンニュートラル・循環型社会の形成・自然との共生の統合的な推進

地域・社会からの信頼獲得
多様な人材の活躍と従業員エンゲージメントの向上
公平性、透明性かつ実効性のあるガバナンスの構築

サプライチェーンGHG排出量（Scope1+2+3）
2030年度 50%削減　 2035年度 60%削減　 （2013年度比）

8%以上
3%以上
20%以上

10%以上
WACC+1%以上
25～30%程度※

※2035～2040年度の目標
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エネルギアグループ企業行動憲章

中国電力グループは、サステナビリティ経営の土台となる指針として、社会からの要請への的確

な対応および企業価値向上と持続的成長の実現に向けた行動原則を「エネルギアグループ企業行動

憲章」に定めています。

■コンプライアンス経営の推進
国内外を問わず、法令・ルールはもとより、その背景

にある倫理や道徳を含む社会的な規範を遵守し、一人
ひとりが3つの行動、「良識に照らします」「率直に話し
ます」「積極的に正します」を実践します。
具体的には、公正かつ自由な競争ならびに適正な取

引、責任ある調達を行うとともに、政治・行政との健全
な関係を保ちます。国際的な事業活動においては、現地
の文化や慣習を尊重し、その発展に貢献する経営を行
います。

■環境経営の推進
環境問題は人類共通の課題と認識し、地球温暖化対
策の推進、循環型社会の形成、環境保全などに積極的に
取り組みます。

■人権の尊重
すべての人々の人権を尊重することを事業活動の根
底におき、いかなる差別も行わず、人権が真に尊重され
る社会の実現に向けて取り組みます。

■社会とのコミュニケーションの充実
企業情報を積極的、効果的かつ公正に発信するとと

もに、幅広いステークホルダーの皆さまとの建設的な対
話を通じて、時代とともに変化する社会からの要請やお
客さまのニーズを的確にとらえ事業活動に反映します。

■社会に役立つ商品・サービスの提供
品質向上に向けた不断の取り組みとイノベーションに

よる新たな価値の創造を通じて、良質で満足いただける
商品・サービスを安全に、安定的に提供します。また、商
品・サービスに関する適切な情報提供、誠実なコミュニ
ケーションを行います。

■地域社会発展への貢献
中国地域に根差した企業グループとして、その事業活動を
通じて社会的課題の解決に向けた取り組みに参画することで、
地域社会の発展に貢献します。

■労働安全衛生の確保
事業活動の基盤となる安全と心身の健康を確保することを

最優先し、労働災害の防止、健康の保持増進に取り組みます。

■活力ある企業文化づくり
多様な人材が能力を発揮して課題を解決し新たな価値を創造

できるよう、人材の育成と技術・技能の継承に取り組むとともに、
組織や職位を超えた自由で闊達な議論が尊重される、風通しの
良い、働きやすく、働きがいのある職場づくりを推進します。

■危機管理の徹底
市民の社会生活や企業の事業活動に脅威を与える自然災

害、サイバー攻撃、反社会的勢力の行動、テロ等に対し、組織
面・システム面での危機管理体制を構築し、これらの発生影
響の未然防止と影響が発生した場合の損失の最小化に向け
た取り組みを徹底します。

■役員の責務
エネルギアグループの役員は、本憲章の実現が自らの責務

であることを認識して経営にあたり、グループの企業価値向上
と持続的成長を目指し、公平性、透明性かつ実効性のあるガバ
ナンスを構築します。 また、本憲章の実現に向け率先垂範し、
社員全員に対して本憲章に基づく行動を徹底するとともに、サ
プライチェーンにも本憲章の精神に基づく行動を促します。
本憲章の精神に反し社会からの信頼を失うような事態が発

生した時には、役員自らが問題解決にあたる姿勢を表明し、原
因の究明と再発防止に取り組みます。また、迅速かつ的確な情
報の公開により説明責任を果たすとともに、権限と責任を明確
にした上で、自らを含めて厳正な処分を行います。

私たちエネルギアグループは、社会からの信頼を基盤に、公正かつ自由な競争の下、健全な事業活動を通じて
社会に有用な価値を創造し、成長していくことで、持続可能な社会の実現に貢献することを自らの使命とします。
こうした認識の下、エネルギアグループの役員・社員は、次の行動原則に基づき、高い倫理観をもって自ら考え行

動し、社会の一員としての責任を果たすとともに、グループの企業価値向上と持続的成長を実現します。

体制・ガバナンス

サステナビリティ経営の推進体制

サステナビリティ課題への対応については、グループ経営ビジョンやエネルギアグループ企業
行動憲章に掲げる項目の実現に向け、グループ中期経営計画において具体的な施策を策定のうえ
進捗管理を行い、経営会議や取締役会に定期的に付議し、PDCAサイクルを回しています。
また、各施策の具体的な取り組みは、主管となる各組織を中心に、サステナビリティ推進の専
任組織と連携して推進しており、特に組織横断的な検討を要するものについては会議体を設置し
対応しています。各組織・会議体は、サステナビリティ課題への対応状況について、経営会議や
取締役会に適時・適切に付議するとともに、取締役会の翌月に開催される経営会議において取締
役会の主な意見を報告・共有し、監督と執行の連携強化を図っています。
なお、2026年度以降の役員報酬（業績連動型株式報酬）の評価指標について、グループ経営ビ

ジョンに掲げる経営目標と整合させる形で見直しており、経営目標の達成に向けたインセンティ
ブの強化を図っていきます。 統合報告書　取締役の報酬等の方針 P65

取締役会

経営会議

業務執行状況の
付議・報告 監督 諮問・答申

•企業倫理委員会
•指名委員会
•報酬委員会

連
携

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

グループ企業を含む各組織

連携

組織横断的な案件を検討する会議体

•内部統制強化委員会
•リスクマネジメント委員会
•ＩＴ委員会

•コーポレートカルチャー変革推進会議企業文化

•女性活躍推進会議
•人権啓発推進委員会
•安全健康推進会議

人材

•環境経営推進会議
•中国電力グループ環境委員会環境

ガバナンス

情報開示

ご意見の
反映
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経営管理体系

当社グループでは、グループ経営ビジョンの実現に向けた実行計画としてグループ中期経営

計画を策定し、企業価値最大化に向け、ROIC経営とサステナビリティ経営を経営管理の両輪と

して推進しています。

グループ経営ビジョンで掲げる財務目標の達成に向けて中国電力およびグループ企業で構成する

「事業単位」を設定するとともに、サステナビリティ目標の達成に向けてグループ横断的に環境、

人材、地域共創に関する計画を策定し、マテリアリティに対応する主要課題に取り組んでいます。

財務およびサステナビリティの各取り組みについては進捗を管理するための目標を設定し、定期

的に進捗をモニタリングしています。また、環境、人材、地域共創の各計画においては、定期

的なモニタリングに加え、グループ企業を対象にした会議等を通じ、目標達成に向けた支援も実施

しています。

環境経営推進計画 人的資本計画 地域共創計画

事
業
単
位

中国電力 グループ企業

中国電力 グループ企業

●エネルギー営業本部
●電源事業本部
●パワー・トレーディング本部

●ESS※1　●中電プラント
●中電環境テクノス
●PET※2　●EP山口※3

事業開発本部 海外事業会社

中国電力 グループ企業

●カーボンニュートラル推進部門
●人材活性化部門 ●地域共創部門ほか 上記以外のグループ企業

グループ企業 ●中国電カネットワーク ●中電工業 ●中計工※4 ●電力サポート中国

グループ企業 エネコム

総合エネルギー事業
・小売事業
・発電・卸事業　

情報通信事業

事業開発事業

間接部門

・電気通信事業
・情報処理事業 等

送配電事業
・一般送配電事業 等

指標・目標
目指す姿の実現に向けて重点的に取り組むテーマとして４つのマテリアリティを設定し、マテ

リアリティに対応する18項目の主要課題については、グループ中期経営計画の中で取り組みを

進めています。

各取り組みの進捗を管理するためグループ経営ビジョンで掲げる経営目標（財務目標、サステナ

ビリティ目標）からのバックキャストで、各事業単位における年度ごとの「事業利益目標」と競争

力の強化や持続的な成長等を目的としたグループ横断的な目標である「経営指標」を設定してい

ます。

事業利益目標と経営指標はグループ企業を含む各組織の計画・目標に落とし込み、各所の取り

組みがグループ経営ビジョン目標の達成に寄与するという意識の浸透を図りつつPDCA管理を進

めています。

統合報告書　マテリアリティ抽出・特定の考え方 P20

目指す姿

中国電力グループ

サステナビリティ経営の指標・目標のとらえ方（イメージ）

経営ビジョン

2040

指標·目標
対応する取り組み

各所の主要課題への取り組みがビジョンの実現（企業価値の向上）につながる（注） 2026年6月25日現在
※1  ㈱エネルギア・ソリューション・アンド・サービス　の略
※2  ㈱パワー・エンジニアリング・アンド・トレーニングサービス　の略
※3  エネルギア・パワー山口㈱　の略
※4  中国計器工業㈱　の略

グループ中期経営計画

取り込み

(Action Plan 2030)

各所の計画·目標
(グループ企業を含む各組織)

４つのテーマ領域

マテリアリティ

18の主要課題

各所で取り組む課題

ビジョンからの
バックキャスト

グループ中期経営計画からの
落とし込み

E S G
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取り組み

ステークホルダーエンゲージメント

お客さまや地域・社会、株主・投資家等幅広いステークホルダーに対して情報発信し、ニーズやご

意見を事業活動に反映していく、双方向のコミュニケーションを通じて、中国電力グループの事

業の基盤である“信頼”を獲得し、これを更なる収益機会につなげることで、グループの企業価

値の最大化を実現していきます。

具体的な取り組みについては、各ページを参照してください。

お客さま

従業員

金融機関・債権者
株主・投資家

取引先

地域・社会

● お客さまの声の業務運営への的確な反映
「お客さまの声」の業務運営への反映

中国電力グループが取り組む地域共創

サプライチェーンマネジメント

統合報告書　投資家とのエンゲージメント活動の強化

● 取引先の意見・要望を取り込んだ調達活動

● 社会貢献活動や積極的な情報発信・対話活動などによるお客さまや地域・社会との
コミュニケーションの活性化

● IRを通じた、中国電力グループの取り組みやサステナビリティ情報の発信と、意見の経
営への反映

P48

P36

P35

P49

統合報告書　コーポレートカルチャー変革担当役員メッセージ

● 従業員と経営層の対話、世代間・部署間での交流の場の創出
P40

次世代層に向けた教育支援活動

● 次世代層へのエネルギー環境教育支援活動
● 各種広報、リクルート活動などを通じた中国電力グループの魅力発信

P40

次世代を担う
若年層・学生
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方針・考え方

中国電力グループ環境経営方針

当社グループは、環境問題への取り組みを経営の

重要課題の一つとして位置づけており、環境経営を

推進していく観点から「中国電力グループ環境経営

方針」を策定しました。

本方針では、国の第六次環境基本計画等を踏まえ

「2050年カーボンニュートラルへの挑戦」「循環型社

会の形成」「自然との共生」の3つのテーマを掲げると

ともに、その基盤となる環境コミュニケーションお

よび環境マネジメントについても目標を定め取り組

みを進めています。

事業活動に伴う環境負荷の低減に努めることが当

社グループの責務と認識しており、グループ一体と

なって環境経営の推進に取り組みます。

体制・ガバナンス

環境経営の推進体制

当社は、環境経営に係る計画等を一体的に審議する「環境経営推進会議」を設置し、環境経営の

推進および環境管理の最高責任者である社長のもと、カーボンニュートラル推進部門長が全社を総

括しています。

また、環境関連施策の進捗状況を取締役会へ定期的に報告し、取締役会による重要事項の審議・

決定および業務執行の監督を受けています。

さらに、環境情報の開示充実と透明性の確保を目的として、社外有識者で構成する「中国電力環

境懇話会」を設置しています。

各会議における審議結果や意見を適切に反映することで、中国電力グ

ループ環境経営方針に基づく取り組みを推進し、グループ全体の企業価

値向上に努めています。

●  「2050年カーボンニュートラル」に挑戦します
●  循環型社会の形成を推進します
●  自然との共生に貢献します
●  環境経営の基盤となる取り組みを充実します

方 

針

取締役会

社長執行役員
(環境経営推進、全社環境管理の最高責任者)

指示・指導

統制・協調

業務執行体制

カーボンニュートラル推進部門長
（環境経営推進の総括、全社環境管理推進者）

カーボンニュートラル推進部門(環境戦略)部長

事業本部、事業所等の長
（環境経営に関する取り組み推進、環境管理の統括）

経営会議

環境経営推進会議

中国電力グループ環境委員会

中国電力が直接出資
するグループ企業

監督

中国電力環境懇話会
目的：社外有識者の意見等を取り入れ、事業に反映

付議・報告

構成 開催

年１回以上【委員】社外有識者（10名）

【議長】カーボンニュートラル推進部門長
【委員】事業本部および関係部門の長 原則年４回環境経営推進会議

中国電力環境懇話会 

原則年２回
中国電力グループ
環境委員会

【議長】カーボンニュートラル推進部門(環境戦略)部長
【委員】中国電力グループ各社の環境管理推進者

環境懇話会の様子

統合報告書　サステナビリティ経営の推進　環境 P51
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指標・目標

2050年カーボンニュートラルへの挑戦
2050年カーボンニュートラルの実現に向け、国のNDC※1水準を踏まえた目標としてグループ全

体を対象としたサプライチェーンGHG※2排出量の削減目標を新たに設定する等、エネルギーの脱炭

素化とお客さま・地域の脱炭素化の取り組みに関する目標を設定しています。
※1　国が決定する貢献（NDC：Nationally Determined Contribution）

※2　温室効果ガス（Greenhouse Gas）

循環型社会の形成
事業活動に伴い発生する廃棄物の再資源化率目標に加え、世界的な課題であるプラスチック問

題への対応として、新たにプラスチック削減に向けた取り組みに関する目標を設定しています。

また、環境に配慮した製品・サービスを提供することにより、お客さま・地域の循環型社会形成に

資する取り組みについても目標を設定しています。

自然との共生
豊かな自然や生物多様性の維持・回復と持続可能な自然利用への対応として、当社グループの

事業活動に伴う環境負荷低減目標および地域の自然環境や特性に応じた生物多様性の保護に関

する取り組みについても目標を設定しています。

環境経営の基盤
環境経営を進めるために、積極的な情報開示とお客さま・地域との相互理解を進めるための環

境コミュニケーションに関する目標を設定しています。また、環境・エネルギーに関する法規制・

政策に適切に対応することおよび従業員の環境意識の高揚に向けた環境マネジメントに関する目

標も設定しています。

P9

P17

P21

P19

取り組み

2050年カーボンニュートラルへの挑戦
当社グループは、2050年のカーボンニュートラル実現に向け、エネルギー供給の多様化や電源

構成の最適化、省エネルギーの推進等を通じて、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。

循環型社会の形成
当社グループは、資源の有効活用と廃棄物の発生抑制を図るため、3R＋Renewable※3の推進や

廃棄物の適正処理の徹底を通じて、循環型社会の形成に取り組んでいます。
※3　3R(Reduce:削減、Reuse:再利用、 Recycle:再資源化)、Renewable:再利用プラスチックへの移行

自然との共生
当社グループは、生物多様性の保全や自然環境への影響低減を重視し、環境アセスメントを

はじめとするこれまでの環境負荷低減活動を継続しつつ、地域特性を踏まえた取り組みを通じて、

自然との共生を推進しています。

環境経営の基盤
環境コミュニケーションおよび環境マネジメントは、環境経営を進めるうえでの基礎となる普

遍的な取り組みと位置づけており、次世代層を対象とした教育支援活動や従業員の理解促進に資

する教育等に取り組んでいます。

P11

P17

P21

P19

TCFD・TNFD提言に基づく情報開示 P23
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方針・考え方
当社グループは、エネルギー事業を通じて地域の発展に貢献してきた企業として、気候変動問

題への対応を経営の重要課題と認識しており、2021年2月に「中国電力グループ2050年カーボン

ニュートラル」への挑戦を表明して以降、脱炭素社会の実現に向けた取り組みを進めてきました。

近年は、エネルギー価格の変動や地政学的リスクの高まり等を背景に、エネルギーセキュリティの重

要性が改めて認識されています。また、中国地域においても電化の進展等に伴う電力需要の増加が

見込まれています。こうした事業環境の変化を踏まえ、当社グループは、安定供給の確保を前提とし

つつ、中長期的な視点から脱炭素化との両立を図っていくことが重要であると考えています。

このような認識のもと、電力の安定供給と脱炭素化の両立に取り組むことを基本的な考え方

とし、「エネルギーの脱炭素化」と「お客さま・地域の脱炭素化」の２つの視点から、2050年の

カーボンニュートラル実現に向けた取り組みを推進しています。これらの取り組みを通じて脱

炭素社会の実現に貢献するとともに、当社グループの事業基盤の強化と企業価値の向上を図って

いきます。

指標・目標

エネルギーの脱炭素化
安全確保を大前提とした原子力の活用を基軸に、再生可能エネルギーの導入および活用の
拡大を進めつつ、火力発電のトランジションに向けた高効率LNG機器への転換、水素・アンモニア
等の次世代燃料の導入や、CCSの実装に向けた検討を進めています。これらの施策をバランス良く
組み合わせることで、安定供給を確保しながら段階的にCO₂排出の低減に取り組みます。

お客さま・地域の脱炭素化
電化の推進や省エネルギーの取り組みに加え、エネルギーの効率的な利用や低・脱炭素化に
資するサービスの提供を通じて、地域全体のCO₂排出削減に貢献します。また、地域の産業
構造やエネルギー利用の実態を踏まえ、多様な関係者との連携のもとで課題解決に取り組む
ことにより、脱炭素と地域の発展への貢献を目指します。

（注）CNP：カーボンニュートラルポート 　CNK：カーボンニュートラルコンビナート 　EMS：エネルギー・マネジメント・システム
　   CCS：分離・回収したCO₂を地中等へ貯留すること　カーボンリサイクル：分離・回収したCO₂を再利用すること
　   メタネーション：水素とCO₂からメタンを合成すること

CCSCCS

メタネーションメタネーション

水素製造水素製造

アンモニアアンモニア

水素水素

アンモニアアンモニア

バイオマスバイオマス

再エネ導入拡大

原子力の活用

火力の脱炭素化

お客さま・地域の脱炭素化

水素水素

エネルギー・資源の
循環

廃棄物廃棄物
リユース
バッテリー
リユース
バッテリー

パネル
リユース
パネル
リユース

利用するエネルギーの
低／脱炭素化

LNGLNG バイオマスバイオマス 次世代燃料次世代燃料

電化による社会の
脱炭素化への貢献

モビリティモビリティ
自家発電自家発電 熱源熱源

エネルギーの脱炭素化

カーボン
リサイクル
カーボン
リサイクル

EMSによるエネルギーの
効率的利用

省エネ省エネ蓄電池
（需要側）
蓄電池
（需要側）

VPP
（仮想発電所）
VPP

（仮想発電所）

CNP/CNKの連携・活用
次世代ネット
ワーク構築

中国電力グループが目指す2050年カーボンニュートラルの姿

指標 範囲 単位
実績

2025年度 2030年度 2035年度
目標

グループ
中国電力
中国電力

グループ

グループ

％
％
％

kW

―

約▲36
約▲50
約▲38
＋42万

（＋56万※）
―

▲50
▲50
▲50

＋70万

―

▲60
―
―

＋100万

―

サプライチェーンGHG排出量（2013年度比）
小売事業CO₂排出量（2013年度比）
発電事業CO₂排出量（2013年度比）

再生可能エネルギー新規導入量（2019年度比）

お客さま・地域の脱炭素化に資するサービスの開発と事業展開

グループ経営ビジョンの策定に合わせ新たに下表の目標を設定しています。

当社グループの取り組みを通じた社会全体のCO₂排出削減への貢献
「エネルギーの脱炭素化」、「お客さま・地域の脱炭素化」の2本柱の取り組みを通じ、自社排出量削減に伴うお
客さまにお届けする電力の低炭素化およびお客さまのエネルギー利用の転換等を推進することで、社会全体の
CO₂排出削減に貢献し、中国地域とともに持続的発展を目指します。
貢献度合いの参考指標として、2025年度を起点とする2035年度の削減貢献量を算定しました。グループの

排出削減量とは異なり、製品・サービス提供を通じた社会全体の削減効果を示しています。
グループがお届けする電力の低／脱炭素化により削減されるお客さまの間接排出量を評価対象とした場合、

約1,000万tの削減貢献を見込んでいます。
また、グループのサービス提供等によるエネルギー消費量の削減や利用転換により削減されるお客さまの直

接排出量を評価対象とした場合、約200万tの削減貢献を見込んでいます。

エネルギーの脱炭素化による削減貢献イメージ
当社グループがお届けする電力の低 /脱炭素化により、
お客さまの間接排出量が削減される

お客さま・地域の脱炭素化による削減貢献イメージ
当社グループのサービス提供等によるエネルギー消費量の
削減や利用転換により、お客さまの直接排出量が削減される

After

Before 具体的な取り組み

エネルギー消費量

排
出
係
数

(t
-C
O
₂/
kW
h)

・ 原子力の活用
・ 再生可能エネルギーの 
   導入および活用拡大
・ 火力のトランジション 等 After

Before 具体的な取り組み

エネルギー消費量

排
出
係
数

(t
-C
O
₂/
kW
h)

・ 電化の推進 
　- 系統受電切替ニーズへの対応 等
・ 省エネ
・ 太陽光 PPAサービス等

※新たな目標対象範囲での実績 再生可能エネルギーの導入拡大 P12
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サプライチェーンGHG排出量削減イメージ

電力の安定供給、カーボンニュートラルの実現、競争力強化の観点から様々な施策を検討し、戦略的にエネルギーの脱炭素化を進めるとともに、経済性・環境性を総合的に評価した最適な電力調

達を実現することにより、2030年度・2035年度目標の達成を目指します。

脱
炭
素
関
連
投
資

8,000億円程度

800億円程度

700億円程度

5,500億円程度

1.5兆円程度

島根3号機の稼働後は、
経済性・環境性およびリスクの評価を
実施することで、施策に優先順位を付けつつ
資金調達手法の多様化も含め
戦略的に投資先を選択する。

原子力

再エネ

火力

電源

送配電事業

計*

2026-2030年度 2031-2035年度

＊ 2024年度投資実績：2,187億円
　 2025年度投資実績：1,625億円

（注１)排出量削減効果は、サプライチェーン排出量として試算
（注２)経済的および技術的側面等から多角的に検討を進め、その結果により見直

す可能性がある

2024年度2013年度 2024年度2013年度 2030年度2025年度 2035年度 2050年

4,955万t

3,205万t

（万t-CO₂）

電力需要の増加

他社からの調達電気の低炭素化 等

▲200万t程度　  火力トランジション・運用

▲30万t程度　    再エネ導入

▲700万t程度　  島根原子力発電所の安定的な運転継続

カーボン
ニュートラル

2,480万t
（2013年度比▲50％） 1,980万t

（2013年度比▲60％）

3,148万t
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取り組み

2050年カーボンニュートラル実現に向けた重点施策

　2050年のカーボンニュートラル実現を目指し、2030年度および2035年度目標の達成に向けた

重点施策を設定し、効果的に取り組みを進めていきます。

水素実装準備※1柳井新2号機建設

新規LNG開発検討

混焼率～20％※2

混焼率～20％※2

水素混焼検討
混焼率拡大、専焼化
　IGFC※3＋

CCUS※4等の活用
（火力リプレースを含む）

新規地点開発

リパワリング等

参画検討

島根3号機
審査・安全対策

早期稼働
安全・安定運転

調整運用・フェードアウト

再エネ電源の開発
再エネ電源の他社調達の活用

省エネ・CO₂削減コンサルティングの提供
EVソリューションサービスの提供

非化石電源を活用した電気料金メニューの提供

電圧調整の高度化

再エネ電源の公平かつ早期・着実な連系

再エネ連系拡大に向けた系統増強・制御技術の開発

第2世代スマートメーターの導入

バイオマス混焼実施

アンモニア実装準備※1

新規開発／事業基盤の構築

更なる導入拡大

お客さま・地域の脱炭素化に資する
サービスの事業展開

島根原子力発電所の安定的な運転継続
上関原子力発電所の開発

導入拡大支援

最新鋭技術の動向調査 活用検討

事業拡大

再エネ電源比率の実現

混焼率拡大

事業開始CCS導入検討

省エネ・電化

エネルギーの脱炭素化

電力ネットワークの
強化・ 高度化

太陽光

水　力

風　力

蓄電池

原子力

カーボン
ニュートラル
電力の
活用拡大

エネルギーの
脱炭素化

お客さま・
地域の
脱炭素化

非効率火力

石炭火力
三隅・新小野田

LNG火力
柳井・水島・玉島

火力発電の
トランジション

エネルギー
サービスの
展開

地域の
GXの対応

再エネ電源の確保

次世代
電力ネットワークの構築

地域・港湾・コンビナートの
脱炭素化に向けたサービス提案

EMSを活用したサービスの開発・展開
次世代型太陽電池の実証・実装

検討 準備 実装 将来想定 2050204020352030

※１ 諸条件が整った段階で、本格運用に向けた対応を進める　※２ 混焼率は熱量ベースで記載　
※３ 石炭ガス化燃料電池複合発電　※４ 分離・貯蔵したCO₂の利用
(注)現時点において、実用化に向けた技術開発の進展が期待できる上記の施策に重点的に取り組む。今後の技術開発動向等を踏まえ、
　　施策の評価・見直しを適宜行う

原子力発電の活用と開発

原子力発電は、燃料の供給安定性、

経済性に優れるだけでなく、運転中に

CO₂を排出しないことから地球温暖化
対策としても優れています。

このため、原子力比率を一定程度

維持していくことが重要であり、当社

は、安全確保を大前提に島根2号機の

安定運転の継続、島根3号機の早期稼

働に向けて取り組むとともに、将来に

わたる重要な電源としての上関原子力

発電所の建設を進めていきます。

上関原子力発電所の開発

2050年のカーボンニュートラル実

現に向けては、実用段階にある脱炭素

化の選択肢として、原子力発電の重要

性がより高まってくるものと認識して

います。

当社は、新規原子力発電所の立地

点である上関地点を有しており、更な

る脱炭素電源ニーズへ応えることが

できるよう、建設計画に取り組んでい

きます。

(kg-CO₂/kWh)

石炭
火力

石油
火力

LNG
火力

LNG
コンバインド

太陽光 風力 原子力 地熱 水力

〔日本の電源別ＣＯ₂排出係数〕
■発電燃料燃焼　■設備・運用

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

0.943

0.738

0.599

0.474

0.038 0.026 0.019 0.013 0.011

島根原子力発電所

イメージ図
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旭化成㈱との蓄電池運用最適化システム共同開発

旭化成㈱と蓄電池運用最適化システム共同開発契

約を締結し、蓄電池の充放電計画を立案するソフト

ウェアの商用化を目指し、共同開発を進めています。

水力発電のリパワリング・新規開発とAIシステムの開発 

収益性や将来の環境価値等を見極めつつ、積極的にリパワリング

や新規開発を推進しています。また、貯水池式水力発電所において、

AIによる発電計画策定最適化により、水資源の有効活用や再エネ導

入拡大に取り組んでいます。

新規陸上風力の開発

2026年4月に「益田匹見風力発電事業」（発電出力54,000kW）へ出資参画しました。2030年

1月の運転開始に向け、発電所の建設工事を本格的に開始しています。

再生可能エネルギーの導入拡大

当社グループは、再生可能エネルギー
の新規導入量を2030年度に＋70万kW、
2035年度に+100万kW(いずれも2019年
度比)を新たな目標として設定しました。
従前は新規性・追加性に価値を置いた目
標としていましたが、新目標はそれに加え
て再生可能エネルギーの最大限の活用に向
けた調整力の確保やビジネスモデルの多様
化を踏まえ取り組みの範囲を見直しました。
2050年のカーボンニュートラル実現に

向け、引き続き「再生可能エネルギー導入
拡大」と「調整力確保」の両輪で進めていき
ます。

脱炭素化に向けた再エネ導入拡大への対応

増加する再生可能エネルギーの接続申込に対して、事業者の予見性を確保するためにホーム
ページにおいて太陽光発電等の申込量の推移や系統空容量の情報を公表するとともに、導入拡大
に向けて系統面での対策に取り組んでいます。
また、送変電設備の運用容量拡大や系統混雑管理を目的としたダイナミックレーティング等、
系統監視・制御技術の高度化にも積極的に取り組んでいます。

豊川発電所（リパワリング後）

浮体式洋上風力の開発

浮体式洋上風力の運営等に関する知見を獲得し、将来の開発につな

げていくことを目指し、 2024年11月に「ひびき灘沖浮体式洋上風力事

業」（発電出力3,000kW）へ出資参画、2025年4月に商業運転を開始

しました。
ひびき灘沖浮体式洋上風力事業

系統用蓄電池の開発

再生可能エネルギーの導入拡大を

支える調整力として重要な役割を担

う「下松蓄電所1号・2号事業」を下

松発電所跡地において推進していま

す。今後、2026年８月に設立した

特別目的会社を通じて両事業を一体

的に運用することで系統用蓄電池事

業を展開します。

下松蓄電所1号・2号完成イメージ

蓄電所名

所在地

出力

容量

運開予定

下松蓄電所1号

16,000kW

48,000kWh

2028年度

32,000kW

96,000kWh

2029年度

下松蓄電所2号

山口県下松市

サプライチェーン
GHG排出量
プロトコル範囲

社会全体の
カーボンニュートラルに

寄与する施策

2026年度から目標の対象範囲に追加した施策
電力供給の流れ

オフサイトPPA

BG※

卸
海外事業、域外開発

カテゴリー３（他社設備からの受電）

オンサイトPPA

※バランシンググループの略。計画値同時同量制度において、
発電量・需要量の計画と実績の差（インバランス）をまとめて
精算する単位となる事業者群のこと。

目標の対象範囲

Scope3

Scope1

蓄電池

需要家

自社発電インフラ
からの発電

入力情報（制約条件） ソフトウェアによる出力

運転条件 最も価値の高い
タイミングでの運
用判断

収益を向上させる
充放電スケジュール

電池の状態

市場価格

電力需要予測

1号

2号

直撃雷や
周辺地盤の
振動データ

風などの
自然の変化

変電所内

測定装置OPGW内の光心線（1心）
レーザー光パルス

検出

振動データ測定
OPGW

変換
処理

送電
容量

送電線
近傍風況

設備
振動

設備状態把握

再生可能エネルギー
導入拡大

送電容量の状態把握が可能になり、
多くの再生可能エネルギーが送電可
能に

保全業務高度化など
ドローン活用により作業員の
安全性向上と巡視点検労力削減

送配電計画に活用送配電計画に活用

飛行の可否判定・
安全性向上に活用
飛行の可否判定・
安全性向上に活用

振動状態を
設備状態把握に活用
振動状態を

設備状態把握に活用

ダイナミックレーティング

ドローン運航支援

【外部データ】
・外気温
・日照
・電線情報

出典：OPGW（composite fiber-OPtic Ground Wire）の写真は電協研資料

振動データから風況に関係する特徴を抽出

デ
ー
タ
変
換
処
理

デ
ー
タ
変
換
処
理
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柳井発電所のリプレース(新2号機)

脱炭素化に向け、柳井発電所2号系列(LNG、

全4軸構成)のうち、2軸のリプレースに向けた対

応を行っています。

今回のリプレースに伴う発電効率向上により、

CO₂排出低減が見込まれますが、更なる排出低減
に向けて、水素混焼に必要な設備の整備等につ

いても検討を進めていきます。

高効率火力発電設備の稼働とバイオマス混焼の拡大

2022年11月に営業運転を開始した三隅発電所2号機では、利用可能な最良の発電方式である

超々臨界圧（USC）発電方式を採用し、経済性・環境性の向上を図っています。

また、三隅2号機および新小野田発電所1号機・2号機においては、バイオマス燃料との混焼に

より、更なるCO₂排出低減にも努めています。

バイオマス混焼における安全対策

木質ペレットの自然発熱・発火による事故を防止する

ため、貯蔵サイロの運用最適化や監視・防災設備の設置

等の対策を講じるとともに、清掃や集じん装置による

粉じん対策も進めています。

今後も継続的な安全対策およびバイオマス燃料の有効

利用により、CO₂排出低減に向けて取り組んでいきます。

火力発電の脱炭素化

火力発電のトランジション計画に基づき、
石炭火力におけるバイオマス混焼拡大や
LNG火力の高効率ガスタービンコンバインド
サイクル発電方式へのリプレース、経年火力
発電設備の休廃止を進めています。
加えて、「2050年カーボンニュートラル」

実現に向け、次世代燃料（水素・アンモニア）
やCCS技術の導入検討および実装準備等
を進めています。

化石エネルギーの効率的利用

化石エネルギーを効率的に活用し、

CO₂排出抑制および省エネ法ベンチマーク
指標を達成するため、新規火力発電設備

には利用可能な最良の技術（BAT）を採用

するとともに、既設設備においても適切

に維持管理を行い、熱効率の向上に取り

組んでいます。

その結果、2025年 度の熱効率は、

42.3％と高い水準を維持しており、2024

年度に引き続き、省エネ法ベンチマーク

指標を達成しました。

なお、仮に当社の各火力発電所の熱

効率が１％向上した場合、年間で約35万

t-CO₂の削減が可能となります。

（注）大崎1-1号系列は、2011年12月より休止のため、除外。
また、新小野田1・2号機については、SC（超臨界圧）
発電方式であるが、木質バイオマス混焼発電の実施に
より高効率石炭火力として整理。

0

1,000

2,000
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7,000

8,000
（MW）

2012年度 2025年度

■非効率石炭火力　■LNG火力
■高効率石炭火力　■石油火力

下関１号
水島２号

新小野田２号

新小野田１号新小野田２号
新小野田１号

三隅２号

三隅１号

三隅１号

柳井１・２号
系列

柳井１・２号
系列

玉島１号
水島３号
水島１号

水島３号
水島１号
下関２号

下松３号

岩国３号
岩国２号

玉島３号
玉島２号

玉島３号
玉島２号
玉島１号

25

30

35

40

45

50

55
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40

41
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44

85 90 95 00 05 10 15 18 19 20 21 22 23 24 25 (年度)

実績熱効率

新小野田1号（86年）
41.06％

設
計
熱
効
率（
最
高
値
）

柳井1号系列（90年）
43.32％ 水島1号（09年）

 50.20％柳井2号系列（94年）
46.09％

設計熱効率（最高値）

（注）高位発熱量基準（HHV）により表示。

（％）
（％）

実
績
熱
効
率

42.3

将来的な水素混焼の検討

三隅２号機
バイオマス混焼率
CO₂削減量

バイオマス混焼率
CO₂削減量

10％程度

新小野田１号機
２号機

50万t-CO₂/年程度

40万t-CO₂/年程度
8％程度

グループ企業や地元企業と
タイアップし設計・製造
した集じん装置

回収した粉じんを再度
ペレット化し燃料として
再利用する再造粒設備

発電所名

燃料（発電方式）

出力

準備工事開始予定

本体工事開始予定

営業運転開始予定

柳井新２号機（仮称）

ＬＮＧ
（高効率GTCC※1）

52.2万kW
（＋12.6万kW※2）

2027年7月

2027年9月

2030年7月

※１ GTCC：ガスタービンコンバインドサイクル発電システム
※２ 既設電源のリプレースによって増加する出力　
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需給調整力を備えたCO₂排出量“ゼロ”発電技術の実証に向けた
大崎クールジェンプロジェクトの推進
当社は、電源開発㈱と共同で設立した

大崎クールジェン㈱が行う実証事業を通
じて、CO₂分離・回収型IGCC※1に始まり
さらに高効率なIGFC※2の開発に取り組
み、プラント性能や信頼性等、すべての
試験項目について目標を達成し、2022
年度に実証を完了しました。2023年度
から2024年度にかけてはCO₂分離・回収
型IGCCにおけるバイオマス混合ガス化
技術開発に取り組み、バイオマス燃料の
50％混合運転を達成するとともに、安定
運転を達成するために求められる設備仕
様・運用手法を確認し、商用化に向けた見通しを得ました。
2025年度からは、脱炭素・再生可能エネルギー大量導入社会を見据えたうえで、CO₂分離・回収型IGCCの社会実

装を推進すべく、「電力ネットワーク安定化のための需給調整力向上技術」、「燃料等化成品併産による付加価値向上
技術」の開発および実証に取り組んでいます。

Gas-to-Lipidsバイオプロセスの実用化開発
CO₂を再資源化するバイオプロセス

の開発を目指して2種類の微生物が持
つ発酵機能を活用し、水素と発電所由
来のCO₂を用いて健康食品や化学品等
の原料となる付加価値の高い脂質を製
造する技術の研究開発に広島大学と共
同で取り組んでいます。
2025年度からは、同技術の商用化に向けて、今までの研究で明らかになった性能面やコスト面での課題を

解決するための改良・実証を実施しています。

トリプルCリサイクル技術の開発（CO₂-TriCOM）
発電所由来のCO₂および石炭灰のほか、

電柱廃材を混合し、マイクロ波加熱焼結
の過程でCO₂を固定化しながら土木材料
を生成する技術開発に取り組んでいます。
CO₂吸収焼結体生成時のCO₂排出削減

目標達成に向けた検討を進め、商用化を
目指しています。

火力発電所におけるCCS導入に向けた検討

独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構より2024年度と2025年度「先進的CCS事業に係る
設計作業等」に関する調査業務を2件受託し、三隅発電所と、エネルギア・パワー山口㈱が運営する
防府バイオマス発電所において、2026年度も検討を継続しています。また、防府バイオマス発電所
では、回収したCO₂有効利用に関する検討も併せて実施しています。
本検討を通じて、発電所でのCO₂回収から輸送、貯留までのCCSバリューチェーンを構築し、

2030年代初頭のCCS事業開始の実現に向けた検討を進めています。

次世代燃料展開に向けたサプライチェーン構築検討

経済合理性のあるサプライチェーンの構築に向けて、検討を継続します。

利用（発電）製造 輸送

調達面（製造・輸送）
　キャリア選定を含む調達方法の具体化検討

利用面（発電）
　石炭火力でのアンモニア、
　LNG火力での水素導入・拡大

事業名

CO₂
回収量

マレーシア
マレー半島沖南部CCS事業

約100万t/年

三隅発電所 防府バイオマス発電所

事業名

CO₂
回収量

マレーシア
サラワク沖CCS事業

約50万t/年

※1 石炭ガス化複合発電：石炭をガス化し、ガスタービンと蒸気タービンのコンバインドサイクル方式で発電する石炭火力。
※2 石炭ガス化燃料電池複合発電：IGCCに燃料電池を組み込んだトリプルコンバインドサイクル方式の石炭火力。

CO₂分離・回収
石炭灰

電柱廃材
（廃コンクリート粉）

・緑化基盤材
・軽量盛土
・排水材

（協働先）中国高圧コンクリート工業㈱

（CO₂吸収焼結体）
CO₂-TriCOM

マイクロ波

+

CO₂

石炭灰 電柱廃材

（協働先）広島大学

水素（H₂）

CO₂

CO₂
分離・回収

酢
酸

脂
質

酢酸生成菌
アセトバクテリウム

・高付加価値
 脂質
・化学品、燃料

第一段発酵 第二段発酵

オーランチオ
キトリウム

CO₂分離・回収型IGFC開発

石炭

ガス化炉

ガスタービン

燃料電池

カーボンリサイクル
実証研究拠点へ

電力

CO 吸収塔₂

電力需要家再エネ大量導入

燃料等化成品併産に
よる付加価値向上技術

バイオマス

電力ネットワーク安定化のための需給
調整力向上技術
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再生可能エネルギー等と非化石証書を活用した電気料金メニュー

お客さまに提供する電気のCO₂排出量が少ない電気料金メニュー。
　　  ぐっとずっと。再エネ・グリーンプラン※1

　　　CO2フリー特約※2、再エネ特約〈ベーシック〉※2、再エネ特約〈プレミアム〉※3、オフサイト発電特約

太陽光発電PPAサービス

　 お客さまの建物や敷地に太陽光発電設備を設置し、月々のサービス料金で太陽光発電の電気

を自家消費できるサービス。

ぐっとずっと。再エネ・グリーンプラン
https://www.energia-support.com/pricemenu/greenplan.html

CO2フリー特約、再エネ特約〈ベーシック〉、再エネ特約〈プレミアム〉
https://www.energia.co.jp/elec/b_menu/co2_free/index.html

広島新駅ビル「ミナモア」への太陽光発電電力供給に係るオフサイトコーポレートPPAの締結について
https://www.energia.co.jp/press/2025/16175.html

オフサイトコーポレートPPAの取り組み事例
（広島新駅ビル「ミナモア」：2025年10月プレスリリース）

広島新駅ビル「ミナモア」への太陽光発電電力供給について、JR西日本不動産開発㈱および中

国ＳＣ開発㈱との間でオフサイトコーポレートPPAに関する契約を締結しました。

本契約に基づき、当社は、JR西日本不動産開発㈱が新たに開発した太陽光発電設備により発

電されたグリーン電力（電気＋環境価値）を買い取り、中国ＳＣ開発㈱が運営する「ミナモア」に

供給しています。

既存の発電設備

再エネ発電設備

火力発電所 原子力発電所

太陽光発電PPAサービス
（オンサイト型）
太陽光発電＋蓄電池PPAサービス
（レジリエンスサービス）

CO2フリー特約

再エネ特約
＜ベーシック＞

再エネ特約
＜プレミアム＞

太陽光発電所 水力発電所

バイオマス発電所　等

※１  2026年度は、水力発電所により発電された電気と非化石証書を組み合わせて供給する計画としています。 
※２  火力、原子力、再生可能エネルギー（固定価格買取制度によって買い取った電気（以下FIT電気※4）を含む）、卸電力取引所から調達    

した電気等が混在した電気と非化石証書を組み合わせて供給します。
※３  2026年度は、FIT電気※4と非化石証書を組み合わせて供給する計画としています。
※４  FIT電気を調達する費用の一部は、当社以外のお客さまも含めて電気の利用者が負担する賦課金によって賄われています。
(注) 各料金メニューの電源構成等の詳細はホームページをご参照ください。

自家消費

原子力・再エネ由来
非化石証書

再エネ由来
非化石証書

トラッキング付
非化石証書

家庭

法人

ＪＲ西日本グループ
料金メニュー・サービスの提供イメージ

グリーン電力
（電気+環境価値）

グリーン電力
（電気+環境価値）

発電事業者

ＪＲ西日本不動産開発が
新たに開発する
太陽光発電設備

需要家

中国ＳＣ開発が運営する
広島新駅ビル「ミナモア」

既存の電力

小売電気事業者
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エネルギーの効率的利用と電化の推進

当社グループでは、お客さまニーズに沿った高効率システムの推奨や、省エネに資する情報の

提供等を積極的に行うことで、エネルギーの効率的利用の拡大を図っています。

また、脱炭素社会の実現に向けた取り組みとして、お客さまに提供する電気のCO₂排出量が
少ない電気料金メニューやお客さまの建物・敷地に太陽光発電設備を設置し、月々のサービス料金

で太陽光発電の電気を自家消費できるサービス等を提供しています。

省エネ・CO₂削減に資する提案
お客さまからの脱炭素化ニーズにお応えするため、エネルギー使用の現状把握・分析から脱炭

素化施策の実行に至る計画（ロードマップ）策定までパッケージ化して提供するサービス「省エネ・

CO₂削減コンサルティング」を展開しています。

エネルギーマネジメント技術およびサービスの開発

広島大学スマートシティ共創コンソーシアムにおいて約2万人の教職員や学生が在籍する広島

大学東広島キャンパスを1つの街に見立て、様々な分散型エネルギーを組み合わせて再エネを

最大限活用するエネルギーマネジメントの実証を実施しています。

次世代型太陽電池の社会実装に向けた実証

NEDO※1の助成事業※2において「シースルー型有機薄膜太

陽電池モジュールシステムの開発」の採択を受け、モジュー

ル開発および社会実装に向けた活動を、㈱麗光、広島大学、

大阪大学、金沢大学等と実施しています。有機薄膜太陽電池

は、軽量かつ柔軟であることに加え、光透過性が高いことが

特徴です。

NEDOの助成事業において「浮体式洋上太陽光発電システム

の研究開発」の採択を受け、三井住友建設㈱（社名は2026年9

月30日時点）、中電技術コンサルタント㈱と協力して、海上に

設置可能な太陽光発電システムの研究開発に着手しています。
※1 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
※2 太陽光発電導入拡大等技術開発事業（研究開発項目II）

エネルギー使用状況の
実態把握

設定変更
運転パターン変更
簡易な設備改修無駄・損失の数値化

廃熱回収・活用
老朽設備更新
油・ガス等からの電化

LNGへの転換
太陽光発電の導入

CO₂フリー電気の購入
J-クレジットの購入

100%

50%

CO₂排出量

お客さまの
CO₂排出量削減目標

基準 現状

● 再エネ電気料金メニュー
● 太陽光発電PPAサービス
● 再エネ発電設備
   (設計、設置、管理、メンテナンス等) 等

再エネ

● クレジットに関するコンサルティング
● 環境配慮建材
● 緑化製品・サービス等

環境配慮

● 住宅の電化サービス
● EVに係る製品・サービス等

電化

● 省エネ・CO₂削減コンサルティング
● 建築物(ZEB、ZEH等)・機器に係る省エネ製品・サービス
● 見える化(CO₂排出量、電力使用量)
● コージェネレーションサービス
● デマンド抑制機器・サービス
● 遮熱製品等

省エネお客さま

シースルー型有機薄膜太陽電池

浮体式洋上太陽光発電
システム実証試験場所

広島県豊田郡大崎上島町付近の海域
（出典）「地理院地図」（国土地理院）
https://www.gsi.go.jp/
をもとに、当社作成

設置予定エリア

太陽光発電
(6.6MW)

気象予報
データ

EV

EV運行予約データ

·太陽光発電の余剰活用等
·電力需要のピークカット

エネルギーマネジメントシステム 制御対象

空調設備(2系統)

広島大学システム

充放電器
(3台)

充電器
(2台)

発電·需要
データ

実証構成図

発電
予測

需要
予測

計画策定 制御
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方針・考え方
当社グループは、事業活動に伴い消費する資源の枯渇や発生する廃棄物が環境に与える影

響を低減することが重要な課題と認識しています。廃棄物の発生を抑制し、廃棄物を資源と

して有効利用する循環型社会の形成に向けた取り組みを推進していきます。

廃プラスチック削減
当社グループは、再利用プラスチックの活用、廃棄製品の分別による再資源化等により、プラ

スチック廃棄量の低減に取り組んでいます。

●再利用プラスチックの活用
・PR品に再利用プラスチックや紙素材を採用 

・梱包材を紙に変更

・再利用プラ、グリーン製品採用

・プラスチックの分別徹底

●廃棄スマートメーターの分別・再資源化
㈱エネルギア・スマイルでは、廃棄スマー

トメーターを廃プラスチックや金属くず等に

適切に分解・分別し、再資源化が可能な状態

で再資源化工程へつなげることで、資源循環

に貢献しています。

取り組み

廃棄物の再資源化

当社グループは、循環型社会の

形成に向け環境に配慮した製品の

購入・工事への取り組みを推進し、

廃棄物の再資源化に取り組んでい

ます。 2025年度は、廃棄物発生量

は減少したものの石炭灰有効利用

率の低下により、廃棄物の再資源

化率は、 96.4％となりました。

指標・目標

指標 範囲 単位
2026～2030年度2025年度

目標実績

廃棄物の再資源化率
(石炭灰有効利用含む)

グループ

グループ

グループ

96.4

ー

ー

95以上

3R＋Renewableの推進

取り組みの推進

％

ー

ー

廃プラスチック削減

お客さま・地域の循環型社会の
形成に資する取り組み

当社グループの資源循環（イメージ）

ＩＮ ＯＵＴ

最終処分量の
低減

リユース
●がいし ●ケーブルドラム
●保湿剤 ●コンクリート柱
●電力量計 等

リサイクル(グループ内で製品開発)
●石炭灰（建設資材、土木材料）
●金属くず（高圧クランプカバー） 等

リデュース
●機器の長寿命化  ●貯蔵品の適正管理  ●梱包の簡素化 等

資材
燃料

●石炭灰（セメント原料、
　土地造成等）
●石膏（石膏ボード等）
●廃コンクリート柱
　（道路路盤材、
　再生コンクリート柱等）
●金属くず（金属）
●重原油灰（助燃剤） 等

●石炭灰の一部
●建設廃材の一部
●廃プラスチックの一部 等

リサイクル

再資源化量の
増加

廃棄物発生量の
低減

（注）2023年度より、データ収集範囲に「エネルギア・パワー山口㈱」を含む

再利用プラスチックを採用したPR品

廃棄スマートメーターの分解・分別

取り組み例

ダミー

廃棄物発生量・再資源化率の推移
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太陽光パネルのリユース・リサイクル

地元の事業者と連携し、自治体等の協力も

得ながら、太陽光パネルのリユース・リサイ

クルを推進することにより、太陽光発電が、

電源・資源として繰り返し活用される持続可

能なエネルギーとなる取り組みを推進してい

ます。

お客さま・地域の循環型社会の形成に資する取り組みの推進

石炭灰製品の開発

石炭火力発電所から発生する石炭灰について、特性を活かした土木建築資材等の製品開発

とその用途技術の開発を行う等、積極的に石炭灰製品の開発を実施しています。

近年は中国地域のみならず域外への販路拡大に取り組んでおり、Hiビーズ®等を様々なお

客さまに採用いただいています。

石炭灰造粒物（Hiビーズ®）等を活用した干潟の創出

当社グループは、福山港内港（広島県福山市）において石炭灰造粒物（Hiビーズ®）等を活用し

た干潟の創出により、Jブルークレジット認証を取得しました。本取り組みは、底質改善と生

態系再生を同時に実現し、CO₂吸収効果（年間17.6t、うち当社5.8t）が確認されています。
JFEスチール㈱、福山市、広島大学との連携により実現した本事業は、循環資源の有効活用に加

え、自然資本の保全に資するものです。

配電機材のリユースの推進

中国電力ネットワーク㈱は、岩国発電所跡地に配電機材リユースセンターを設置し、自社で簡易的

な修理を行うことで、産業廃棄物量の低減（環境負荷低減）を図り、リユースを一層推進しています。

なお、本取り組みは、「令和7年度リデュース・リユース・

リサイクル推進功労者等表彰」で経済産業大臣賞を受賞する

等、循環型社会の形成に資する取り組みとして、高く評価

されています。

石炭灰製品の概要

活用事例

製品名

製品の
概要

活用実績

フライアッシュ原料となる
石炭灰 クリンカアッシュ

フライアッシュを選別・
分級したもの

トンネル吹付材、フライアッシュ
コンクリート、土木用資材
および建築用資材等

フライアッシュに、
少量のセメントと水を加えて

造粒したもの

海域沿岸や河口の底質の
環境改善、港湾の地盤改

良等の材料等

クリンカアッシュの塊りを
粉砕して砂状にしたもの

軽量盛土材、よう壁裏込材、
構造物周辺の埋戻し材および
排水材（グラウンド用）等

大田静間道路跨道橋における
コンクリート混和材（エコパウダー）

ホテルオークラ（東京都）
オープンスペースの緑化材（ライトサンド）

福山港内港（事業実施前：2012年5月）

Hiビーズ®

福山港内港（事業実施後：2023年8月）

配電機材リユースセンター

サッカースタジアム（広島市）の
北東側スロープの人工土に採用（ライトサンド）

石炭灰の有効活用（石炭灰製品のご案内）
https://www.energia.co.jp/business/sekitanbai/index.html

福山港内港における石炭灰造粒物による干潟づくりを活用したJブルークレジットの認証について
https://www.energia.co.jp/assets/info/2025/info20260319.pdf
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方針・考え方
当社グループは、自然資本を活用した事業を行っており、地域の環境保全に取り組むことは重要

な責務と認識しています。事業活動が環境へ影響を与えていることを認識し、環境アセスメントを

はじめとする環境負荷低減および生物多様性の保護に関する取り組みを推進していきます。

指標・目標

取り組み

大気・水域等への環境負荷低減

発電所における環境保全対策

地域環境の保全のため国・自治体の定める法令や自治体との間で締結した環境保全協定に基づき、

発電所から排出するばい煙や排水等の測定・監視を行うとともに、環境対策設備に最新の技術を

導入しています。

環境アセスメント（環境影響評価）の実施
発電所の新設・増設にあたり、法令に基づく環境アセスメントを実施し、

最新技術による調査・予測・評価と地域の皆さまの声を反映した環境保全対

策により、周辺環境への影響を最小化しています。

また、柳井発電所2号系列のリプレース計画においても、環境影響評価

法に基づき高層気象観測※等を行い、適切に環境アセスメントを実施してい

ます。

火力発電所の例

※発電所上空の気温、風向、風速等を観測し、煙突からの排ガスの拡散を予測・評価するために調査を実施 猛禽類調査（2025年4月）

排ガス測定装置

地表面での濃度を低く
するため高煙突を設置
しています。

水中放流方式
水中から放水し、温排水の
拡散範囲を小さくします。

排水処理装置
発電所内の排水は中和・凝集・沈殿等
の処理を行ったうえで排水します。

深層取水方式
深層部から温度の低い海水を取水し、放水と
放水口付近の海水との温度差を少なくします。

地域の気候風土に適した
樹木を植樹し、発電所の
緑化を行っています。

SOx、NOx濃度を連続
測定監視します。

LNGや低硫黄燃料
等を使用します。

NOxをアンモニアと反応
させて除去します。NOxの発生を抑制します。 電気式・ろ過式集じん装置

静電気を利用した電気集じん装
置等で、ばいじんを除去します。

排煙脱硫装置
SOxを石灰石を溶解させた水に接
触吸収させ、除去します。

漏えい防止対策・浸透防止対策
油や薬品の流出、土壌への浸透
を防止します。

騒音対策・振動防止対策

変圧器、通風機等の騒音・
振動を防止します。

① クラゲ防止網
② カーテンウォール
③ 取水口
④ 除塵装置
⑤ 循環水ポンプ
⑥ 開閉装置
⑦ 変圧器
⑧ 発電機
⑨ 蒸気タービン
⑩ 復水器
⑪ 給水ポンプ
⑫ ボイラー（火炉）
⑬ ガス混合ファン
⑭ アンモニア注入装置
⑮ 空気予熱器
⑯ 押込通風ファン
⑰ 灰処理装置
⑱ 石膏製造装置

●
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・漏えい防止対策
・浸透防止対策

土壌汚染防止対策

騒音、振動、悪臭防止対策
・景観対策 ・自然保護
・緑化

周辺環境調和対策
・構内排水対策 ・温排水対策
・漏油防止対策

水質汚濁防止対策
・硫黄酸化物（SOx）対策
・窒素酸化物（NOx）対策 
・ばいじん対策
・粉じん飛散防止対策

大気汚染防止対策

緑化対策

低NOxバーナ、二段燃焼
方式と排ガス混合方式

排煙脱硝装置

集合高煙突

燃料対策

指標 範囲 単位
2026～2030年度2025年度

目標実績

大気・水域等への環境負荷低減
(環境保全協定値以下)

グループ

グループ

ー

ー

協定値超過なし

取り組みの推進

協定値
超過なし

ー生物多様性に係る取り組み
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発電所運転開始後の周辺環境モニタリング

発電所の運転開始に伴い、地域住民への生活環境・自然環境について適正な保全を目的に関係

自治体と環境保全協定等を締結し、発電所周辺における大気、海域等の環境の状況をモニタリングし、

関係自治体へその結果を報告するとともに公表しています。

社有林の維持管理による森林由来J-クレジットの認証と活用

水力発電の安定運用を支える約1,500haの水源かん養林を保有・管理することで、水資源の確保

とともに、CO₂吸収や土砂流出防止、生物多様性の保全にも寄与しています。
この社有林の維持管理を通じて、森林由来J-クレジットの創出（8年間で約2,000tを計画）お

よび活用に取り組んでおり、お客さま・地域の脱炭素化への貢献を進めています。2025年度は、

289tの認証を取得し、広島市内のイベントでの電力使用や参加者の会場までの移動に伴うCO₂排
出量をオフセットしました。

さらに、社有林の一部は環境省「自然共生サイト」にも認定されています。

人工リーフの設置によるＪブルークレジットの創出と活用
島根原子力発電所3号機では、防波護岸前面に人工リーフを設置し、人工リーフが海藻類の繁

殖場を形成することで生物多様性の向上と自然資本の創出に貢献しています。これらの藻場の

CO₂吸収機能を活用し、2017～2021年の累計で15.7tの吸収量についてJブルークレジット認証
を取得し、地域イベント等で活用しています。

● 「HIROSHIMA CONTI-NeW FeS 2025」
電力使用や参加者の会場までの移動に伴うCO₂排出
量をオフセットしたフェスとして開催

● 堀川遊覧船
電動遊覧船等の使
用により排出される
CO₂をオフセット

● バスケットボール試合
男子プロバスケットボールリーグの島根
スサノオマジックのホームゲームが、
カーボンニュートラルマッチとして開催

松江市で開催された美容とファッションの祭典「ミューズフェス
2025」開催時に発生するCO₂をオフセット

PAC-MANTM & 
©Bandai Namco Entertainment Inc.

化学物質の適正な管理

PCB無害化処理の取り組み

当社グループでは、PCB廃棄物の法定期限内

の適正処理を推進しており、高濃度PCB廃棄

物は2020年度末までに処理を完了しました。

低濃度PCB廃棄物についても、認定施設におい

て2026年度末までに計画的に処理します。

石綿問題への対応

当社グループは、2005年度に石綿（アスベ

スト）問題に関する対応方針を定め、新規使用を

禁止するとともに使用状況等の調査を定期的に

実施し、適切に対応しています。

PCBの適正処理について
https://www.energia.co.jp/energy/energia/pcb/

石綿問題への取り組み
https://www.energia.co.jp/energy/energia/ishiwata/index.html

三隅発電所環境等監視結果
https://www.energia.co.jp/area/shimane/entry/12008.html

島根原子力発電所周辺環境放射線等調査結果
https://www.pref.shimane.lg.jp/bousai_info/bousai/bousai/genshiryoku/sihannki.html

島根原子力発電所建設工事中の環境監視調査結果
https://www.energia.co.jp/atom/atom13-07-1.html 海生生物調査（2024年11月）

自然共生サイトの認定を受けた
当社社有林（北広島町）

生物多様性に係る取り組みの推進

当社グループは、生物多様性に関する取り組みとして、水源かん養林が生み出すCO₂吸収量や
自然共生サイト、Jブルークレジット等、保有する自然資本を効果的に活用するとともに、自治

体との連携によるネイチャーポジティブ宣言等の取り組みを通じて、地域における自然との共生活

動に貢献しています。

社有林

人工リーフ

Hiビーズ®

自治体との連携

J-クレジットとして認証

自然共生サイトの認定を取得

Jブルークレジットとして認証

「とっとりネイチャーポジティブ宣言」への参画

P18

2025年度活用実績

2025年度活用実績

イベント

地域モビリティ スポーツ

イベント
● 美容とファッションミューズフェス
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方針・考え方
中国電力グループ環境経営方針に定める「2050年カーボンニュートラルへの挑戦」「循環型社

会の形成」「自然との共生」を推進するためには、地域の皆さまの理解や従業員一人ひとりの環

境意識の高揚が必要不可欠と考えており、当社グループは、環境コミュニケーションおよび環

境マネジメントを環境経営の基盤と位置づけています。

環境コミュニケーション

地域の皆さまとの対話や環境情報の開示を通じて環境への取り組みに対する理解促進を図ると

ともに、次世代層の環境意識の醸成のため、環境・エネルギー教育支援活動に取り組んでいます。

環境マネジメント

環境・エネルギーに関する法規制・政策に迅速・適切に対応するために、独自の環境マネジメン

トシステムを運用し、リスク管理を推進しています。また、環境教育・研修の充実により環境法規

制に係る知識の習得、環境意識の高揚に取り組んでいます。

指標・目標

指標 範囲 単位
2025年度 2026～2030年度
実績 目標

次世代層を対象としたエネルギー・
環境教育支援活動 230件

ー

確実な実施

確実な実施

違反ゼロ

ー

違反ゼロ

教育の確実な実施

グループ

グループ

ー

ー環境に関するお客さま・地域との
対話活動

指標 範囲 単位
2025年度 2026～2030年度
実績 目標

グループ

グループ

件数

ー

環境法規制の遵守・
社会的要請への対応

従業員の環境の取り組みに係る
理解促進

環境コミュニケーション

環境マネジメント

取り組み

環境コミュニケーション

社会とのパートナーシップ

次世代層にエネルギーや環境への理解と関心を深めていただくことを目的に、教育支援活動を

推進しています。

また、地域との接点拡大および環境意識の向上を目的に、環境イベント等を通じ、当社の取り

組みの発信にも努めています。

2025年度は、生物多様性の保全等に係る包括連携協定を締結した広島県北広島町と㈱やまびこ

の協力を得て、当社の環境への取り組みを地域の皆さまに知っていただくため、森林の維持・管理

の取り組み等を体験していただく「森林イベント」を開催しました。本イベントは、他業種とのコラ

ボレーションとして実施したものであり、地域と連携した環境教育および交流の機会となりました。

2025年度の主な活動実績

実施時期 主な教育支援活動 開催場所 対象

2025. 6.21

2025. 8. 3

2025.10.11

2025.12.17

2026. 1.18

「環境の日」ひろしま大会への出展

エネルギア自然観察会inきらら浜

森林イベント

広島大学 講義

水と電気の学習イベント

広島県広島市

山口県山口市

広島県北広島町

広島県東広島市

鳥取県江府町

小学生以下

小学生以下

小学生以下

大学生

小学生以下

森林イベント（2025年10月） 〔協力：北広島町、㈱やまびこ〕「環境の日」ひろしま大会（2025年6月）
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開示情報の充実

当社グループは、環境に関する情報開示の充実化に継続的に取り組んでいます。

社員向け環境教育・研修の充実

当社グループでは、職場ごとに環境教育を行うとともに、2016年度より、環境リスク低減や全

社員の環境意識の高揚に向けた取り組みの一環として、カーボンニュートラル推進部門の社員が

事業所等に対して「環境担当者教育」を実施しています。

環境表彰制度 
当社では、2005年度から「環境表彰制度」を導入し、環境問題への対応において優れた成果を収

めた社員・事業所等を表彰しています。

自然

気候変動

ESG

2025年度のCDP質問書への回答に対する評価結果
気候変動：B　　水セキュリティ：B

2021年度から継続して開示

中国電力グループの主要な環境データをホームページで開示
本報告書に記載する環境情報の信頼性を高めるため、第三者保証を取得

TNFD

CDP

SASB

中国電力グループ
環境関連データ集

2025年度の表彰事例
● 活動名
LNG販売によるお客さまのCO₂排出量削減
● 表彰箇所
エネルギー営業本部　ガスソリューショングループ

● 活動名
事業所建物のエネルギーマネジメントによるCO₂削減
● 表彰箇所
管財部門　業務建築グループ

環境マネジメントの実践

環境法規制遵守の徹底 

法規制遵守にあたっては、自所の業務・設備に適用される環境法令等を特定し、遵守事項を一

覧表で管理する等、リスクの見える化を図っています。環境法令の遵守状況等については、定期

的に点検し、必要に応じて管理方法の見直しを行う等、PDCAサイクルを着実に回すことで継続

的な改善に努めています。

その他にも、カーボンニュートラル推進部門が各事業所・グループ企業等を対象に「環境管理

審査」、「グループ環境監査」を通じて、法令遵守状況の確認や改善点の洗い出しを行い、必要に

よりその内容を反映することで、環境管理の定着化や環境リスクの低減にも取り組んでいます。

また、環境管理審査等の結果については、環境経営推進会議等に報告しています。

2024年度から継続して開示 TCFD・TNFD提言に基づく情報開示 P23～33

2020年度から継続して開示。環境省の「サステナビリティ（気候・自然関連）
情報開示を活用した経営戦略立案のススメ」に好事例として掲載

TCFD・TNFD提言に基づく情報開示 P23～33

CDPへの対応について
https://www.energia.co.jp/energy/cdp/index.html

中国電力グループ環境関連データ集
https://www.energia.co.jp/energy/energia/kaiji/index.html

SASBスタンダードに基づく情報開示
https://www.energia.co.jp/ir/irzaimu/annual.html

TCFD
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移行リスクの大きさ

物理リスクの大きさ

CPS
※6

2℃
シナリオ

※8

4℃
シナリオ

STEPS
※7

1.5℃
シナリオ

リスクが最大

当社グループは、気候変動や自然関連への対応を重要な課題として

認識しており、TCFD※1提言およびTNFD※2提言を踏まえ、リスク

および機会への対応ならびに情報開示の充実を推進しています。
※１ Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース）の略。
※２ Task Force on Nature-related Financial Disclosures（自然関連財務情報開示タスクフォース）の略。　

ガバナンス

当社グループは、社長を最高責任者とする環境経営推進体制を構築しており、取締役会の監督

のもと、気候変動や自然関連を含む環境関連の戦略や方針・目標の策定ならびに目標の進捗状況

および施策の実施状況の管理を行っています。

なお、取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）の賞与の一部に、サプライ

チェーンGHG排出量の削減結果を反映しています。

戦略

将来の不確実性を踏まえつつ、2050年カーボンニュートラル実現に向けて戦略的に取り組む

ため、当社はシナリオ分析を実施しています。

なお、シナリオ分析は、特定の前提を設定することで長期的に考え得る事象と対策を検討する

ためのものであり、将来の結果を予測したものではありません。

前提とするシナリオ

科学的根拠に基づいて気候変動に関するリスク・機会を評価するため、国際エネルギー機関（IEA）

や気象庁等の公表データを参照し、下表のとおり「1.5℃シナリオ」と「4℃シナリオ」を設定しました。

移行リスクと物理リスクのイメージ 気候変動対策が強化される1.5℃シナリオでは、

移行リスクが最大となる一方、気候変動対策が十

分に進まない4℃シナリオでは、物理リスクが最

大となると想定しています。

●  世界全体で気候変動対策が強化され、GHG排出
量の削減が着実に進展している

●  21世紀末の世界平均気温の上昇は、工業化以前
（1850～1900年）と比べて1.5℃未満に抑えられて
いる

●  日本はNDC※3を達成するとともに、2050年カーボン
ニュートラルを実現

〈参照シナリオ〉
●  IEA｢World Energy Outlook 2025」 NZEシナリオ※4
●  第7次エネルギー基本計画 
●  GX2040ビジョン

●  世界全体の気候変動対策が不十分であり、GHG
排出量の削減が進んでいない

●  21世紀末の世界平均気温の上昇は、工業化以前
（1850～1900年）と比べて約4℃に達する

〈参照シナリオ〉
●  IPCC（気候変動に関する政府間パネル）
  第６次評価報告書 SSP5-8.5シナリオ※5
●  気象庁「日本の気候変動 2025」 4℃上昇シナリオ

1.5℃シナリオ 4℃シナリオ

※3 Nationally Determined Contributionの略。パリ協定に基づき各国が提出する温室効果ガス排出削減目標。日本は、2030年度に
2013年度比46％削減（50％に向け挑戦）、2035年度・2040年度にそれぞれ60％、73％削減を目標としている。

※4 世界平均気温の上昇を1.5℃に抑えるシナリオ。
※5 化石燃料依存型の発展のもとで気候政策を導入しないシナリオ。

環境経営の推進体制 P7

統合報告書　取締役の報酬等の方針 P65

取締役会および環境経営推進会議他における主な議題（2025年度）
主な議題

中国電力グループ環境経営方針（方針・目標）の策定
中国電力グループ環境目標の2024年度実績・評価
2050年カーボンニュートラル実現に向けた重点施策の実施状況
リスク管理状況

中国電力グループ環境経営方針（方針・目標）の策定
中国電力グループ環境目標の2024年度実績・評価
TNFD提言に基づく開示内容

気候変動関連（TCFD）

自然関連（TNFD)

リスク管理

気候変動や自然関連を含む環境関連のリスクは、グループ全体の統合リスクマネジメントの中

で管理しています。

温室効果ガス排出規制の強化は、当社グループの事業等に重要な影響を及ぼす可能性があるリ

スクとして認識しており、有価証券報告書の「事業等のリスク」にも記載しています。

TNFDTCFD

統合報告書　リスクマネジメント P68
※６ 現行政策シナリオ。既存政策のみを前提とし、将来の政策強化等
を織り込まないシナリオ。（IEA「World Energy Outlook 2025」
CPSシナリオ）

※７ 公表政策シナリオ。既存政策に加え、表明済の将来政策の実施
を前提とするシナリオ。 （IEA「World Energy Outlook 2025」
STEPSシナリオ）

※８ 概ねパリ協定の2℃目標が達成されるシナリオ。
　　 （気象庁「日本の気候変動2025」2℃上昇シナリオ）
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当社は、2019年６月にTCFD提言への
賛同署名を行いました。
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IEA「World Energy Outlook 2025」によると、世界の非化石電源
比率は、2050年に向けて大きく拡大すると予測されています。日本に
おいては、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入する方針
が第７次エネルギー基本計画で示され、2040年度の非化石電源比率
は60～70％程度とされています。
当社グループにおいても、島根３号機の稼働や再生可能エネルギー
の導入拡大等により、2050年のカーボンニュートラル実現に向けた最
適な電源構成を目指します。

IEA「World Energy Outlook 2025」によると、世界の電力需要お
よび電化率は、2050年に向けて伸び続けると予測されています。日本
においては、最終エネルギー消費量は減少する一方で、GXやDXの進
展により電力需要は増加すると第7次エネルギー基本計画で示されて
います。
中国地域においても、データセンター需要の拡大や製造業における
GXに向けた電化の進展等により、電力需要は増加する見通しです。

1.5℃シナリオ

発電電力量の構成割合（自社電源） 中国地域の電力需要のイメージ

0

1

2

3

将　　 来（2076～2095年平均）
20世紀末（1980～1999年平均）

沖
縄

九
州
南
部

九
州
北
部

四
国中

国
近
畿

東
海

北
陸

関
東
甲
信

東
北

北
海
道

全
国

（回/年）

短時間強雨の発生回数

〈供給面〉

IPCC第6次評価報告書によると、世界の平均気温は今世紀を
通じて上昇し続けると予測されています。日本においても気温上
昇が継続する見込みです。これに伴い、大気中の水蒸気量の増加
や海面水温の上昇が進み、短時間強雨（1時間降水量50mm以
上）の発生頻度の増加や台風の強度の増大が予測されています。

中国地域においても同様の影響が見込まれ、自然災害の激甚
化が懸念されます。

４℃シナリオ

〈気候変動〉〈需要面〉

当社グループ事業への主な影響要因

温室効果ガス排出規制強化
非化石電源ニーズの高まり
火力発電の高効率化・脱炭素化ニーズの高まり
海外における非化石電源ニーズの高まり
技術進展に伴う再生可能エネルギーの導入加速

当社グループ事業への主な影響要因 当社グループ事業への主な影響要因

社会の脱炭素化志向の高まり
脱炭素化に向けた電化の進展
お客さまの事業活動における省エネ・脱炭素化ニーズの高まり

自然災害（豪雨、台風等）の激甚化
降水パターンの変化
平均気温上昇、海面上昇

中国地域の電力総需要
（系統電力需要＋自家発電）

中国地域の系統電力需要

2020 2025 2030 2035 2040

自家発電からの切り替えに
より系統電力需要は電力
総需要の増加以上に増加
していく見通し

（年度）

事業環境の変化

1.5℃シナリオおよび4℃シナリオにおける事業環境の変化を分析しました。当社グループ事業への影響は、1.5℃シナリオでは電力の供給面・需要面の変化による影響が大きく、4℃シナリオでは気候変

動による影響が大きくなると考えられます。
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※ゼロエミッション達成に向けた施策は例であり、経済的および技術的側面か
　ら多角的に検討を進め、その結果により見直す可能性がある

2025年度実績 島根3号機稼働後

再エネ

火力※

2050年度

目標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に

基
づ
く
取
り
組
み

〈ゼロエミッション〉
・水素発電
・アンモニア発電 
・IGFC+
 CCUS/カーボン
 リサイクル

揚水

再エネ

原子力

火力

 10%再エネ
18%原子力
 1%石　油

 4%揚　水

 21%L N G

 46%石   炭

原子力

気象庁「日本の気候変動2025」に基づき当社作成（細い縦線は年々の変動幅を示す）
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気候変動に関するリスク・機会

前述のシナリオを前提に、下表のとおり当社グループにおける気候関連のリスクおよび機会を

認識しています。 

1.5℃シナリオでは移行リスクが、4℃シナリオでは物理リスクが最大となるシナリオであり、

両シナリオを前提とした施策を推進することで、あらゆるシナリオに対応可能であり、レジリエンス

を確保した事業展開が可能であると評価しています。

また、当社グループは、認識したリスクと機会を踏まえ、2050年カーボンニュートラル実現に

向けた重点施策を設定し推進しています。

リスクと機会のトレードオフ

当社グループは、気候変動対応を中長期的な成長機会ととらえ、「エネルギーの脱炭素化」と

「お客さま・地域の脱炭素化」の取り組みを推進しています。一方で、これらの取り組みは、自然

環境や地域社会への影響、コスト増加等のリスクを伴う可能性があります。

また、気候変動による事業環境の変化は、事業ごとにリスクと機会の双方の影響をもたらし、

一方への対応が他方に影響を与える等、トレードオフが生じる場合があります。

このため、戦略および意思決定にあたっては、事業横断的な観点からリスクと機会を総合的に

考慮しています。2050年カーボンニュートラル実現に向けた重点施策 P11

1.5
℃
シ
ナ
リ
オ

事業
区分

事業環境の変化 当社グループのリスク・機会
発現時期※1

財務的影響 主な対応策
短 中 長

影響度
大※2

発電・卸

温室効果ガス排出規制強化
（GX推進法等）

非化石電源ニーズの高まり

火力発電の高効率化・
脱炭素化ニーズの高まり

海外における非化石電源
ニーズの高まり

温室効果ガス排出規制の強化に
伴うコストの増加

再生可能エネルギーの需要拡大

原子力発電の活用拡大

化石電源の競争力・利用率の低下

高効率火力発電および
バイオマス混焼の活用拡大

CO₂排出目標未達に伴う
CO₂排出コストの増加※3 ※4

再生可能エネルギーの導入拡大に伴う
CO₂排出コストおよび燃料費の削減
〈再エネ関連投資額〉
800億円程度（2026～2030年度）

島根３号機稼働に伴うCO₂排出
コストの削減※3 ※4

〈原子力関連投資額〉
8,000億円程度（2026～2030年度）

島根２号機の利用率が1％向上した場合の
燃料費の削減※4

火力発電の利用率低下に伴う収益の減少

高効率火力発電の活用拡大に伴う
CO₂排出コストおよび燃料費の削減
バイオマス混焼の活用拡大に伴う
CO₂排出コストの削減
〈火力関連投資額〉
700億円程度（2026～2030年度）

脱炭素電源の活用による
CO₂排出コストの削減

海外における再生可能エネルギー事業の
拡大に伴う収益の増加

620億円
程度/年

760億円
程度/年

7億円
程度/年

－

－

－

－

－

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○

○

○○

○

○

○

○

○

○○

移行リスク
(政策・法)

機会
(エネルギー源)

機会
(エネルギー源)

機会
(エネルギー源)

脱炭素電源（水素・アンモニア発電、
IGFC+CCUS等）の活用

海外における再生可能エネルギー
の需要拡大

機会
(技術)

機会
(市場)

移行リスク
(市場)

【エネルギーの脱炭素化】
●  再生可能エネルギーの導入拡大や原子力発電の
活用拡大等の重点施策の推進

【再生可能エネルギーの導入拡大】
●  太陽光・水力・風力発電の更なる導入拡大
●  蓄電池の新規開発・事業拡大

【原子力発電の活用と開発】
●  安全確保を大前提に島根２号機の安定運転と３号機
の早期稼働に向けた取り組み

●  最新鋭技術の動向調査・活用検討
●  上関原子力発電所の開発

【火力発電のトランジション】
●  柳井新２号機（LNG）の建設　
●  水素・アンモニア混焼の検討、実装準備
●  バイオマス混焼の拡大　　　　　
●  CCS導入に向けた検討
●  大崎クールジェンプロジェクトの推進
●  非効率火力の調整運用・フェードアウト

【海外事業の拡大】
●  再生可能エネルギー案件に重点を置いた事業拡大

：2050年カーボンニュートラル実現に向けた重点施策

（次頁へ続く）
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4
℃
シ
ナ
リ
オ

発電・卸
送配電

発電・卸
送配電

発電・卸

自然災害（豪雨、台風等）の
激甚化

平均気温上昇、海面上昇

降水パターンの変化

設備被害に伴う復旧・対応費用の
増加

レジリエンス対策（設備対策等）の
強化

レジリエンス対策（設備対策等）の
強化

出水率の変動（水力発電量の変動）

豪雨災害被害額※8

（2018年7月 豪雨災害損失額）

レジリエンス対策の強化に伴う
設備投資・維持費用の増加

レジリエンス対策の強化に伴う
設備投資・維持費用の増加

出水率1％変動した場合の燃料費への
影響※4 ※9

37億円
程度

3億円
程度/年

－○

○

○ ○○

○○ ○○

○○○

物理リスク
（急性）

物理リスク
（急性）

物理リスク
（慢性）

物理リスク
（急性）

【レジリエンス強化】
●  電力インフラの強化
●  災害に備えた対応力の強化
●  社外関係機関や自治体等との連携強化
●  全社総合防災訓練の実施

【水資源の有効活用】
●  水力発電のリパワリング
●  AIによる発電計画策定の最適化

※１ 短期：2026年度、中期：2027～2030年度（中期経営計画期間）、長期：2031～2050年度（カーボンニュートラル実現に向けた期間）
※２ 当社グループ事業への影響度を現時点で評価するとともに、取り組むべき優先度も考慮したうえで抽出。なお、この影響評価は確

定的なものではなく、今後の国の政策やエネルギー情勢等の外部環境変化により変動する。
※３ 2030年度以降にカーボンプライシングが本格的に導入されることを想定。炭素価格はIEA「World  Energy Outlook 2025」のうち、
「NZEシナリオ」「先進国」「2030年」を参照し、140$/tCO₂と想定して試算。

※４ 2025年度実績をもとに試算。確定的なものではなく、試算に用いる年度実績により変動する。

※５ デマンドレスポンスの略。需要家のエネルギーリソースの保有者もしくは第三者が、そのエネルギーリソースを制御することで、 電
力需要パターンを変化させること。

※６ Power Purchase Agreement（電力購入契約）の略。
※７ CO₂固定化技術を利用した土木材料、コンクリートを活用する技術（CO₂-TriCOM）およびCO₂からバイオプロセスにより高付加価

値の脂質を生産する技術（Gas-to-Lipids）。
※８ 将来の財務影響に係る指標として実績額を記載。
※９ 過去10年の出水率の平均は95％（76～116％）。

1.5
℃
シ
ナ
リ
オ

事業
区分

事業環境の変化 当社グループのリスク・機会
発現時期※1

財務的影響 主な対応策
短 中 長

影響度
大※2

小売

送配電 技術進展に伴う再生可能
エネルギーの導入加速

温室効果ガス排出規制強化
(高度化法等)

脱炭素化に向けた電化の
進展

お客さまの事業活動に
おける省エネ・脱炭素化
ニーズの高まり

再生可能エネルギー導入拡大への
対応に伴う系統対策費用の増加

温室効果ガス排出規制強化に
伴う電力調達コストの増加

電化の進展に伴う電力需要の拡大

CO₂排出係数を重視した
お客さまの離脱の増加

系統対策に伴う送配電事業関連投資の増加

電力調達コストの増加
（高度化法対応等に伴う非化石証書取引
価格の高騰を含む）

販売電力量が1％増加した場合の電気
料金収入の増加※4

お客さまの離脱増加に伴う収益の減少

DR※5太陽光PPA※6等
サービスによる収益の増加

5,500億円
程度
(2026～
2030年度)

100億円
程度/年

－

－

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○ ○

移行リスク
(技術)

移行リスク
(政策・法)

機会
(市場)

移行リスク
（市場)

DR※5・太陽光PPA※6等
サービスの展開

機会
(製品・サービス)

【次世代電力ネットワークの構築】
●  再生可能エネルギー電源の公平かつ早期・着実な
連系

●  再生可能エネルギー連系拡大に向けた系統増強・
制御技術の開発

●  電圧調整の高度化
●  第２世代スマートメーターの導入
【再生可能エネルギー電源の確保】
●  再生可能エネルギー電源の開発
●  再生可能エネルギー電源の他社調達の活用
【エネルギーサービスの展開】
●  省エネ・CO₂削減コンサルティングの提供
●  EVソリューションサービスの提供
●  非化石電源を活用した電気料金メニューの提供
【地域のGXの対応】
●  地域・港湾・コンビナートの脱炭素化に向けたサービ
ス提案

●  EMSを活用したサービスの開発・展開
●  次世代型太陽電池の実証・実装

グループ
共通

社会の脱炭素化志向の
高まり

脱炭素化の取り組みの遅れによる
企業評価低下に伴う資金調達
および取引機会への影響

脱炭素化の取り組みの遅れによる
訴訟件数の増加

カーボンリサイクル技術（CO₂-Tri
COM、Gas-to-Lipids)※7の開発

訴訟対応費用の増加および
社会的信用の低下に伴う収益の減少

カーボンリサイクル技術の活用による
CO₂排出コストの削減

金利0.1％変動した場合の支払利息の影響※4

取引機会の減少に伴う収益の減少

9億円程度/年

－

－

－

○ ○ ○

○ ○

○

○移行リスク
(評判)

移行リスク
(政策・法)（評判）

機会
(技術)

【投資家とのエンゲージメント活動の強化】
●  株主・投資家との対話を踏まえた取り組みや開示の改
善・充実

【サステナブル・ファイナンスの推進】
●  トランジション債の発行やトランジション・リンク・ローン
の実行

●  GX推進機構の金融支援を活用したトランジションローン

【カーボンリサイクル技術の開発】
●  カーボンリサイクル技術の開発・商用化

：2050年カーボンニュートラル実現に向けた重点施策

－

－
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指標・目標

当社グループは、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、これまでCO₂排出量目標および

電力の供給面・需要面の取り組みに関する2030年度目標を定め、目標達成に向けて取り組んできました。

また、2025年9月に策定した「中国電力グループ経営ビジョン2040」において、グループ全体の

サプライチェーンGHG排出量（Scope1＋2＋3）を新たに目標として設定し、日本のNDCと同水準

である2030年度50％削減、2035年度60％削減（いずれも2013年度比）に取り組むこととしました。

2026年度からは、サプライチェーンGHG排出量（Scope1＋2＋3）およびCO₂排出量の削減目

標に加え、見直し後の再生可能エネルギー新規導入量を新たな目標として設定しています。

なお、2025年度時点の気候関連の目標に対する実績は、下表のとおりです。

TCFD

指標 目標 2025年度実績範囲

サプライチェーン
GHG排出量
（Scope1+2+3）※1

CO₂排出量※2

再生可能エネルギー
の新規導入量

供
給
面

需
要
面

2030年度：50％削減
2035年度：60％削減
（2013年度比）

小売事業と発電事業ともに
2030年度CO₂排出量半減
（2013年度比）

2020～2030年度：
30～70万kW※4

グループ

グループ

グループ

中国電力

安全確保を大前提と
した原子力発電の活用

火力発電効率

省エネ・電化に資する
製品・サービスの
お客さまへの提供

島根原子力発電所２号機
再稼働および３号機運転開始の
早期実現

２号機：運転継続
３号機：新規制基準審査対応中

火力A：1.04
火力B：44.5％
石  炭：45.75%

81万台

2030年度までに省エネ法
ベンチマーク指標達成※5

2030年度：
エコキュート普及台数
90万台以上※6

中国電力

中国電力

3,148万t-CO₂（約36％削減）

+42万kW

小売事業：2,098万t-CO₂※3
　　　　　（約50％削減）
発電事業：1,542万t-CO₂
　　　　　（約38％削減）

気候関連の目標と進捗状況

※１ 「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン（Ver.2.8）」（環境省　経済産業省）等に基づき算出。
当社グループでは、温室効果ガス排出を直接測定していないため、活動量および排出係数を用いた見積りの方法により測定。

※２ 小売事業：「電気事業者ごとの未調整排出係数、基礎排出係数および調整後排出係数の算出および公表について」（環境省 経済産業省）
に基づき算出。

　　発電事業：「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（環境省　経済産業省）に基づき算出。
※３ KPMGあずさサステナビリティ㈱による第三者保証を取得。
※４ 2019年度を起点として、新規に開発した設備量が対象。
※５ 「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準」（経済産業省）により算出。電力供給業者の中長期目標と

して、Ａ指標1.00以上、Ｂ指標44.3％以上、石炭火力発電効率43％以上が定められている。
※６ 新規設置分、ガス・灯油温水器等からの買替分および電気温水器からの買替分（推計値）の累計値。

※７ 調整後のCO₂排出係数。固定価格買取制度に係る調整およびCO₂排出クレジット（非化石証書、グリーン電力証書、再エネ電力由来
J-クレジット、再エネ電力由来以外のJ-クレジット、JCMクレジット）を反映。

サプライチェーンGHG排出量の削減

2025年度のサプライチェーンGHG排出量（Scope1+2+3）は、3,148万t-CO₂（2013年度比約

36％削減）となり、2030年度および2035年度の目標達成に向けて着実に進捗しています。

CO₂排出量の削減
2025年度の小売事業におけるCO₂排出量は、2,098万t-CO₂（2013年度比約50％削減）となり

目標水準に到達していますが、2030年度に向けて販売電力量の増加を見込んでいることから、

引き続き経済性と環境性を両立した電源調達を推進していきます。また、CO₂排出係数※7は、島根

原子力発電所２号機の稼働増加等により非化石電源比率が上昇したことから、2024年度に比べ

減少し、0.462kg-CO₂/kWhとなりました。

発電事業におけるCO₂排出量は、1,542万t-CO₂（2013年度比約38％削減）となり、2030年度の

目標達成に向けて着実に進捗しています。

内部炭素価格
当社グループは、現時点において内部炭素価格を意思決定に用いていませんが、GX-ETSにおける

排出枠単価を参考にしながら、適用方法等を含め検討を進めています。

2050年カーボンニュートラルへの挑戦　指標・目標 P9

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2050年2035年度
（目標）

2030年度
（目標）

2025年度2024年度2013年度

4,955 

（万t-CO₂）

3,205 3,148

▲36%
▲50% ▲60%

2,480 
1,980 

カーボン
ニュートラル

カーボン
ニュートラル

0

1,000

2,000

3,000

4,000
発電事業
小売事業

2050年2030年度
（目標）

2025年度2024年度2023年度2013年度

4,228 （万t-CO₂）

2,277 1,971 

590

0.717

446

0.511

417

0.472

454

0.462

2,098

▲50%▲50%

▲38% ▲50%2,100 2,504 
1,783 

1,562 1,542 1,250 

小売販売電力量
［億kWh］
CO₂排出係数※7

［kg-CO₂/kWh］
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項目 内容

マテリアリティの適用

自然関連課題がある地域

他のESG関連開示との統合

考慮する対象期間

ステークホルダー
エンゲージメント

開示のスコープ

「自然・社会から事業活動への関わり」と「事業活動から自然・社会への影響」の
双方を評価したダブル･マテリアリティの考え方を採用しました。

当社グループの事業内容をスコーピングのうえ、優先事業を上流から直接操業ま
で分析・評価しました。なお、対象とするグループ企業は連結子会社としています。 
サプライチェーン上流ではENCORE※1を用いて燃料調達段階の依存・インパクト
を評価し、直接操業では発電種別ごとに依存・インパクトおよび関連するリスク・
機会を評価しました。

直接操業を行っている発電所全拠点およびコンクリート製造・石炭灰リサイクル
拠点を対象として、地域の生物多様性の重要性と水ストレスを公開ツール
IBAT※2やAqueduct※3等を使用し調査を行いました。また、当社グループの
代表的な拠点と自然および生物保全の観点から重要な拠点について、周辺の
自然状態の詳細を開示しました。

当社グループは、統合報告書等を発行しており、その中でTCFD提言に基づく
情報開示内容との整合を図りました。

昆明・モントリオール生物多様性枠組等のターゲット設定年を考慮し、
TCFDと同様に短期（2026年度）、中期（2027年～2030年度）、
長期（2031年～2050年度）を設定しました。

統合報告書による情報開示に加え、投資家向けESG説明会や社外有識者と
経営層との対話を実施するとともに、従業員へ環境教育を行っています。
また、環境影響アセスメントや環境保全協定等の遵守により自然環境への影響
低減を図るとともに、地域との対話を通じて事業への理解促進と信頼関係の
構築に取り組んでいます。

一般要件 TNFD

※1 UNEP-WCMC（国連環境計画の世界自然保護モニタリングセンター）等が開発したツール。事業プロセスごとに自然への依存や  
影響の把握が可能。

※2 Integrated Biodiversity Assessment Tool(生物多様性統合評価ツール)の略。
※3 非営利団体WRI（World Resources Institute 世界資源研究所）が提供する水リスクに関する情報が集約されたインターネット上の
データプラットフォーム。

リスクとインパクトの管理

自然関連の依存・インパクト、リスク・機会を評価するプロセス

当社グループは、TNFDで推奨されるLEAPアプローチを採用し、事業活動に伴う自然関連の

依存・インパクト、リスク・機会をシナリオ分析の評価結果に基づき、重要なリスク・機会として、

特定しています。事業の計画・実施段階では環境アセスメントを実施し、生態系への影響の回避・

低減に取り組むとともに、操業後も継続的なモニタリングを実施しています。

TNFD

戦略

LEAPアプローチの活用

LEAPアプローチを活用し、自然との接点、依存、インパクト、リスク、機会等自然関連の評価を

行いました。

TNFD

当社グループの直接操業における自然への依存やインパクトをENCOREを使用
し網羅的に評価。自然への依存やインパクトおよび各企業の資本金の大きさから
評価対象とする事業を優先付け。

Scoping
（スコープ設定）

→ スコーピング結果

LEAPアプローチ

IBATおよびAqueduct等を使用し、対象拠点周辺の自然関連情報を整理し、生
物多様性上重要な拠点を抽出。　

Locate
（発見）

→代表的な発電所と周辺の自然状態

直接操業および燃料調達（サプライチェーン上流）について、ENCOREを用いて
自然への依存･インパクトを把握。直接操業は、詳細な依存･インパクトを把握
するために、発電種別ごとに投入資源･生産プロセス・排出の各工程に依存して
いる生態系サービスおよびインパクト要因を整理。

Evaluate
（診断）

→依存とインパクト

依存･インパクトから関連するリスク･機会を特定。特定したリスク･機会について、
社内でワークショップ形式のシナリオ分析を行い、発生時期と発生した場合の影
響度について評価し、特定したリスク・機会に対する対応策について検討および
整理。

Assess 
（評価）

→シナリオ分析・リスクと機会

可能な範囲でグローバル中核開示指標およびセクター中核開示指標に関する
データを整理。

Prepare
（準備） →指標・目標
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評価・開示対象事業の総合評価結果（バブルチャート）

35

30

25

20

15

10

5

0
22

イ
ン
パ
ク
ト

依存

太陽光発電事業

風力発電事業

火力発電（バイオマス混焼）事業

石炭灰リサイクル事業

電力量計修理業

物流事業（運送等） 原子力発電事業

水力発電事業

火力発電事業
離島における発電事業
火力発電事業（グループ）

コンクリート製品製造業

24 26 28 30 32 34

代表的な発電所と周辺の自然状態

公開ツールIBAT等を用いて、スコーピングで対象とした事業の事業所における自然との接点

について、分析・評価を行いました。確認の結果、当社グループの事業拠点のうち18拠点（原子

力発電所、内燃火力発電所、石炭＋木質バイオマス火力発電所、太陽光発電所、水力発電所）が

保護区もしくは生物多様性の保全上重要な地域の範囲内に位置することを確認しました。当社グ

ループは全拠点において周辺自然環境との調和に配慮した事業運営を行っています。以下に、出

力規模および周辺の自然環境の重要性を踏まえた当社グループの代表的な発電所の自然状態を示

します。

１
事業別に自然への
依存・インパクトを
ENCOREにて評価

2
ENCORE結果と
グループ企業の資本金から
総合的に重要度を評価

スコーピング結果

当社グループの事業を対象とした自然関連リスクを把握するためのスコーピングを実施しました。

スコーピングでは、事業内容の自然への依存やインパクトを網羅的に評価し、評価対象とする事業

の選定を検討しました。優先順位を評価した手順は、次のとおりです。

3 評価・開示対象事業の
選定

●  グループ企業各社の事業内
容をENCOREにて評価

●  評価結果、Very Low～Very 
Highを１～５点に設定し、
各事業の依存・インパクトス
コアを算出

●  当社グループ事業との関連
性が限定的な依存項目（文
化的サービス）は対象外

●  評価結果よりバブルチャート
を作成

①横軸に依存、縦軸にインパ
クトを設定しENCORE評価
結果をプロット

②各プロットの大きさで各社
の資本金を表示

③総合評価を実施

評価・開示対象事業
●  火力発電事業
●  原子力発電事業
●  水力発電事業
●  風力発電事業
●  太陽光発電事業
●  離島における発電事業
●  コンクリート製品製造事業
●  石炭灰リサイクル事業

（注）上記バブルチャートでは、評価結果インパクト５、依存２０以下の業種を除いて表示

対象：　 、 対象外：
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発電種別 サイト名 周辺環境 周辺保護区

原子力

石炭

LNG

重原油/LNG

水力

太陽光

島根
原子力

三隅 日本海側沿岸部

瀬戸内海・周防灘沿岸部

大崎上島

内陸部俣野川沿い
内陸部南原川沿い

瀬戸内海・伊予灘沿岸部

瀬戸内海・備讃瀬戸沿岸部

瀬戸内海・備讃瀬戸沿岸部

日本海側沿岸部 大山隠岐国立公園や片句鳥獣保護区等

三隅海岸自然環境保全地域、三隅海岸鳥獣保護区等

竜王山鳥獣保護区等

瀬戸内海国立公園や津々木島鳥獣保護区等

瀬戸内海国立公園、般若寺緑地環境保全地域等

倉敷市種松山野草移植保護地等の保護区等

瀬戸内海国立公園等の保護区等

大山隠岐国立公園等
南原峡県立自然公園、福王寺鳥獣保護区等

新小野田

大崎（休止中）

柳井

水島

玉島

俣野川
南原

内陸部太田川沿い
内陸部柴木川沿い

深山峡等
西中国山地、三段峡等

滝山川
柴木川第一

内陸部成羽川沿い

瀬戸内海・周防灘沿岸部 周防灘沿岸部等

瀬戸内海・備讃瀬戸沿岸部 瀬戸内海国立公園等

高梁川上流県立自然公園や新成羽川ダム鳥獣保護区等新成羽川

宇部太陽光

福山太陽光

TCFD・TNFD提言に基づく情報開示
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[凡例]
発電種別〇：火力、△：水力、☀：原子力、□：太陽光
保全上重要な地域範囲内への該当　■：該当、■：非該当
STAR※に関する生物重要度
（20㎞範囲を対象とする生物多様性保全上の重要度）
■：High、■：Medium、■：Low、■：None

※STAR：Species Threat Abatement and Restoration（種の脅威
　　　　 の軽減と生息地の復元に関する指標）の略
STARのスコアが高い地域は、多くの絶滅危惧種が存在している、もしく
は特定の種にとって重要な生息地であることを示している。このため、そ
の地域での保全活動は、世界的な生物多様性の保全に大きく貢献する
可能性が高いと考えられる。

（選定地点：原子力発電所、火力発電所、揚水発電所、 太陽光発電所、水
力発電所（一部））

島根原子力
俣野川

新成羽川柴木川第一

南原
滝山川

新小野田
宇部太陽光

柳井
大崎

福山太陽光
玉島

水島

三隅
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淡水供給

バイオマス供給

水流調整

GHG排出量

淡水利用面積

非GHG大気汚染物質

生活妨害

固形廃棄物の発生・排出

発電設備の稼働・冷却用水として利用

木材および木質資源に依存

発電や冷却水等に必要な水の安定的確保

稼働に伴う温室効果ガスの排出

発電所の設置に伴う生息地の改変および生態系への影響

燃焼に伴う排ガスの発生

発電所稼働時における騒音や光害

発電所における燃焼後の灰や放射性廃棄物等の発生

依存・インパクト 関連事業 事業との関連性

依
存

イ
ン
パ
ク
ト

直接操業における依存･インパクト一覧（「VH」「H」の項目） 　　原子力発電　　水力発電　　火力発電

項目 関連事業水資源における具体的な内容

依存・
インパクト

リスク

対応策

●  土地造成等による土地利用改変
●  冷却水使用に伴う温排水の発生
●  気候・降雨パターンおよび水源かん養林への依存
●  生態系・河川環境・地域コミュニティへの影響
●  自然環境への配慮不足によるレピュテーションリスク
●  生態系への影響や規制強化等による運用制限

●  環境や景観に配慮した設計による周辺環境への影響低減
●  適切な維持管理による生態系への影響低減
●  水源かん養林の維持・管理による水資源の安定確保

●  環境アセスメントの実施・法令等に基づく適切な排水処理
●  温排水管理による海域影響の低減
●  発電用水の再利用による水使用量削減

当社グループの事業と水資源との関連性

送配電
火力発電

コンクリート製造
石炭灰リサイクル

太陽光発電
水力発電
原子力発電

事業
降雨

パターンの
調整

GHG
排出量

淡水
利用
面積

土地
利用
面積

非GHG
大気

汚染物質

生活妨害
(例:騒音、
光)

固形
廃棄物の
発生・
排出

有害汚染
物質の
水・土壌
への排出

水および
土壌への
栄養塩類
の排出

水
使用量

侵入種の
導入

淡水
供給

バイオ
マス
供給

大気
ろ過
機能

大気や
生態系に
よる希釈

騒音
減衰

感覚的
影響の
緩和

水流
調節

水質
浄化

固形
廃棄物の
浄化

洪水
調整

土壌・
底質の
保持

暴風雨の
緩和

生物的
防除

地球
規模の
気候調整

局地的な
気候
調節

自社活動
供給サービス 調整・維持サービス 気候変動 陸／淡水／海洋利用の変化 汚染／汚染除去 外来種資源使用・

補充

依存 インパクト

（注）ENCORE結果の「その他の調整および維持サービス－大気や生態系による希釈」は「大気や生態系による希釈」と、「その他の調整および維持サービス-感覚的影響の緩和(騒音以外)」は「感覚的影響の緩和」と、「局地的な(ミクロおよびメソ)気候調節」は「局地的な気候調節」と、「GHG以外
　　の大気汚染物質の排出量」は「非GHG大気汚染物質」として、下表では簡略表記している。

直接操業における依存･インパクト一覧（ヒートマップ） ：非該当：非常に高い　　　　　：高い　　　　　：中程度　　　　　：低い　　　　　：非常に低い

VH H M L VL依存

VH H M L VLインパクト

：非常に高い　　　　　：高い　　　　　：中程度　　　　　：低い　　　　　：非常に低い

依存とインパクト

バリューチェーン上流

事業活動に対する自然への依存やインパクトを把握するため、LEAPアプローチの考え方に沿って、ENCOREを使用し、自然への依存・インパクト評価を実施しました。その結果、燃料調達（バリュー
チェーン上流の採掘等）では、依存する「淡水供給」（供給サービス）、「地球規模の気候調整」（調整・維持サービス）と関連性があり、重要度が高いと評価しました。また、インパクト要因としては、投入資源に
おいて「陸/淡水/海洋利用の変化」、排出において「気候変動」、「汚染/汚染除去」等と関連性があり、重要度が高いと評価しました。

直接操業

ENCOREを用いて自然への依存・インパクトを評価するとともに、投入資源・生産プロセス・排出の各工程を整理し、依存・インパクトを見直しました。さらに、直接操業における依存・インパクトの影響が高
い項目を整理した結果、水資源を重要な自然資本として特定し、当社グループ事業との関係性を分析しました。

H

M

VL

H H VL

VL LVL

VL

VL L L

VL

VL

VL

VL

VL

VL VL

VL VL

VL

VL VL

VL

VL

VLVL VL

VL VL

VL

VL VL

VL

VL VL VL

VL

VL

VL

VL VL

VH VH VH

M M M M M

M M M

M

M

MM

H H

H

H

VL

H

HVL

VLVL VL

VH

H M M

M M

M M

M

M

M

ML

M

L

M

MM M

M

H

VH

H L L L

L L

L

L L

L

L

LL

L L

L

L

L

L

L

L

L L

L

VH

VH

VH
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シナリオ#1 シナリオ#3

世
界
観

各
項
目
の
世
界
観

気
候
・
自
然※

マ
ク
ロ
経
済

消
費
者

規
制

技
術

資
金

「自然の劣化は緩やか／
市場と非市場の一貫性がある」
● CO₂排出規制が厳しく設定され、排出量に
よって事業者間の比較がされる

● 環境規制と事業者の取り組み、経済と環境
のバランスが取れ、理想的な電源構成が実
現されている

●  カーボンニュートラルや循環型社会の形成、
自然との共生が進む世界

●  気候変動の進行は抑えられ、異常気象の発生
も抑制されている

●  自然環境の劣化は緩やか

●  中国地域は人口減少
●  DXやGXの進展に伴い電力需要増加
●  CO₂排出量削減の要求の高まり

●  自然に対する企業や国民の理解の浸透
●  消費者の環境に対する倫理観の高まり

●  環境規制、資源調達に関する規制強化

●  環境負荷の低減、低炭素技術の発展
●  CO₂削減、貯蔵、利用等の技術も普及
●  クリーンエネルギー（水素、アンモニア燃料）の普及
●  AIの発展、普及

●  カーボンニュートラルやネイチャーポジティブ
実現のための支援制度の拡充

●  市場や非市場の一貫性がなく、資金調達ルート
が多岐にわたる

●  消費者の倫理観の非一貫性（自然に対する倫
理観の高い消費者も存在し、そうでない消費
者も存在）

●  環境規制、資源調達に関する規制の現状維持
あるいは緩和

●  環境負荷の低減や低炭素に関する技術的な
革新は鈍化

●  気候変動が進行し、異常気象による海水温の
上昇や水不足が発生

●  自然環境の劣化が著しい
●  燃料原産地における強風や土砂崩れの発生
●  自然災害の激甚化

●  中国地域は人口減少
●  DXやGXの進展に伴い電力需要増加
●  自国ファースト等世界では国ごとに対応が
異なり、自社での判断や取り組みの重要性が
高まる

「自然の劣化は早い／
市場と非市場の一貫性がない」
●  世界で統一された目標がなく環境に対する
取り組みの度合いにばらつきがあり、異常
気象による自然災害の増加と資源の奪い
合いが勃発しネイチャーポジティブが実現
できていない世界

※気候変動と自然資本は相互に関連していることから、気候変動に関する評価はTCFDシナリオ分析を活用し、
　TNFDにおける自然関連シナリオと整合的に検討しました。

シナリオ分析表シナリオ分析

TNFDのガイダンスでは複雑な不確実性の中で、戦略の策定とそのレジリエンスをテストする

ためのシナリオ分析の有用性と重要性が記載されています。当社では、TNFDによるシナリオ分

析ガイダンスに従いながら、2つのドライビングフォースを設定し、４象限のうち２つのシナリ

オを描写して、関連する複数の事業部が参画するワークショップ形式にて組織のリスクと機会を

評価しました。

特定した2軸のドライビングフォースと検討した２つのシナリオ

物理リスクと移行リスクに関連する2軸のドライビングフォースを設定しました。特定した4

つのシナリオのうち、当社の気候変動に関して検討しているシナリオも考慮して、TCFDでのシ

ナリオ（1.5℃と4℃シナリオ）に関連付けられると考えられた2つのシナリオを検討対象としまし

た（シナリオ#1、 #3）。

緩やか
限定的なコスト
段階的な影響

高い
共有された方向性

低い
相反する方向性

急速
破壊的なコスト
閾値となる影響

生態系サービスの劣化度合い
（物理リスク）

市
場
／
非
市
場
原
理
の
一
貫
性

(

移
行
リ
ス
ク
）

2050年
シナリオ#1
一歩先行する

※TCFDの1.5℃シナリオ相当

2050年
シナリオ#2
スピード勝負

※今回の分析では対象外

2050年
シナリオ#4

リストの優先順位が低い
※今回の分析では対象外

2050年
シナリオ#3

噛み合わない現状
※TCFDの4℃シナリオ相当
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燃料原産地における強風や土砂崩れの発生に伴う採掘の中断や設備の
損壊により供給が不安定になり、出力抑制が発生（原子力：　　火力：　  ）　　　

発電設備の冷却効率低下により、発電効率が低下（原子力：　　 火力：　  ）

水資源の不足に伴う出水率低下により、発電量が低下（　  ）

用水確保が困難になることにより、出力抑制が発生（原子力：　　 火力：　  ）

取水・放水制限に伴う出水率低下により、発電量が低下（　  ）小

分類 主な依存・
インパクト

事象 関連事業 主な対応策財務的影響の大きさ※1
(　　：30億円未満　　：30億円～100億円　　：100億円超)大中小

当社グループのリスク・機会

時間軸 影響度
※2

影響度
※2

時間軸

シナリオ＃３

物
理
リ
ス
ク

移
行
リ
ス
ク

小

小
急性

慢性

政策・
法規制

気候変動 異常気象の増加

異常気象の増加洪水や暴風雨
の緩和

リ
ス
ク

送配電設備が損壊（　  ）中

海水温度の上昇

降水パターンの変化

平均気温の上昇

水ストレスの増加により、
水利用に関する規制強化

生態系の劣化により、
生態系保護の規制強化

水生生物の生態系の変化により、
生態系保護の規制強化

生物多様性に対する対応が不十分と
判断されることによる信用低下

淡水供給

淡水供給

気候の調整

陸/淡水/海洋
利用の変化

陸/淡水/海洋
利用の変化

陸/淡水/海洋
利用の変化

気候の調整
淡水供給

レピュテーション低下に伴う市場シェアの低下により、販売電力の減（　  ）

燃料原産地において、採掘に制限がかかり供給が不安定になり、
出力抑制が発生（原子力：　　 火力：　  ）

大

小

小

小

小

小

小

大

大

シナリオ＃１

市場・
評判

発電効率の低下（　  ）

長期

短期

長期

長期

長期

長期

長期

長期

中期

中期

中期

中期

中期

中期

中期

小

中

小

小

小

中

中

小

中

小

大

中

中

小

中

長期

長期

長期

長期

長期

長期

長期

長期

中期

中期

中期

長期

中期

中期

長期

大

大

中

小

小

小

中

小

中

小

大

小

小

小

小

機
会

生物多様性への社会的関心の高まり

水・化石燃料等、資源利用の削減

カーボンニュートラル電力需要の
高まり

グリーンファイナンス・
ESG投資の拡大

生態系保全・自然再生に
対する需要の拡大

リユースおよびリサイクルを通じた
自然資源の持続可能な利用の促進

資源効率

市場

製品とサービス

資本フローと資金調達

生物多様性の保護、
復元、再生

自然資源の
持続可能な利用

島根原子力発電所３号機人工リーフにおけるＪブルークレジット創出・活用を
通じた新たな市場機会の獲得

化石燃料の使用量を削減、電源の脱炭素化

営農型太陽光発電所を活用したオフサイトPPAの展開

ESG等の非財務情報の開示による新たな資金調達

水域および海洋生態系に対するポジティブインパクトの創出

リユースおよびリサイクルを通じた自然資源の持続可能な利用の促進共通

共通

共通

【電力の安定供給・レジリエンス】
●  燃料調達先の多様化
●  脱炭素燃料（アンモニア・水素）の導入検討
●  個別電源のリスクを踏まえた電源ポートフォ
   リオ全体での供給安定性の確保
●  季節および需要に応じた電源運用の
   最適化
●  設備の防災機能およびレジリエンスの強化
【水資源の確保・効率利用】
●  水の安定確保を目的とした上流域における
   水源かん養林の保有および維持管理
   （自然共生サイト登録を含む）
●  AIによる水量予測と発電計画の最適化
●  法令および自治体との協定に基づく取水管理
   を通じた安定的な用水の確保
●  発電用水の再利用による水使用量の削減
【水環境への影響低減】
●  関係自治体と環境保全協定等に基づく取放
   水温度差管理
【生物多様性への配慮】
●  生物多様性への影響低減に係る設備設計、
   維持管理およびモニタリングの実施
●  夜間照明の利用制限

【自然資本・生物多様性の価値創出】
●  人工リーフによる藻場創出および社有林の
   維持管理を通じた生物多様性保全の実施
●  石炭灰リサイクル材「Hiビーズ®」による海域・   
   河川環境の改善、生物生息環境の再生等を通
   じた生態系の回復および生物多様性の向上
●  CO₂吸収量のクレジット化推進等を通じた
   自然関連価値の顕在化と新たな収益の獲得
【脱炭素・電源転換】
●  TCFD記載事項を参照ください
【資源循環・サーキュラーエコノミー】
●  木質ペレットの再造粒
●  石炭灰リサイクル材の製造
●  太陽光パネルおよび配電機材のリユース
【ESG・ファイナンス】
●  ESG等の非財務情報の開示を通じた投資家      
   評価の向上
●  サステナビリティ・ファイナンスの活用

リスクと機会
 「戦略（依存とインパクト）」で重要度が高いと評価した項目について、特定したリスク・機会を踏まえたワークショップ形式のシナリオ分析を実施しました。評価した結果、シナリオ#3の物理リスク（急性）

およびシナリオ#1、#３の資源効率の影響が大きいことを確認しました。今後は、リスク・機会の定量化や財務影響の精緻化を進めます。

※1 現時点での評価。この評価は確定的なものではなく、今後の国の政策等の外部環境変化により変動する。　※2 社内ワークショップ内での評価結果であり、今後、評価を進めていく。

自然関連のリスク・機会 　　原子力発電　　水力発電　　火力発電　　太陽光発電　　送配電
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取り組み
当社グループは、気候変動関連や自然関連のフレームワーク手法（シナリオ設定、リスクと機会の洗い出し）を活用し、環境関連の取り組みの充実化を図ります。

TNFDTCFD

指標・目標
指標については、依存・インパクト評価において重要度が高いと評価した項目に加え、TNFD提言のグローバル中核開示指標およびセクター中核開示指標に基づき、2025年度実績を開示します。目標につ

いては、「中国電力グループ環境経営方針」の確実な実施に向けて適切な管理を行うとともに、事業活動に伴う環境負荷の低減に努めます。

TNFD

項目 指標番号 指標 測定指標（2025年度実績） 開示範囲

気候変動

自然変化の圧力：
汚染/汚染除去

ー

C２.１

サプライチェーン
GHG排出量（Scope１+2+3）

排水

自然変化の圧力：
汚染/汚染除去

自然変化の圧力：
汚染/汚染除去

C２.2

C２.3

自然変化の圧力：
汚染/汚染除去

自然変化の圧力：
資源利用／補給

C２.4

C３.１

廃棄物の発生と処理

プラスチック汚染

非GHG大気汚染物質

陸・海・淡水から
調達する高リスク
天然商品の量 

火力・原子力
発電所

火力・原子力
発電所

火力・原子力
発電所

グループ

グループ

TCFD開示内容を参照

●  278万ｍ3

●  発生量：86.2万t
●  リサイクル量：83.0万t

●  発生量：0.4万t
●  リサイクル量：0.3万t

●  SＯx発生量：0.3万t
●  NＯx発生量：0.4万t

●  石炭：519.6万t 
●  重油：8.7万kℓ
●  LNG：109.6万t  
●  木質バイオマス：52.2万t 

グローバル中核開示指標

項目 指標番号 指標 測定指標（2025年度実績） 開示範囲

汚染/汚染除去 EP.C2.0 石炭燃焼残渣

汚染/汚染除去

汚染/汚染除去

EP.C2.1

EP.C2.2

石炭燃焼残渣

放射性廃棄物の貯蔵

火力発電所

火力発電所

原子力発電所

火力発電における石炭燃焼
残渣(CCR)の発生量および
再利用された割合： 77.0万t・
97.2％

石炭燃焼残渣（CCR）貯留施
設（危険性分類および構造健
全性評価別内訳）
：対象なし

39,388本
放射性固体廃棄物保管量
(200ℓドラム缶相当)

セクター中核開示指標（電力セクター）

目標

目標および目標に対する具体的な取り組みについては、関連するページをご参照ください。
2050年カーボンニュートラルへの挑戦

循環型社会の形成 
自然との共生 
環境経営の基盤

▶P9
▶P17
▶P19
▶P21
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方針・考え方

信頼を基盤に地域と共創する価値創造ストーリー

当社グループは、企業情報の積極的かつ公正な発信と、幅広いステークホルダーの皆さまとの

建設的な対話を通じて、社会の要請やお客さまニーズを的確にとらえ、事業活動に反映していま

す。こうした取り組みを通じて積み上げてきた「地域・社会からの信頼」を最重要の経営基盤と位置

づけ一層強固なものとし、中国地域に根差した企業として事業基盤の強化につなげていきます。

また、人口減少や地域経済の変化により地域課題が複雑化する中、自治体や地域企業等との

連携による「協働・共創の推進」に取り組み、課題解決と地域の活性化に主体的に貢献していきま

す。エネルギー供給をはじめとするグループの総合力を活かし、地域の暮らしや産業を支えると

ともに、価値創出を通じて資本効率の向上を図ります。「信頼。創造。成長。」の経営理念のもと、

信頼の蓄積により将来への期待を高め企業評価の向上につなげるとともに、共創による収益機会

の拡大を通じて資本効率と収益性の向上を図ります。両者の好循環により企業価値の持続的向上

を実現し、その成果をステークホルダーへ還元していきます。

今後も地域とともにあゆみ、持続的な発展に貢献することで企業価値の向上を目指していきます。

体制・ガバナンス
サステナビリティ課題への対応については、グループ経営ビジョンおよびエネルギアグループ企

業行動憲章に掲げる事項の実現に向け、中国電力グループ中期経営計画において具体的な施策を

策定し、その進捗を管理しています。これらの取り組みは、経営会議に定期的に付議し、PDCAサ

イクルを通じて継続的に取り組みの強化・改善を図っています。

地域・社会に係る取り組みについてもこの体制のもと、主管組織である地域共創部門を中心に取

り組みを推進しています。さらには、組織横断・グループ横断で重要課題の検討を行う会議体を設

置しており、グループ一体となった取り組みの更なる推進に向け、適時・適切な連携のもと対応し

ています。

指標・目標

地域・社会からの信頼獲得および地域課題解決に向けた目標設定

グループ経営ビジョンで示す地域・社会に係る経営目標に対し、具体的取り組みに係る定量目標を

以下のとおり設定し、各種施策を着実に実施しています。今後も信頼獲得に向け、グループ一体と

なった取り組みを一層推進していきます。

指標 範囲 単位
実績

2025年度 2026年度 2030年度
目標

グループ

中国電力

中国電力・中国電力ネットワーク

中国電力

％

％

人

件

ー

62.3

8,095

ー

100

64.8

7,200 ※2･3

40

100

75以上

※3

累計200以上

各連結子会社の中計目標達成率

中国電力の信頼度※1

社会貢献活動のべ参加社員数

地域との協働・共創件数
※1  中国地域の在住者を対象にしたWEB調査における企業イメージ「信頼できる」の肯定回答Top2Boxの割合
※2  各社の目標の合計値を記載（中国電力：3,500人　中国電力ネットワーク：3,700人）
※3  平均1件以上/人・年を水準として、各社が毎年設定

中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026

地域共創

パフォーマンスデータガバナンスイントロダクション 環 境目 次 社 会

地域共創  ｜  安定供給  ｜  サプライチェーンマネジメント  ｜  人的資本  ｜  企業文化変革  ｜  DE&I  ｜  人権  ｜  労働安全衛生  ｜  DX  ｜  研究開発･知的財産  ｜  新規事業創出 34
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取り組み
地域・社会との双方向コミュニケーションや自然災害・有事への対応力強化を通じて「地域・社会からの信頼獲得」に取り組むとともに、産学官連携やGX・DX等の地域課題解決に向けたサービスの展開に

より「地域との協働・共創」を推進します。これらの取り組みを通じて中国地域の活性化・発展に貢献することを目指します。

中国電力グループが取り組む地域共創（全体像）

地域・社会からの信頼獲得
地域・社会との双方向コミュニケーション

自然災害・有事への対応力強化

産学官の連携

地域との協働・共創推進

中国地域の活性化・発展への貢献

● カキ養殖採苗
支援ツール
「カキNavi」

P67

「お客さまの声」の業務運営への反映 地方創生に向けた自治体等との連携

企業立地支援

地域活性化に資する
調査研究・情報発信

地域·社会の課題解決に
資する研究・開発

社外関係機関や自治体等との連携強化

● お客さまの声を活かす仕組みの構築

● 施設見学会や訪問活動の実施

● 災害発生時の円滑
な相互協力に向けた
「顔の見える」関係構築 
（海上自衛隊や西日本
高速道路㈱との連携
による訓練）

● 地域に根差した社員参加型の社会貢献活動

● 適時適切な報道発表
● テレビCM等各種媒体を活用した情報発信

● 自治体との
連携協定締結

● 関係者との連携による取り組み

● 経済団体等との
連携による
調査研究

事業活動の情報公開・情報発信

原子力関連情報の公開・
理解促進に向けた対話活動

社会貢献活動

P47

地域課題解決につながるサービスの展開

地域のGX等への貢献 地域のDXへの貢献

● 脱炭素先行地域への支援 ● 脱炭素経営セミナーの開催

● DXソリューション
● eスポーツイベント

地域交流広場の展開

● 「ヤマヤマミタ」の展開

お客さまのライフスタイル
に合わせた料金メニュー・
サービス

P18
P20

P15～16

● 再生可能エネルギー等と非化石証書を活用した電気料金メニュー
● 太陽光発電PPAサービス
● エネルギーの効率的利用と電化の推進
● 省エネ・CO2削減に資する提案
● エネルギーマネジメント技術およびサービスの開発
● 次世代型太陽電池の社会実装に向けた実証
● 石炭灰造粒物等を活用した干潟の創出
● 森林由来J-クレジット、Jブルークレジットの活用
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「お客さまの声」の業務運営への反映

当社は、日常業務でのお客さまとの対話やホームページ等を通じてお客さまからいただいた

声を、社内で共有するため独自で開発した「お客さまの声システム」に登録し業務主管箇所へ迅速

に伝えるとともに、全体の傾向や概要を月次レポートとして取りまとめて経営層を含む全社員へ

共有することで、業務改善やお客さまサービスの向上に役立てています。加えて、社員がお客

さまの関心事や当社に対するご期待への感度を高められるよう、システムに登録されたお客さま

の声の中から業務改善のヒントになる声や多く寄せられている声を社内イントラネットのトップ

ページに掲載する等、社員がより多くのお客さまの声に触れる機会を設けています。

2025年度はエネルギー政策や電力販売、広報イベントに関するもの等様々なご意見を約700

件いただき、寄せられたお客さまの声をもとに38件の業務改善を実施しました。当社はこれから

もお客さまに信頼され、選ばれる企業を目指し、お客さまサービスの向上に努めていきます。

アドバイザー制度

当社と中国電力ネットワーク㈱は、各社において企業や自治体および各種団体の代表者等の地

域のオピニオンリーダーの皆さまにアドバイザーを委嘱しています。訪問による対話活動やアド

バイザー会議、 施設見学会等を通じ、事業活動について情報提供するとともに、当社グループに

対するご意見をいただいています。アドバイザーの皆さまからいただいたご意見は全役員および

各組織に共有し、業務運営への反映に努めています。

「ぐっとずっと。タイムサービス」
への申込方法をもっと分かりやすく
してほしい。インターネットに不慣
れな人でも少ない操作で申込みで
きるようにしてほしい。

○原子力発電に関するご意見
　・島根2号機が再稼働したが、特に悪い情報については絶対に隠すことなく、ここまで公表するのか
といわれるほどの広報が重要。そうした姿勢がマスコミを含めた信頼獲得につながる。

○上関地点における中間貯蔵施設に関するご意見
　・中間貯蔵施設は、「搬入される使用済燃料に次の行き場がある」ということがセットで成り立つもの
である。住民の不安解消に向けて丁寧な説明をお願いする。

○再生可能エネルギー導入に関するご意見
　・カーボンニュートラルの重要性は今後ますます高まっていくものと考えている。データセンター等
が急速に拡大しており、原子力発電所の再稼働が進む中でも、再生可能エネルギーの導入をさらに
推進する必要がある。

● 構　　成：各県10名程度
● 主な活動：訪問による対話活動
　　　　　 アドバイザー会議での意見交換（年1回以上）
　　　　　原子力発電所等の施設見学
　　　　　（任期中（2年）に1回以上）

「ぐっとずっと。タイムサービス」
を案内するメールに、申込方法を分
かりやすく図示した画面を追加しま
した。また、「ぐっとずっと。クラブ」
への遷移ボタンも追加しました。

「お客さまの声」の件数と内訳（2025年度）

「お客さまの声」からの業務改善事例

アドバイザーの皆さまからいただいた主なご意見

〔中国電力アドバイザー制度の概要〕
「お客さまの声」の活用の仕組み

聞き取ったご意見等を
システムに登録

月次レポートの発行

「お客さま」目線に立った業務運営

＊お客さまニーズの把握・業務運営のヒントに　
＊お客さまのご意見をもとに業務改善へ

社内関係箇所へ共有

経営層を含む全社員へ共有

日常業務での対話

お客さまの声システム

ホームページへのご意見

アンケート 対話活動

41％

36％

9％

3％
2％ 9％

電気契約関連 広報・イベント エネルギー全般
当社を装った不審な連絡に関するお問い合わせ
電力売買契約関連 その他

722件

中国電力 〔お客さまの声〕 改善内容

委嘱

中国電力
中国電力
ネットワーク

業
務
運
営

情報提供

ご意見

経済
団体

自治体

企業 労働
団体

消費者
団体オピニオン

リーダー

アドバイザー制度

訪問による対話活動
アドバイザー会議
施設見学会 等

etc アドバイザー会議

施設見学会（柳井発電所）
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事業活動の情報公開・情報発信

「情報公開ガイドライン」に基づく情報公開

当社では、事業活動に関する情報を積極的に公開することにより、企業としての透明性を高め、

お客さま、株主・投資家の皆さま、地域社会からの理解と信頼を得るため、「情報公開ガイドライン」

を策定しています。本ガイドラインに基づき、当社の事業活動に関する情報をホームページ、パン

フレット、報道発表等様々な手段で発信しています。また、ホームページには各種お問い合わせ

フォームを設置しており、今後も双方向コミュニケーションを図りつつ、地域・社会から信頼される

「開かれた企業」を目指していきます。

ホームページによる情報発信

ホームページでは、当社の事業活動

に関する情報を幅広く発信しています。

当社の取り組みやエネルギーについて興

味・関心を持っていただけるよう、サステ

ナビリティやカーボンニュートラル等様々

なテーマのコンテンツも公開しています。

また、適時ホームページのリニューアルを実施するとともにWEBアクセシビリティへの配慮にも

努めています。今後も、より分かりやすい情報発信に努めていきます。

「SNS(Facebook・X・Instagram等)」による情報発信

SNSでは、当社グループの取り組みや地域の情報等を日々お知らせし

ています。また、災害発生時には、停電情報や復旧作業の様子をタイム

リーに発信しています。

また、2026年4月からはSNSでグループ企業の会社概要や仕事内容

を紹介し、グループ事業活動の認知向上に取り組んでいます(各公式SNS

アカウントによる2025年度発信回数 802件)。

テレビCMやWEB動画による情報発信

テレビCMでは、ブランドメッセージ「一日も。百年も。」の訴求
をはじめ、次世代層へのエネルギー環境教育支援の取り組みや地
域の環境保全・スポーツ振興の取り組み等を広く発信しています。
そのほか、エネルギーや原子力について分かりやすく説明する動
画や発電所等の設備紹介動画をYouTubeで公開する等、幅広い媒
体を活用し情報発信を行っています。

報道機関に向けた発信

当社の事業活動や取り組みを幅広くお伝えするため、報道機関を
対象に社長記者会見、見学会、説明会等を定期的に開催しています。
2025年度は、決算発表や「中国電力グループ経営ビジョン2040」
公表に係る社長記者会見に加え、電力市場に関する説明会等を実施
しました。また、上関地点での中間貯蔵施設建設の検討に関連して日
本原子力発電㈱東海第二発電所の乾式貯蔵施設見学会や、2030 年度
までの稼働を目指す島根原子力発電所３号機の安全対策設備見学会
等を開催しました。

グループ企業と連携した報道機関への情報発信

当社は、実証実験ハウス「HIROSHIMA ZERO BOX」において、
グループ企業の中電工業㈱等と連携して次世代型太陽電池に係る実
証実験を開始するにあたり、連名でプレスリリースを行いました。
さらに、現地で報道機関向けの説明会を開催し、取り組み内容を
両社が共同でPRすることで、効果的な情報発信に努めました。

中電工業㈱が展開する地域交流広場「ヤマヤマミタ」に、YKK AP㈱が開発した「HIROSHIMA 
ZERO BOX」を設置。次世代型太陽電池「ペロブスカイト」を内窓に組み込んだ建材一体型太陽光発電
の他、様々な太陽電池を取り付けており、発電した電気はハウス内の照明や空調に活用する。環境負荷
の低減と都市空間の有効活用に向けた発電性能や実用性を検証するとともに、地域の皆さまや学校・企
業等の交流拠点としても活用することで、地域の活性化を目指す、未来のエネルギーと地域交流を融合
させた実証実験。

実証実験ハウス「HIROSHIMA ZERO BOX」における取り組み

https://www.energia.co.jp/index.html

テレビCM「時代をつくろうと思う篇」

2025年度決算発表に係る社長記者会見

HIROSHIMA ZERO BOX

中国電力　CMギャラリー 検索

https://www.energia.co.jp/pr/ad5.html

SNSでのグループ企業紹介
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地域の皆さまを対象とした説明会

自治会や各種団体を対象とした説明会を随時実施して

おり、2025年度は34回実施しました。

大規模な説明会を開催する際はホームページ等でお伝

えする等、多くの方に参加していただけるよう取り組ん

でいます。

ふれあい訪問

島根原子力発電所が立地する松江市鹿島町において、

町内全戸（約1,990戸）を対象として訪問活動を実施して

います。2025年度は、島根原子力発電所２号機の運転状

況や発電所の取り組み等についてご説明しました。

原子力関連情報の公開・理解促進に向けた対話活動

原子力発電所の運営にあたっては、安全確保はもちろんのこと、地域の皆さまのご理解と信頼

が何よりも大切です。島根原子力発電所では、安全協定に基づく自治体への情報提供、報道発

表やホームページ等による積極的な情報公開に努めています。また、地域の皆さまのご意見に

積極的に耳を傾け、対話活動を積み重ねるとともに、発電所見学や各種説明会等を開催する等、

一人でも多くの方にご理解いただけるよう様々な取り組みを実施しています。

島根原子力発電所関連情報の公開・発信

ホームページでは、報道発表に加え、原子力発電所の仕組みや安全性向上に向けた取り組み

状況、原子力規制委員会による審査状況等の情報発信を行っています。また、発電所の仕組みや

安全対策等を疑似的に見学いただける「島根原子力発電所バーチャルツアー」や、発電所で働く

社員にスポットをあて、安全、地域、技術等に真摯に向き合う姿を紹介する特設サイト「向き合

う。」も展開しています。

島根原子力発電所バーチャルツアー
島根原子力発電所　バーチャルツアー 検索

https://www.energia.co.jp/energy/pr/virtual/index.html#sid=home/prin=0

中国電力　地域の皆さまへの説明会 検索

https://www.energia.co.jp/atom/setsumeikai/index.html

地区説明会の様子

島根原子力館で安全性向上に向けた
取り組みを説明している様子

鹿島町における全戸訪問の様子

島根原子力発電所見学会

地域の皆さまを対象にした発電所見学会を実施し、原子

力発電の仕組みや安全対策の取り組みについてご説明し

ています。2025年度は557団体、7,674名の方にご見学

いただきました。

見学に参加いただいた皆さまから寄せられた感想
○見学するまで原子力発電所についての認識があまりな
かったが、見学して厳重な安全対策について知ったこと
で心配がなくなった。

○「事故は起こり得る」という前提で、想像以上に安全へ
の取り組みがなされていることに驚いた。
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広報紙の発行

島根原子力発電所の取り組みや地域のトピックス

等を紹介する広報紙「あなたとともに」を発行（新聞

折込）しており、発電所周辺地域（松江市、出雲市、

安来市、雲南市、米子市、境港市）にお住まいの皆

さまにお届けしています。2025年度も4回発行し、

1997年の創刊から2026年3月で第107号となりま

した。

上関地点では、エネルギーに関する情報や地域の

トピックスを紹介する「かけはし」を毎月発行してお

り、1986年の創刊から2026年3月で483号となりま

した。

社会貢献活動

当社グループでは、地域のご期待に応え、良好な関係を維持・構築していくため、地域に根差

した社員参加型の社会貢献活動に積極的に取り組んでいます。

地域社会とともにあゆむ姿勢を当社グループの大切な価値観の一つとして受け継ぎ、継続的な取

り組みにつなげるため、2025年度からは「社会貢献活動のべ参加人数」を経営指標に設定していま

す。2025年度は当社と中国電力ネットワーク㈱を合計して、のべ8,095人の社員が参加しました

（2025年度目標※：7,600人）。なお、地域のお祭りやイベント等、社員個人がボランティアとして参

加した社会貢献活動も含めると、2025年度は2社合計でのべ10,054人の社員が参加しました。

今後も、社会貢献活動を通じて地域とのつながりを大切にしながら、地域社会の発展に貢献して

いきます。
※ 目標は、平均1件以上/人・年を水準として、各社が毎年設定

地域社会の一員として

地域社会の一員として、清掃活動や地域イベントに積極的に参加し、地域の方々との交流を図

りながら、皆さまとのふれあいを深めています。

また、PR施設「島根原子力館」では、夏休みやクリスマス等季節ごとの楽しい催しや館内での

工作教室等を開催しています。引き続き、地域の皆さまとともにあゆむ発電所を目指していきます。

上関地点における対話活動

原子力発電所の建設計画がある山口県上関地点においても、地域の皆さまのご理解と信頼を得

られるよう、対話活動を中心とした取り組みを行っています。上関町の皆さま向けに発行してい

る広報紙「かけはし」では、エネルギーに関する情報や地域のトピックス等を紹介しており、毎月、

所員の個別訪問によりお届けし、地域の皆さまとの対話の機会としています。また、上関地点に

おいて原子力発電所から出る使用済燃料の中間貯蔵施設の設置を検討していることから、中間貯

蔵施設の概要や立地可能性を確認するための調査の概要等についてもご説明しました。

上関原子力発電所は、当社にとって、安全性を大前提として、安定供給、経済性、環境への適合

（S+3E）の観点から、バランスのとれた電源構成を実現するために重要な電源であり、地域の皆さま

を対象としたイベントの開催や、清掃活動、地域イベントへの参加等による地域の皆さまとの交流

を図りながら、当社の取り組みについてご理解いただけるよう努めていきます。

広報紙「あなたとともに」に寄せられた地域の皆さまからの感想
○安全対策が分かりやすく説明してあり、知らなかったことがたくさん理解できた。

○万が一の備えがきちんとされていること、また訓練の内容が説明されていて安心できる。発電所から
20㎞圏内に住んでいるので、何かあったときの対応等を確認する良いきっかけにもなった。

福祉施設清掃の様子 発電所付近道路(一矢道路)の清掃の様子地域イベント参加の様子(松江天神さん祭り)

上関地点における訪問活動の様子 地域イベントの様子(水仙の球根植え)主催イベントの様子(カルチャー教室)

あなたとともに かけはし
https://www.energia.co.jp/
atom/kouhoushi.html

https://www.energia.co.jp/
atom/kami_jyunbi3.html
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シンボルスポーツ部によるスポーツ振興活動

当社では、陸上競技部、女子卓球部、ラグビー部を「シンボルスポーツ」と定めています。各部

では、子どもたち等を対象としたスポーツ教室を開催し、地域スポーツのレベルアップを図る等、

地域のスポーツ振興活動に取り組んでいます。

□小・中学生を対象とした陸上教室（陸上競技部）

子どもたちに体を動かすことの楽しさや喜びを実感してもらい、陸

上競技の基本を身につけてもらうことを目的に、エネルギアランナー

ズスクールや陸上教室を実施しています(2025年度は20回開催)。

□学生・一般を対象とした卓球教室（女子卓球部）

女子卓球部では地域の小学生や一般の方を対象に、卓球教室を開催

しています。当社PR施設での卓球教室も実施し、当社を身近に感じ

ていただくことができました(2025年度は7回実施)。

□幼稚園・小学生を対象としたラグビー教室（ラグビー部）

地域の幼稚園・小学校を訪問し、ラグビーの楽しさを知ってもらうこ

とを目的に、ラグビー教室を開催しています(2025年度は22回開催)。

文化・スポーツ振興への支援

当社グループでは、1994年にエネルギア文化・スポーツ財団を設立し、助成活動を通じて地域の

文化・スポーツ振興を支援しています。

また、同財団では、中国地域において、美術・音楽・伝統文化・スポーツの分野で優れた功績を

挙げられ、目覚ましい活躍をされている方や団体への表彰を行っています。

次世代層に向けた教育支援活動

資源に乏しい日本にとって、エネルギーの安定供給と地球環境問題への対応の両立は将来に

わたって取り組むべき課題です。地域の未来を担う子どもたちにエネルギー問題や電気事業に対す

る興味・関心を持ってもらえるよう、学校への出前授業、施設見学等次世代層を対象とした活動を

「わくわくEスクール」と名付け、各所で開催しています。

また、子どもたちのキャリア形成を目的とした職業講話・職業体験の受け入れも行っています。

エネルギー業界の役割や働くことの意義について伝えるだけでなく、次世代を担う子どもたちが

自らのキャリアを主体的に描けるよう学びの機会を提供しています。 

グループ合同での社会貢献活動

2025年には、中国電力、中国電力ネットワーク㈱、㈱アドプレッ

クス、㈱エネルギアL&Bパートナーズ、㈱電力サポート中国が

「山口祇園祭 市民総踊り」 に参加し、総勢114人が地域の皆さまとと

もに商店街を踊り歩きました。

また、2026年4月には広島市主催の「2026ひろしまフラワー

フェスティバル開催前の一斉清掃」に、中国電力、中国電力ネット

ワーク㈱、㈱エネコム、㈱エネルギア・ビジネスサービス、㈱エネ

ルギア・ソリューション・アンド・サービス、㈱電力サポート中国、㈱

エネルギア・スマイルで総勢90人が参加し、平和大通りを清掃しま

した。

山口祇園祭 市民総踊り

2026ひろしまフラワーフェスティバル
開催前の一斉清掃

わくわくＥスクール

2025年度実績※1：355件（9,292名※2）
分野 件数（人数）

92件（3,753名）

110件（2,687名）

23件（1,325名）

99件（430名）

31件（1,097名）
 ※1  中国電力および中国電力ネットワーク㈱の合計
 ※2  受講者数（小学生～大学生）

エネルギア文化・スポーツ財団による助成実績

● 2025年度実績
助成件数：226件　助成金額：2,868万円

● 1995～2025年度までの累計
助成件数：4,846件　助成金額：9.2億円

分野 件数 助成金額
(万円)2025年度助成の内訳

406

1,330

390

677

65

31件

97件

27件

65件

6件

美術

音楽

伝統文化

スポーツ

総合

出前授業

施設見学

職業講話

職業体験

その他
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刊行物の発行を通じた情報発信

地域の魅力等にスポットをあてた地域情報誌や地域の経済社会情勢を調査・分析したレポート

を発行する等、地域活性化に資する情報を発信しています。

地域の魅力ある人物や資源等に
スポットをあてて中国地域を紹
介する情報誌を発行し、地域の
皆さまをはじめ、多くの方にお
届けしています。
2026年３月発行号では、特集

として、農山漁村発イノベーショ
ンを中心に紹介しています。

中国地域の抱える様々な課題
をテーマに取り上げ、調査・分析
したレポートを、中国地域創造
研究センターと共同で刊行して
います。
2025年８月刊行号では、ナッジ

と地域政策を調査するとともに、
その成果について、自治体等へ
の説明会を開催しています。

中国地域の経済情勢や地域
振興の動向、各種行政施策等の
データを一覧できる冊子を、中国
地域創造研究センターと共同で
毎年刊行しています。
中国地域に初めて接する方

にもその全体像が理解できるよう
な構成としています。

地方創生に向けた自治体等との連携

2025年９月、大崎上島町と地域の活性化や課題解

決を目的とした地方創生に係る包括連携協定を締結

しました。協定締結を機に、大崎上島町との連携を

深め、地域の発展に貢献していきます。

連携事項

1． 災害時の地域支援活動に関すること
2． スポーツ振興に関すること

3． 町内教育機関との連携に関すること
4． その他、自然との共生、地方創生に関すること

地域活性化に資する調査研究・情報発信

経済団体等との連携による調査研究

中国経済連合会、中国地域創造研究センターとの連携による調査研究を通じて、産業振興等地

域活性化を支援しています。

広島経済同友会観光振興委員会
提言書

中国経済連合会等との共同研究

中国経済連合会、中国地域創造研究センターと共同で、中国

地域の課題解決に資する調査を実施しています。調査報告書は、

国の機関や中国地域の自治体等への報告とともに、中国経済連

合会の事業活動等に活用されています。

広島経済同友会支援調査

中国地域創造研究センターと共同で、地域の企業が参画する

広島経済同友会の組織である観光振興委員会の活動をサポート

し、当該年度の調査を支援しています。作成した報告書・提言書

は、広島県や市町、観光関連団体への報告とともに、広島経済

同友会の事業活動等に活用されています。

中国電力技術研究財団による技術研究助成実績

中国電力技術研究財団を通じ、中国地域における電気エネルギーの供給・利用およびこれに関連す

る基礎的な技術の試験研究等に対して助成を実施しています。

分野 件数 助成金額
(万円)2025年度助成の内訳

2,620

106

130

16件

6件

8件

試験研究

国際交流
活動

研究発表会
等の開催

● 2025年度実績
助成件数：30件　助成金額：2,856万円

● 1991～2025年度までの累計
助成件数：1,731件　助成金額：13.5億円

「中国地域白書」 中国地域経済の概況地域情報誌「碧い風」
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企業立地支援

関係者との連携による取り組み

国の地域未来戦略やGX戦略地域制度等も踏まえ、地域の産業クラスター形成やGX産業立地の

実現に向けて、自治体等関係者と連携しながら取り組みを進めています。

地域のGX等への貢献

脱炭素先行地域への支援

当社グループは、地域社会と一体となった脱炭素化の取り組みを推進しています。

その一環として、環境省の「脱炭素先行地域」に選定された、松江市（第3回選定）、下関市およ

び東広島市（第5回選定）において、地域特性に応じた脱炭素化の取り組みを進めています。

〔連携事例〕

● 産業クラスター形成やＧＸ産業立地へ
の貢献

● コンビナート等、地域の脱炭素化に向けた
協議会への参画

● 脱炭素に資するサービスの実装に向けた
大学等との連携

● 地域活性化やまちづくりに関する協議会
への参画

※人口減少や地域活性化への対応として国が進めてきた地
方創生の取り組みを踏まえ、国が主導して経済成長に重
点を置いた投資促進策とインフラ整備を組み合わせ、地
域別の産業クラスター形成を進める戦略。

自治体

企業

経済団体 金融機関

教育機関

地域未来戦略※等も踏まえた
地域のGX・まちづくりへの貢献

松江市

松江市では、「『国際文化観光都市・松江』の脱炭素化

による魅力的なまちづくり～カーボンニュートラル観

光～」をテーマにカーボンニュートラルの実現に向け

た施策により持続可能な観光の実現を目指しています。

当社は共同提案者として、本取り組みに参画してい

ます。 (出典)市報松江(令和5年7月号)

統合報告書　企業立地支援 P31
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〔脱炭素経営セミナーの開催〕

中国経済産業局、㈱鳥取銀行、中電環境テクノス㈱と共同で、

「GX時代に勝ち残る経営戦略」と題し、脱炭素経営の必要性や、取

り組みのヒントが得られるセミナーを開催しました。

下関市

下関市では、地域金融機関や地元事業者を巻き込んだ取り組みを通じて、地域経済の活性化と脱炭

素化の実現を目指しています。

グループ企業である㈱エネルギア・ソリューション・アンド・サービスが共同提案者として参画し、

地域とともに持続可能な社会の構築に貢献しています。

東広島市

東広島市では、大学移転から約30年が経過した学生街の既存住宅（集合住宅および戸建住宅）の脱

炭素化に向けた取り組みを進めています。

当社は、スマートシティに向けた実証成果の社会実装を目指す広島大学スマートシティ共創コン

ソーシアム※の活動を通じて協力しています。
※ 広島大学東広島キャンパスを活用し、スマートキャンパスまたはスマートシティの形成に資する活動を行い、その結果を周辺地域に社
会実装することを目的とした組織

〔省エネ機器等利活用セミナー・相談会への参加〕

中国経済産業局「省エネ機器等利活用セミナー・相談会」は、省

エネ機器・設備の導入を促進し、中小企業等のカーボンニュートラル

の取り組みを加速させることを目的に開催されたものです。中国

計器工業㈱、中電環境テクノス㈱、中国電機製造㈱が連携して参

加しました。

脱炭素経営セミナーの開催や相談会への参加

自治体、金融機関と連携し、脱炭素経営セミナーの開催や相談会への参加を通じて、地域の脱

炭素化を支援しています。

エネルギーマネジメント技術およびサービスの開発 P16

42

https://www.energia.co.jp/ir/irzaimu/pdf/tougou/2026_tougou_01.pdf#page=31


お客さまのライフスタイルに合わせた料金メニュー・サービス

ライフスタイルに合わせて選べる料金メニュー「ぐっとずっと。プラン」、会員制WEBサイト

「ぐっとずっと。クラブ」を展開しており、「ぐっとずっと。クラブ」ではエネルギアポイントサー

ビスや、中国地域を基盤とする企業等との提携によるコラボレーションメニュー等、様々な特典

も用意しています。

2025年度末時点で小売全面自由化後に設定した料金メニューの加入口数は約175万口、WEB

会員は約145万口のお客さまからご愛顧いただいています。　

また、動画配信サービス「U-NEXT」や中国地域のケーブルテレビ等を電気とあわせてご利用い

ただくことで、割引が受けられるサービスなど、お客さまニーズに合わせたサービスの拡充に取

り組んでいます。

地域のDXへの貢献

DXソリューション
㈱エネコムでは、企業のDX推進に向けて、日々発生する膨

大なデータの収集から分析・活用、生成AIの導入まで幅広く支

援します。地域に密着した企業として、多種多様なソリュー

ションからお客さまのニーズに合わせた最適なご提案でDX

推進に貢献します。

電気のまとめ割サービス

電気とセットでのご利用や、電気料金とまとめてお支払いいただくことで、割引が受けられる

サービスです。

eスポーツによる地域活性化
㈱エネコムでは、「誰でも・どこにいても・考え楽しむこと

ができる」というeスポーツならではの特性を活かし、イベ

ント開催を通じて地域活性化や産業振興などの課題解決へ

の寄与を目指しています。

地域交流広場の展開

地域交流広場「ヤマヤマミタ」
中電工業㈱では、旧本社跡地を地域に解放し、地域の皆さ

まの交流拠点として活用しています。

地元商店街と連携した食のイベントやトークイベント等を

開催し、地域の魅力向上に貢献しています。

中国電力　会員制WEBサイト

　お客さまのライフスタイルに
あわせて選べる５つのコースを
ご用意しました。

エネルギアポイントサービス コラボレーションメニュー
　楽しくポイントを貯めて、地元
の元気につながる商品・サービス
等との交換ができる地域密着型の
ポイントサービスです。

　中国地域で事業を展開する企
業等との連携により、より便利で
おトクにポイントサービスを利用
いただけるサービスメニューをご
用意しました。

以下の料金メニュー、サービスをご用意しております

※旧おひさまシフトコース。2026年10月1日より名称変更。

※
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方針・考え方
当社グループは、地域の生活や事業活動に不可欠な電力を安定的にお届けするという社会的

使命があると考えています。データセンターの進出による局所的な需要増加や、中山間地の過

疎化に伴う電力需要の減少、自然災害の多頻度・激甚化等、大きく環境が変化する中においても、

この使命を果たすため、柔軟かつ強固な事業基盤の構築を進めています。

送配電事業における行為規制の遵守や卸販売における内外無差別の確保を大前提に、グループ

全体で電力事業のバリューチェーンの整備および災害対応力の強化等によるレジリエンス向上

に取り組むことにより、地域社会の持続的な発展に貢献していきます。

体制・ガバナンス

推進体制

当社および中国電力ネットワーク㈱は、それぞれの役割・組織に応じて、エネルギーの安定的な提

供に向けた事業運営を行っています。 

また、当社では、送配電事業の行為規制遵守および卸販売における内外無差別確保を大前提に、エネル

ギー事業の進化に向けて継続的に体制整備を進めており、2026年６月に本社組織の再編を実施しました。

防災体制

台風・地震等の自然災害が発生した際、当社と中国電力ネットワーク㈱が連携のうえ円滑かつ迅速な復旧

対応等を行うため、2020年4月1日に「災害時の復旧対応等に関する事業者間協力協定」を締結しました。

送配電事業の分社後もこれまでと変わらず一体的な体制で災害対応を行い、停電の早期復旧に努めていま

す。

指標・目標

電源ポートフォリオの強化

供給力の確保に向けた大型電源の開発として、島根3号機および柳井新2号機の営業運転開始に

向けた準備を着実に進めています。また、新規原子力発電所の立地点である上関地点を有しており、

建設計画に取り組んでいきます。

発電所名 発電方式 出力 営業運転開始時期

原子力（ABWR※1）

LNG（高効率GTCC※2）

原子力（ABWR※1）

137.3万kW

52.2万kW
（+12.6万kW※3）

1号機：137.3万kW
2号機：137.3万kW

2030年度までの
営業運転開始を目指す

2030年7月（予定）

未定

島根3号機

柳井新２号機（仮称）

上関1、2号機

※1  ABWR：改良型沸騰水型軽水炉　※2  GTCC：ガスタービンコンバインドサイクル発電システム
※3  既設電源のリプレースによって増加する出力

柔軟かつ強固なネットワーク基盤

指標 範囲 単位 目標
実績

2025年度 備考

中国電力
ネットワーク

電力品質の
維持

553/5年

65,000/5年

14,030/5年

130/5年

2026年度 
目標（毎年）

2023～ 
27年度 
目標（累積）

事故停電回数

事故停電時間

回/戸

分/戸

基

本

km

km

0.13

7.5

46/年

13,136/年

3,303/年

27/年

鉄塔

電柱

架空電線

ケーブル

高経年化設備の
計画的な更新

防災関係機関との連携

指標 範囲 単位 目標
実績

2025年度 備考

中国電力 24回／年以上 2026年度
目標（毎年）

災害時の防災関係機関
（協定締結先）との更なる
連携強化に向けた定例会議
および訓練等の確実な実施

回／年 24

電源事業本部

中国電力

原子力発電所
水力センター
水力制御所

●電源ポートフォリオの強化
●燃料の安定的かつ機動的な調達
●トレーディング機能の強化パワー・

トレーディング本部
火力発電所
需給・取引センター

エネルギー営業本部

保安防災部・
ネットワーク設備部・
配電部・配電技術部・
送変電部・系統運用部・
制御通信部

営業所

ネットワークセンター

●お客さまニーズに応える
多様なメニュー提案

●お客さまの期待に応える
電力・業務品質の追求
●自然災害の多頻度化・激甚化に
備えたレジリエンス強化

中国電力ネットワーク

社内組織の改編について
https://www.energia.co.jp/press/2026/16440.html
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取り組み

電源ポートフォリオの強化

第７次エネルギー基本計画およびGX2040ビジョンの策定によりエネルギー供給の安定化と

脱炭素化の両立に向けた政策の方向性が示され、また、エネルギー安全保障の重要性が高まる

中、当社はS+3E（安全性、安定供給、経済性、環境への適合）の同時達成に向けた電源構成の

構築に取り組んでいます。　

火力発電は調整力としても引き続き重要な役割を担うことから、環境負荷を可能な限り低減

しながら活用していきます。再生可能エネルギーは、「導入拡大」と系統用蓄電池の活用等によ

る「調整力確保」との両輪で進めることにより、その最大限の活用と系統の安定化を両立します。

原子力は、島根原子力発電所２号機の安定運転および同３号機の稼働、上関原子力発電所建設

に取り組んでいきます。また、島根原子力発電所の長期安定稼働に資する取り組みの一環とし

て、上関地点における使用済燃料中間貯蔵施設の設置に係る検討も進めています。

島根原子力発電所１号機の廃止措置を含む、既設電源の更新・入れ替え等供給基盤の再構築

を進めることで、各電源の特性を活かした最適な電源ポートフォリオを構築していきます。

燃料調達先の多様化

供給元の情勢変化に伴う燃料供給の減少・途絶リスクに備えて、燃料調達先の多様化を図るこ

とで、安定調達に取り組んでいます。

燃料調達状況（2025年度実績【石炭、LNG】）

上関地点の状況について 

S+3Eの観点から、バランスのとれた電源構成を実現するため、上関原子力発電所は重要な

電源であると認識しており、安全確保を大前提に、発電所建設計画に取り組んでいます。　

また、島根原子力発電所の長期安定運転に資する使用済燃料貯蔵対策の一環として、現在、

使用済燃料中間貯蔵施設の設置に向けた取り組みも進めています。

使用済燃料中間貯蔵施設に係る調査・検討

2023年8月から2025年8月の間、立地可能性を確認するとともに、計画の検討に必要なデー

タを取得するための調査を実施しました。本調査により得られた客観的なデータに基づき、分

析・確認を行った結果、中間貯蔵施設の立地の支障となる技術的に対応できない問題はないもの

と評価し、立地は可能であると判断したことから、2025年8月29日、上記の旨を取りまとめた

報告書を上関町長に提出しました。

引き続き、地域の皆さまのご要望などを踏まえながら、中間貯蔵施設の必要性や安全性などに

ついて丁寧に説明を行っていきます。

統合報告書　マテリアリティ　エネルギー事業の継続的進化 P21～27

2025年8月29日 報道資料
https://www.energia.co.jp/atom_info/press/2025/16080.html

立地可能性調査報告書全文
https://www.energia.co.jp/atom/interim_storage/pdf/interim_storage_202508.pdf

南アフリカ

その他

571万t
石炭調達量

オーストラリア

インドネシア

その他

149万t
LNG調達量

オーストラリア

マレーシア

パプア
ニューギニア

立地可能性調査報告書を上関町長へ提出
（2025年8月29日）

立地可能性調査報告書
（2025年8月）

6%
7%

17%

70%

20%

32%

33%

15%
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島根原子力発電所１号機の廃止措置

島根１号機については、2017年４月に廃止措置計画の認可を受け、廃止措置の第１段階である

解体工事の準備に係る作業に取り組み、新燃料の加工業者への引き渡しや主変圧器など安全

確保のための機能に影響を与えない範囲で供用を終了した設備のうち、放射線管理区域外の

設備の解体撤去等を実施しました。

2024年5月から廃止措置の第２段階へと移行しており、第２段階では新たに、放射線管理区

域内に設置されている役目を終えた設備（原子炉本体以外）の解体撤去に着手しています。

2025年度は、管理区域内設備である液体ポイズンタンク廻り設備他の解体工事を完了する

とともにタービングランド蒸気発生器室内機器の解体工事に着手しています。

今後とも、安全の確保を最優先に廃止措置を進めていきます。

総合防災訓練 

自然災害に備え、災害発生時の情報連絡および復旧に関する事項を各種マニュアルに定め、

資機材等を整備する等防災体制の強化に取り組んでいます。

2018年7月豪雨の検証を踏まえ、被害・復旧状況の迅速な情報収集や、本社および事業所間

での確実な情報共有ができるよう、送配電事業の分社に合わせて、2019年12月に本社非常災害

対策室をリニューアルしました。

また、中国電力と中国電力ネットワーク㈱は、毎年共同で全社総合防災訓練を実施し、情報連

絡や復旧作業等の災害対応が各種マニュアルに従って、安全かつ迅速に行われることを検証し

ています。

平常時のインフラ強化【送配電事業】

中国電力ネットワーク㈱では、自然災害の激甚化や設備の高経年化を踏まえ、平常時から電

力インフラの強靭化を着実に進めています。具体的には、高経年化設備の計画的な更新を通じ

て設備全体の信頼性を向上させるとともに、無電柱化の推進や、倒木による停電を未然に防ぐた

めの自治体と連携した事前伐採の実施等、災害リスク低減に向けた設備対策を強化しています。 

また、公衆の安全確保に資する感電事故防止対策を継続的に実施するとともに、自治体や関

係機関との災害時の連携に関する協定に基づく協力体制を構築しています。 

これらの取り組みにより、災害発生時の影響低減と迅速な復旧対応を支える基盤の整備を

図っています。

2024～2025解体設備
（液体ポイズンタンク廻り）

2025年度解体工事着手設備
（タービングランド蒸気発生器室内）

解体前 解体後

整備前 整備後 伐採前 伐採後

無電柱化の推進 事前伐採の実施

廃止措置計画認可日～2023年度

廃止措置
実施区分

主な作業

2024～2035年度 2036～2043年度

原子炉本体周辺設備等
解体撤去期間（第2段階）

原子炉本体等解体撤去期間
（第3段階）

2044～2049年度

建物等解体撤去期間
（第4段階）

解体工事準備期間
（第1段階）

原子炉本体の解体撤去

建物等の解体撤去燃料搬出・譲り渡し

汚染の除去
放射線管理区域外の設備の解体撤去

放射性廃棄物の処理処分

汚染状況の調査

放射線管理区域内の設備（原子炉本体以外）の解体撤去

安全貯蔵
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災害に備えた対応力の強化【送配電事業】

平常時からの備えに加え、災害発生時における迅速な対応力の強化に取り組んでいます。「災害

時連携計画」に基づき実施する一般送配電事業者間での共同訓練を通じて広域応援体制の実効性

を高めるとともに、突然の停電時においてもお客さまへ速やかに情報をお届けできるよう、

スマートフォンアプリ等を活用した停電情報や復旧見通しを発信しています。また、お客さまか

らのお問い合わせに確実に対応できるよう、チャットボットによる応答等様々なチャネルを整備

しています。 さらに、被害状況の迅速な把握や情報発信を目的に、ドローンを各拠点に配備

し映像をリアルタイムで伝送する等、デジタル技術を活用したレジリエンス強化にも取り組んで

います。 

これらの取り組みを通じて、災害時においても電力インフラとしての責務を着実に果たし、地

域社会に貢献していきます。

社外関係機関や自治体等との連携強化 

社外関係機関や自治体等と災害発生時における円滑な相互協力を行うため、災害に備えた相

互連携に関する協定を締結するとともに、平時から訓練や定例会議等により連携を図り、「顔の

見える関係」の構築に努めています。

また、災害発生時には、災害時相互連携協定に基づき、社外関係機関や自治体等と連携し、

船艇等による復旧資機材・人員の輸送や高速道路の緊急通行等により、停電の早期復旧につな

げています。

事業継続への取り組み 

当社グループの事業運営に重大な影響を及ぼし、かつ緊急的・全社的な対応を必要とする重

大な経営リスクについては、基本的には「危機管理規程」に基づいて対応しますが、（１）台風・

地震等による電力施設に係る災害、（２）島根原子力発電所等における緊急事態、（３）武力攻撃

やテロ等の有事および（４）新型インフルエンザ等の感染症の流行については、それぞれ「非常

災害対策規程」、「原子力災害対策規程」、「有事対策規程」および「新型インフルエンザ等対策規

程」において体制や措置等を定め、これらに従って、対応することとしています。

停電情報アプリ チャットでの問い合わせ

停電情報・復旧見通しの情報発信

災害対応におけるドローンの活用

隠岐

全ネットワークセンターへドローンを配備
595名のドローンパイロットを育成

WEB会議
システム

岡山

小豆島

●：統括ネットワークセンター(4箇所)
●：ネットワークセンター(19箇所)

倉敷

倉吉

津山

米子 鳥取

山陰出雲

浜田

三次

広島

広島北

柳井
周南

山口

宇部下関

見島

呉

東広島 尾道 福山

連携先 主な連携の内容
陸上自衛隊
海上自衛隊

国土交通省
中国地方整備局

西日本高速道路㈱ 
本州四国連絡高速道路㈱

海上保安本部

県・市町村

㈱イズミ ㈱ローソン イオン㈱

● 道路上にある障害物の撤去 
● 航空機や艦艇等を利用した復旧資機材・人員の輸送

● 現地情報連絡員の派遣
● 停電復旧作業のための活動拠点の提供
● 停電復旧作業の妨げとなる倒木や道路上にある障害物の撤去
● 災害発生時に優先復旧が必要な社会的重要施設リストの共有と運用※
    ※県・市町村のみ

● 巡視船艇等を利用した復旧資機材・人員の輸送

● 災害現場へ向かう車両等の高速道路の緊急通行

● 水・食料等の提供
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パフォーマンスデータガバナンスイントロダクション 環 境目 次 社 会
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海上自衛隊エアクッション艇(LCAC)による
復旧車両搭載・卸下訓練

海上自衛隊 掃海・輸送ヘリコプター(MCH-
101)による資機材輸送訓練

西日本高速道路㈱との緊急即応訓練
（高圧発電機車の通過訓練）
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方針・考え方

資材調達の基本方針をはじめとしたサプライチェーンに関する方針

当社は、お取引先さまとの間で信頼関係を構築するとともに、お互いが長期的に繁栄できる

取引関係の確立を目指し、「資材調達の基本方針」に基づいた調達活動を実践しています。2020年

9月に公表した「パートナーシップ構築宣言」については、法改正等を踏まえ適宜改正し、お取引

先さまとのより強固なパートナーシップの確立に努めています。

また、持続可能な社会の実現に向け、お取引先さまとともに、サプライチェーン全体で環境問題

や人権尊重等の社会課題に取り組むことを目的に、2023年6月に「サステナブル調達ガイドライン」

を策定するとともに、主なお取引先さまを中心に、同ガイドラインの遵守確認書を提出いただき、

取り組みの強化を図っています。あわせて、資材取引に関する社内外の相談窓口の設置等の体

制整備も進め、これら一連の取り組みをコンプライアンス最優先の考えのもと推進しています。

体制・ガバナンス
資機材調達におけるサステナビリティ向上に関する取り組みの方向性については、資材調達方

針に反映し、取締役会や経営会議に付議しています。

また、当該方針に基づく各種取り組みの方向性や取り組み状況については、重点実施事項の一

つとして毎年度策定する資材調達計画に反映し、経営会議や資材部門と業務主管部門の経営層で

構成する資材調達会議・資材調達部会に付議しています。

指標・目標

資材調達におけるサステナビリティ向上に向けた取り組みサイクル

資材調達におけるサステナビリティの向上に向け、「お取引先さま説明会」「サステナブル調達

に関するアンケート」「お取引先さま訪問」のサイクルで取り組みを推進しています。具体的に

は、「サステナブル調達ガイドライン」で掲げる8項目の取り組み状況に関するアンケート調査を

実施し、サプライチェーン上のリスク等の把握に努めています。その結果、現時点において重大

なリスクは確認されていません。アンケート実施後には、お取引先さま訪問を通じて結果を共

有するとともに、意見交換を行い、取り組みの一層の深化を図っています。

資材取引に係る企業倫理相談

当社の資材取引（サプライチェーンを含む）において、資材取引における公正性・透明性を欠く

行為のほか、製品検査・労務管理・ 人権等における不適切行為等、企業倫理・法令遵守に関する問題

等がある（おそれがある）場合に、お取引先さまから相談を受けるための窓口を設置しています。

1． 法令・社会規範の遵守
2． 安全衛生の確保
3． 環境問題への積極的な対応
4． 情報の管理・保護
5． 公平・公正な参入機会の提供

6． お取引先さまの選定
7． 危機管理の徹底
8． お取引先さまとの相互信頼関係の確立
9． 地域への貢献

資
材
調
達
の

基
本
方
針

資材調達の基本方針
https://www.energia.co.jp/business/sizai/sizai1-2.html

パートナーシップ構築宣言
https://www.biz-partnership.jp/declaration/
122994-06-00-hiroshima.pdf

サステナブル調達ガイドライン
https://www.energia.co.jp/business/sizai/sizai1-3.html

資材取引に係る企業倫理相談について
https://inquiry.energia.co.jp/webapp/form/22903_xwhb_32/index.do

法令・社会
規範の遵守

危機管理の
徹底

相互信頼
関係の構築

人権尊重

安全衛生の
確保

環境問題への
積極的な対応

情報の
管理・保護

公正・公平・
安定的な取引

サステナブル
調達

ガイドライン
サステナビリティ向上に向けた取り組みサイクル

取り組みサイクルの実績・目標
範囲 単位 2026年度目標2023年度 2024年度 2025年度

お取引先さま説明会
アンケート調査
お取引先さま訪問

中国電力
中国電力
中国電力

社
社
社

46
70
2

76
106
3

90
132
10

100以上
150程度
20程度

資材調達計画の策定プロセス

（構成）社長含む経営層
（開催頻度）都度開催※
※資材調達計画は1回／年

（構成）資材担当役員  主管担当役員
（開催頻度）１回 ／半期

（構成）資材部長 主管担当部長
（開催頻度）１回 ／半期

経営会議 資材調達会議 資材調達部会
協議、指示

付議、報告

協議、指示

付議、報告

お取引先さま訪問

お取引先さま
説明会

アンケート調査
アンケートを踏まえ訪問を実施

アンケート・訪問結果を
説明会での共有事項へ反映 対象取引先へアンケートを実施
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方針・考え方

“全員活躍”に向けた人材マネジメントの継続的改善
当社グループは、グループ経営ビジョンにおける目指す姿の一つとして「一人ひとりが挑戦を
重ねすべての人が持ち場で輝く」を掲げ、取り巻く環境変化に柔軟かつ迅速に対応し、持続的な
企業価値向上を果たしていくため、“人”に関する様々なマネジメントに取り組んでいます。
こうした取り組みを時々の情勢、課題に応じて不断に見直すとともに、日々の取り組みを通じて、
ありたい姿を見据えた企業文化の醸成につなげるべく、“人”に関する中長期的な「方針」とその
進捗をモニタリングする「指標」を設定し、内部の議論および外部との対話を通じて継続的にマネ
ジメントの改善を図る一連のサイクルとして「人材マネジメントサイクル」の確立を目指しています。

体制・ガバナンス　
人材マネジメントの領域に属する採用、異動配置、評価、育成、報酬、働き方、人権、安全・健康

等の事項を、中期経営計画において定期的に、また必要に応じて、経営会議・取締役会に付議して

います。重要な課題については個別に会議体を設置し、各組織と連携して施策の推進に取り組んで

います。また、労働組合との意見交換も行っています。

指標・目標
グループ経営ビジョンのサステナビリティ目標「多様な人材の活躍と従業員エンゲージメントの

向上」を踏まえ、4つの共通テーマに沿った指標・目標を当社およびグループ各社（連結子会社13社）

が設定し、そのすべてを達成することをグループ全体の目標としています。

目標達成に向けて、引き続き各社において着実に取り組みを実施していきます。

人材マネジメントサイクルの全体像

監督 業務執行状況の報告 意見交換

（従業員）
取締役会 労働組合

業務執行体制

（経営目標(サステナビリティ目標)の達成に向けたグループ大での人的資本経営の推進および業務運営の
  計画・管理等において、社長を補佐）

社長執行役員（業務執行の最高責任者）

人材活性化部門長

経営会議

女性活躍推進会議
議 長：女性活躍推進担当役員
行動計画の目標達成に向けた

施策の展開と改善、
幹部候補の育成

人権啓発推進委員会
委員長：人材活性化部門長
人権問題の解決を目指し、
企業の社会的責任を遂行

安全健康推進会議
議 長：人材活性化部門長
安全健康推進業務に関する

重要事項の審議

コーポレートカルチャー変革推進会議
議 長：コーポレートカルチャー変革担当役員
企業文化の変革に向けた施策の

展開と改善

範囲※1共通テーマ 単位
2025年度
実績 目標

2026年度 2030年度

女性管理職の増加

男性育児休職取得の向上

従業員エンゲージメントの向上

人権啓発活動の実践継続

グループ

グループ

グループ

グループ

％

％

％

％

71.4
（達成10社）

92.3※2
（達成12社）

ー※3

100
（達成14社）

100

100

100

100

100

100

100

100

※1  当社およびグループ連結子会社13社が対象。
※2  取得対象者がいなかった１社を除いて集計している。
※3  2026年度から新たに目標設定している。 

フィードバック

企業理念

個人や組織の行動変容を
促し、企業文化として定着

目指す姿と現状とのギャップ
を把握し、不断に見直し

経営戦略

投資家、労働市場
（外部開示・対話）
＜持続的企業価値向上＞

（内部報告・議論）
人的資本に関する方針 人材マネジメント指標

環境変化

可視化

全社共通的な
人材マネジメント

人材マネジメントの領域

自律性 多様性

人材（量、質）の確保と成長

関係性

事業領域ごとの 
人材マネジメント

人材戦略

【人的資本に関する方針】

多様な人材の
活躍推進方針

「自律性」と「多様性」の
更なる推進

個人と組織の
「関係性」向上

人権の尊重

安全と健康の推進

中国電力グループ
人権方針

安全健康推進
業務運営方針

グ
ル
ー
プ
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
・
企
業
行
動
憲
章

【取り組み】 【人材マネジメント指標】

課長以上女性比率、女性管理職比率、技術系女性社員数、
男性育児休職取得率、障がい者雇用率、人材ビジョン実
践度　等

従業員エンゲージメント、心理的安全性、働きやすさ実
感度　等

職場人権研修受講率　等

災害度数率、疾病休務率、要指導者率　等

連動

統合報告書　サステナビリティ経営の推進　人材 P53
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方針・考え方

「信頼。創造。成長。」を体現する企業文化の実現

企業価値の向上と地域の持続的な成長を両立していくためには、事業戦略や人材戦略に加え、

「企業文化」も極めて重要な要素です。グループ経営ビジョンでは「一人ひとりが挑戦を重ねすべての

人が持ち場で輝く」を目指す姿に掲げており、「風通しがよく挑戦を促す職場づくり」を当面の主要課

題としています。

当社は、より良い企業文化の構築を目指して、“意識改革”と“環境整備”の両面から取り組みを進

めており、取り組みにあたっては、「小さな気づきを大切に一歩踏み出す 小さな声を大切に一歩踏み

出す」という姿勢を大切に、意識の浸透と行動の定着を図っています。

体制・ガバナンス
企業文化の変革に向けた取り組みを着実に推進していくため、2025年6月、「コーポレートカル

チャー変革担当役員」および関係組織の長をメンバーとする「コーポレートカルチャー変革推進会議」

を設置しました。担当役員の関与と責任のもと、組織横断的な連携を促進する体制とするとともに、

必要により多様なメンバーが参画するワーキングを組成して諸施策を検討・実施しています。

取り組み

2025年度の主な取り組み
コーポレートカルチャー変革推進会議で議論された基本方針や取り組みの方向性を踏まえ、「中

国電力はもっと変わろうプロジェクト」をはじめとした様々な施策を展開しています。

中国電力はもっと変わろうプロジェクトPart2

2025年10月から12月にかけて、企業文化変革に向けた「理解・共感」の輪をさらに広げ、「自分

ごと化・行動化」を促すことを目的としたワークショップを開催し、自ら手を挙げた新入社員から

ベテランまで60名の社員が参加しました。

2026年度の取り組み状況
2026年度は「組織横断的なコミュニケーションの活性化」を重点テーマとして掲げ、「中国電力

はもっと変わろうプロジェクトPart2」から提案のあった以下の要素を踏まえた取り組みを進めて

います。

経営層、本社部長・事業所長等による行動宣言

経営層および本社部長・事業所長等がビジョン実現・企業文化変革に向けた自らの想いや行動

指針を社員に伝えることを目的として行動宣言を実施しました（2025年11月以降順次）。

経営層・管理職向けの講演会

2025年11月には、経営層・管理職を対象とした講演会を開催

しました。企業文化変革の必要性や、変革の時代に求められる

リーダーシップのあり方等を学ぶことで、意識改革と行動・実践

化を促し、全社的な変革の推進力につなげています。

上司・部下間のコミュニケーション活性化を目的とした講演会

2026年3月には、上司・部下間のコミュニケーション活性化を目的とした講演会を開催し、管理

職・担当者を合わせて約1,000人の社員が参加しました。「1on1ミーティング」を事例に、風通し

がよく挑戦を促す職場づくりに向けたコミュニケーションのポイントやスキルを学び、職場内の

対話をより効果的なものにするための視点や気づきを得る機会となりました。

企業文化変革により目指す方向

一人ひとりが挑戦を重ねすべての人が持ち場で輝く

風通しがよく挑戦を促す職場づくり

小さな気づきを大切に一歩踏み出す   小さな声を大切に一歩踏み出す

目指す姿

主要課題

取り組み姿勢

社長執行役員

コーポレートカルチャー変革担当役員

コーポレートカルチャー変革推進会議

取り組みの基本方針および主要施策の検討、
取り組み状況のモニタリング

議　長 …コーポレートカルチャー変革担当役員
委　員 …人材活性化部門長、地域共創部門長、経営企画部門長、
　　　　 コンプライアンス・リスクマネジメント部門長、
　　　　 業務部門長、その他議長が指名する者

役 

割 関係組織が連携した
諸施策の検討・実施
具体的取り組み状況の共有等

役 

割
構 

成

コーポレートカルチャー
変革推進ワーキング

変わろうプロジェクトPart2から“加えるべきこと”として提案のあった要素

部門を超えた対話 目標の共有・共感 挑戦の後押し 感謝・称賛

統合報告書　コーポレートカルチャー変革担当役員メッセージ P40

統合報告書　企業文化の変革の取り組み P41
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方針・考え方

多様な人材の活躍推進

当社グループは、当社グループの経営理念「信頼。創造。成長。」の中でも「創造。」、つまり、

変化に対応し新たな価値を創造する担い手となるのは“人”であるという認識のもと、グループ

全体の包括的な方針として、「多様な人材の活躍推進方針」を策定しています。

日々の仕事経験を通じて、誰もが自身の“強み”を発揮することで“個の違い”が際立ち、その

違いを尊重し、受け入れ、結集することで新たな価値の創造につなげる。その繰り返し、継続に

よってこそ、個人と組織が持続的に成長していくものと考えています。

当社およびグループ各社は、この方針のもと、グループ経営ビジョンのマテリアリティの一つ

である「多様な人材が活躍できる環境づくり」に取り組んでおり、それぞれの経営事情や事業特

性等に応じて、人材育成や多様な働き方の推進、組織文化の変革等、自律的・主体的に必要な施

策を実施しています。

体制・ガバナンス
グループ中期経営計画（2026-2030）において、当社およびグループ各社が目標を定め、取り組み

を進めています。当社においては、人材の「量」「質」「職場環境」の観点から、社内各組織が取り組み

計画を策定し、具体的なアクションにつなげています。

指標・目標
グループ大の共通テーマに沿って、当社においては、課長以上女性比率や従業員エンゲージメント

等の目標を定め、取り組みを進めています。

目標達成に向けて順調に進捗しており、引き続き着実に取り組みを実施していきます。

変化の時代に対応していくため、社員一人ひ
とりの「自律性」とその力を結集した組織として
の「多様性」の更なる推進に取り組む。

社員は、目指すべき姿に向けて自ら学び・学び合い、
会社は、一人ひとりの成長を支援・育成していく。

「自律性」と「多様性」を更に推進していくため、
個人が組織の中で臆することなく自身の強みを
発揮できるよう、個人と組織の「関係性」向上に
取り組む。

多様な人材の活躍推進方針

当社グループは、企業理念およびエネルギアグループ企業行動憲章に基づき、次の方向性

で多様な人材が活躍できる環境づくりに取り組み、個人の成長と組織の成長のベクトルを合

わせていくことで、グループ経営ビジョンの目指す姿「一人ひとりが挑戦を重ねすべての人

が持ち場で輝く」を実現する。

グループ中期経営計画
（人的資本計画）

グループ各社

中国電力個社

グループ大でありたい姿を共有
それぞれの実情を踏まえ目標達成に貢献

人材の「量」「質」「職場環境」の観点から、
取り組み計画を策定

重点課題への対応（中国電力個社）

原子力の
安定稼働

トレーディング
機能強化

DX推進・ 
デジタル化

企業文化変革の
推進

主な重点課題 量の観点 質の観点 職場環境の観点

労務構成の
平準化

人的資源の優先配分

内部人材の育成 多様な人材の活躍と
従業員エンゲージメント

の向上

外部人材の獲得

既存業務の生産性向上

持続的成長を支える
エイジ・ダイバーシティの推進

▲

専門資格保有者の継続育成

▲

他企業との協業による知見習得

▲

デジタル技術による技能継承

▲

AI・データ活用スキルの向上

▲

女性管理職の増加

▲

男性育休取得率の向上

▲

DX・デジタル化等による
余力の創出

▲

ビジョンや目標の共有・共感

▲

挑戦・称賛文化の醸成

▲

市場取引等に関する 
高度専門人材の獲得・登用

▲

ベテラン人材の積極活用

▲

安定的な採用継続と離職の抑制

▲

職務（ジョブ）をより重視した処遇制度の導入・運用

指標 範囲 単位
実績 目標

2025年度 2026年度 2030年度
中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

％

％

％

%

5.4

3.4

89.0

48.9

6

5

100

51

10

10

100

60

課長以上女性比率

部長女性比率

男性育児休職取得率

従業員エンゲージメント（肯定回答率）
※1  2026年4月調査。　※2  2027年4月調査。

※1 ※2
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取り組み

「自律性」と「多様性」の更なる推進

エイジ・ダイバーシティの推進

当社および中国電力ネットワーク㈱においては、持続的な成長を果たすための「エイジ・ダイ

バーシティ推進施策」を展開しています。これまでの長期勤続・内部育成を前提とした能力基準の

処遇制度に加え、市場価値・キャリア自律を重視した職務基準の処遇制度を上位層・高年齢層を対

象として導入することで、若年層の成長意欲や中堅以降のモチベーションにも刺激を与え、すべ

ての世代の社員が持ち場で輝くことができる環境の整備を図っています。

この取り組みを通じ、若年・中堅層の早期育成や高年齢層の活躍推進、他企業経験者や高度な

専門能力を有する人材の採用等を進め、経営戦略の実現に必要な人材（量・質）を確保していくと

ともに、安定的な採用継続と離職抑制により超長期的に労務構成の平準化を目指しています。

人材の確保と成長

グループ経営ビジョンの実現に向けて、必要な人材（量・質）の確保と適材適所・育成の視点か

らの異動配置、技術技能継承、教育機関と連携したキャリア開発等に取り組んでいます。

超長期的な労務構成の平準化を念頭に、事業状況や成長領域への事業展開を踏まえつつ、新

卒採用やキャリア採用（他企業経験者、高度専門能力保有者等）により、多様な価値観・経験を有

する人材の確保を進めています。また、結婚、育児、介護、配偶者の転勤や、転職等のキャリア

アップにより当社を自己都合退職した者を対象に、時期を問わず募集・再雇用する「おかえリター

ン制度」を設け、柔軟かつ効率的な人材の確保にも取り組んでいます。

エイジ・ダイバーシティ推進施策の概要
対象者 実施内容とねらい

特別管理職
職務（ジョブ）をより重視した
処遇制度への移行 【2025年4月～】

マネジメント力や専門性が求められる特別管理職の処遇について、
職務（ジョブ・ポスト）基準の人事・処遇制度により、環境変化を
とらえた機動的な人材活用（抜擢登用や早期昇進等）へ移行。

定年退職者
新たな定年後再雇用制度（Re社員
制度）の新設【2028年4月～予定】

定年退職後も引き続き中国電力および中国電力ネットワーク㈱での雇
用を希望する社員全員について、職務（ジョブ・ポスト）基準の人事・処
遇制度により、本人の意欲・能力を尊重しながら70 歳まで無期雇用。

202520242023

105

10

107

21

105

20

112

34

125

30

136

35

新卒採用 キャリア採用

計画 実績

（年度）
（人）

※1 中国電力個社の数値。
　　キャリア採用にはおかえリターン制度による入社者を含む。

採用の状況※1

202520242023

1.19 1.13 1.64 

11.0 11.4
10.7

離職の状況※2

※2 自己都合退職による離職率。
　　全国平均は厚生労働省『雇用動向調査』による。
　　当社実績は中国電力個社の数値。

全国平均 当社実績

（年度）
（％）

労務構成※3

7065605550454035302519

（人数）

（年齢）
（歳）

※3 中国電力個社の数値。2025年度末時点。比率（％）は全体に占める各年代の割合（四捨五入の影響により合計が100%にな
らない場合がある）を示す。

61～70歳

2％
51～60歳

30％
41～50歳

25％
31～40歳

22％
19～30歳

20％

若年層の早期育成 中堅層の活躍・登用 高齢層の確保
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人材育成の体系

人の成長には、「70:20:10の法則」という学びの要素の比率でも示されるように、仕事経験を

通じたOJTを中心に、Off-JTと自己啓発を連動させることが重要であると認識しています。当社

および中国電力ネットワーク㈱は、多様な人材の活躍推進方針に沿って、人材育成施策の強化を

図っています。

2024年度以降、組織運営や人材育成をけん引する各役職階層の新任者（新任部長、新任課長・

マネージャー、新任ライン長）を対象とした研修を拡充しています。

また、学びの機会を創出し、効果的・効率的な学びとなるよう、オンライン動画学習を導入して

います。階層別研修の一環として、スキルに関して会社が指定する講座や、自らが必要と考える

講座を受講するとともに、学びの習慣化を目指し、毎年、全社員が会社の推奨講座を受講するよ

う取り組んでいます。さらに、時間や場所を問わず視聴できる利点を活かし、各自の自己啓発に

も活用しています。

これらの取り組みを通じて、「学び」の促進や「自ら学ぶ」機会の拡大、職場における「学び合

い」を促進しています。

人事考課と人材育成の連動

毎年４月に、日々の仕事の成果・プロセスを評価する「業績考課」、および職務遂行能力・職務適

性を評価する「適性考課」からなる人事考課を行っています。

評定基準等を社内に公開し、社員に求める能力レベルを明確化することで、自律的な成長を促

しています。また、「自ら考え行動すること」を人事考課の評定要素の一つに設けており、業務に

おいて「自分の力で考える」「自発的に提案する」といった取り組み姿勢等も評価しています。

人事考課を通じて把握した各人の能力・適性（強み）は、本人が申告する「ステップアッププ

ラン」とあわせて各人の育成計画の策定に活用します。上司から毎年６月に評価結果をフィード

バックする際には、育成計画に基づく今後の期待や成長に向けた助言・指導等も行っており、成

長目標とその実現に向けた取り組みを社員自ら考えることができる仕組みとしています。

経営人材候補の育成

当社グループ全体の持続的な発展に向け、経営人材候補の育成に計画的に取り組んでいます。

「新任部長研修」では、経営マネジメント力の向上や経営視点に基づく戦略策定力の強化、他部

署との連携創出に取り組んでいます。

「次世代リーダー育成研修」では、将来、戦略策定の中核を担うマネージャークラスから選抜の

うえ、社外研修への派遣による異業種交流や経営知識の高度化、実践力の強化を図っています。

加えて、専門的知見に基づくアセスメント・フィードバックを通じて、リーダーとしての資質向上

と行動変容を推進しています。

人事考課と人材育成の連動（イメージ）

人材育成の体系図

経営人材候補・次世代
リーダーの育成

マネジメント力、
指導力の養成

リーダーシップや
問題解決能力の養成

社員・社会人としての
基礎力の養成

など

主なねらい 経営リーダー育成研修

新任部長研修

次世代リーダー育成研修

新任所属長研修

新任ライン長研修

新任管理職研修

主任クラス研修

新入社員研修

ステップアップ研修

テ
ー
マ
別
研
修

新入社員

若年層

中堅層

管理職層

「
自
ら
学
ぶ
」支
援
・
制
度

ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
プ
ラ
ン
等
を
参
考
に
実
施

Off-JT
自己啓発
支援OJT

人事考課

●現在の能力・
　適性等（強み）を把握

●中長期的な育成計画
●育成計画実現に向けた
　今後1年間のOJT

●本人の成長に資する業務付与

●本人が申告（本人の成長意欲）

ステップアップ
プラン

育成計画 業務付与

自己啓発

OJT Off-JT
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一人ひとりの成長意欲をベースにした人材育成

社員一人ひとりが中長期的にありたい姿やチャレンジしたい仕事等の成長目標を明確に持ち、

これを実現するために主体的に取り組むべきことを考えたうえで日々の業務にあたっていくことが、

各人の成長にとって有効であると考えています。

このため、毎年４月に、各人が10年、5年、3年程度先の成長目標とその実現に向けた取り組み

を「ステップアッププラン」として申告し、上司は、「ステップアッププラン」を参考に育成計画を

策定する仕組みを設けています。その育成計画をもとに、部下の成長に資する業務付与を行うと

ともに、日常の仕事を通じたOJT、階層別や応募型のOff-JTも効果的に組み合わせて育成を図っ

ています。

社員が自身のありたい姿を

上司と共有のうえ、職場との関

わりの中で、日々の業務を通じ

て自ら学び、自ら考え行動し、

その経験からまた学ぶという

サイクルを繰り返すことで、自

律的にキャリアを積み重ね、持

続的に成長していくことを支援

しています。

自律的なキャリア形成を促す仕組み

各人の意欲に応じて自律的にキャリア形成できる環境を整備する観点から、社内公募制度※1を

拡充し、2024年度から社内兼業の仕組みを取り入れています。自部署に所属しながら、一定期

間、異なる組織の業務にも従事でき、従来の社内公募制度よりもチャレンジしやすい仕組みとし

ています。

社内公募・社内兼業は、社員個人の成長を支援するのみならず、組織としても、チャレンジ意

欲を持った多様な人材の知識・経験・技能等を活用することができるものであり、今後も更なる活

用を図っていきます。
※1  組織を越えて特定の能力やチャレンジ意欲がある人材を見出すため、新規事業等について、従事希望者を社内公募・選考のうえ
　　当該業務に従事させる制度。

「自ら学ぶ」支援

業務に必要な知識・技術の向上を図るとともに、社会人としての広い視野と高い教養を育むこと

ができるよう、自律的な学びに対する支援を行っています。

「HATAful（はたフル）※2」プロジェクトへの参画

当社は、広島県の転出超過対策について考えるプロジェクトとしてスタートした企業ネット

ワーク「HATAful（はたフル）」に参画し、魅力的な働く場所を創出するべく、賛同企業とともに

越境交流や合同研修を企画・実施しています。

2025年度は約30人の社員が手挙げ方式で参加し、様々な刺激を受けな

がら自身のキャリアを改めて考える機会につなげています。
※2  2024年発足。「地域の“旗振り役”となる、カラフルで魅力的な“はたらく”を創出する企業ネットワーク」。

社員の学びを応援する「学び成長コミュニティー」

2025年8月から「自ら学び成長したい人を応援」することを目的にTeams上の有志コミュニ

ティーとして「学び成長コミュニティー」を立ち上げています。2026年4月時点において、当社

および中国電力ネットワーク㈱合計で1,500人以上の社員・役員が参加しています。

コミュニティー内では、事務局から参加者に向けて「学び応援コラム」等の情報を発信すると

ともに、年齢や役職、所属を越えてフラットに交流で

きるチャネルや個人の気付きを気軽に共有できるチャ

ネルを設け、学び合いや対話が自然に生まれる環境づ

くりを進めています。

「自ら学ぶ」支援策

現在 3年後 5年後 10年後

ステップアッププランの申告

自
ら
の
成
長
目
標

・自らの成長目標（10・5・3年程度先）
・成長目標実現に向けた取り組み

オンライン動画学習

資格試験合格者祝金制度

語学試験受験料補助

国内留学制度

運営会社提供の動画講座をパソコンやスマートフォン等から視聴

対象となる資格試験合格者に祝金を贈与
※2025年度から対象資格拡大、贈与金額増額

対象となる語学試験の受験料を会社が全額負担（年１回まで）

希望者を毎年公募し、大学入試（一般選抜）の合格者を国内大学へ派遣
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技術・技能継承に向けた取り組み

当社および中国電力ネットワーク㈱では、電力設備に関する技術・技能継承のため、「高度技術・

技能者認定制度」、「教育スタッフ制度」を導入しています。「高度技術・技能者認定制度」において

は、高度で専門的な技術・技能を保有する社員を「エネルギア・マスター」として認定し、現場での

技術指導、工事計画・設計等のレビュー、社内外での講演活動等、技術・技能継承につながる活動

に幅広く取り組んでいます。2025年度は、新たに4名を認定しました。

また、各技術部門において、技術・技能大会を開催する等、積極的に取り組みを進めています。

大学と連携したキャリア開発

当社では、社員の専門スキル向上を目的に、広島大学AI・データイノベーション教育センターと

連携した研修や同大学と共同で設置した研究講座等を構築して、社員の専門スキル向上とキャリア

開発を支援しています。

実務に直結した専門研修によるスキル強化

大学と連携して実施する研修のプログラム内容は、データ利活用やAI活用に必要なスキルを

体系的に習得できる専門的なものとしています。2025年度は、実務課題に即した「Pythonプロ

グラミング入門研修」、生成AIの実務活用を学ぶ「AI研修」を開催しました。習得した知識・スキル

は新規事業の企画や業務支援ツール改修等の実務の中で活用していきます。

産学連携によるイノベーション人材の育成支援

広島大学と当社は、2019年に「包括的研究協力に関する

協定」を締結し、継続的に共同研究講座を設置することで、

研究・開発を通じた相互連携による人材育成に取り組んで

います。現在は同大学が持つ最新の研究成果と当社の系統

運用技術を融合し、先進的なエネルギーマネジメント技術

の開発を推進しています。これにより、当社から派遣され

た研究者は、社会人ドクターとして学術的知見と実務経験

を有するイノベーション人材に成長します。

認定者数（2026年3月末時点）

対象会社 人数

29人

28人

中国電力（火力、原子力、水力、土木、建築、情報）

中国電力ネットワーク（送変電、配電、系統計画）
研修の受講人数

国際学会
（IEEE PES ISGT Europe 2025）

技術・技能継承に向けた取り組み

取り組み 概要

経験豊富で高い技術・技能を保有するとともに、他の社員の目標となる
社員を認定し、技術・技能継承活動に活用する制度。

経験豊富な社員を「技術・技能強化チーフ」として選任し、個人の
育成目標達成支援や教育・研修実施支援等に活用する制度。

日常的に実施する業務において、個人・組織の技術・技能レベルに
気付きを与え、向上意欲とやりがい・達成感の醸成を図る。

高度技術・技能者認定制度
（エネルギア・マスター）

教育スタッフ制度
（技術・技能強化チーフ）

技術・技能大会の開催

エネルギア・マスターによるタービン研修 技術・技能大会（配電関係）

0

50

100

150

200

2021

50
68 59

110

186

2022 2023 2024 2025 （年度）

（人）

中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026

DE&I

パフォーマンスデータガバナンスイントロダクション 環 境目 次 社 会

  地域共創  ｜  安定供給  ｜  サプライチェーンマネジメント  ｜  人的資本  ｜  企業文化変革  ｜  DE&I  ｜  人権  ｜  労働安全衛生  ｜  DX  ｜  研究開発･知的財産  ｜  新規事業創出 55



性別に関係なく誰もが活躍できる企業グループを目指して

当社グループは、「性別に関係なく誰もが活躍できる」ことをありたい姿とし、具体的には「各

職階の男女比が社員の男女比と等しく、男女ともに仕事とプライベートを両立しており、男女間

の賃金差異が解消された状態」と定義しています。

中長期的にありたい姿を実現するため、当社においては、全産業平均へのキャッチアップと役員

登用のすそ野拡大を目指した目標を設定し、育成計画の策定や研修会を通じた意識改革等、女性

管理職の増加に向けて取り組んでいます。

また、男女ともに仕事と家庭を両立できる職場風土を醸成するよう、男性育児休職取得の向上

等に関する目標を設定し、在宅勤務をはじめとする働き方の選択肢の充実や、仕事と家庭の両立

支援制度の整備等、性別を問わず育児参加できる環境の整備に取り組んでいます。

各組織のトップによるメッセージ発出

なぜ「多様性の推進」「女性活躍」「男性育休」に取り組むのか。そう

した社員の疑問を解決するため、当社および中国電力ネットワーク㈱

の社長や女性活躍推進担当役員をはじめ、各組織のトップ約30人が多

様な人材の活躍推進に取り組む意義・必要性や各組織固有の課題と目指

す方向性等について、自身の経験や思いを自らの言葉で語るメッセー

ジとして社内に発出しました。

引き続き、経営層自らが先頭に立って意識醸成を図りながら、「性別

に関係なく誰もが活躍できる」企業グループを目指して取り組んでい

きます。

女性社員の活躍推進

女性社員の活躍推進に向けて、適性や育成計画に基づく幅広い業務付与により能力発揮を促す

とともに、各研修会等を通じて、管理職や女性社員の意識改革を図っています。

2025年6月に設置した女性活躍推進会議においては、行動計画目標の実現に向けた現状を共

有するとともに、管理職のすそ野拡大や育児期の働き方等に関する意見交換を実施しています。

女性管理職比率や男女別の昇進率の検証等指標の状況をモニタリングするとともに、各組織の現

状や好事例を共有する等組織横断的な取り組みを進めています。

女性社員の“背中を押す”研修

組織の中核を担いはじめた女性社員を対象に、将来

のキャリアについて考える際の視野を広げ、自らの可

能性をより前向きにとらえてもらうことを目的とした研

修を開催しています。

自信と行動力に関する理論や、多様なリーダーシップ

のあり方について学びながら、参加者同士が対話を行う

ことで、自らの強みやキャリアの方向性を見つめ直す

機会となっています。

ありたい姿

次世代育成支援法・女性活躍推進法に基づく行動計画における目標

社内報（抜粋）

参加者同士の対話の様子

As Is(現状) To Be (ありたい姿) 性
別
に
関
係
な
く
誰
も
が
活
躍
で
き
る

等しくない 等しい
課長以上ポスト

管理等級以上
5%程度

10%程度
全社員

20%程度

女性
活躍

男性
育児 男性 < 女性

70%程度

男性 = 女性

100%賃金
差異

女性

男性

同じ
比率

……

……

……

男性の賃金に対する女性の賃金の割合

育児休職取得率・平均育児休職期間

社員の男女比と各職階の男女比

範囲指標 単位
2025年度
実績 目標

2027年度
課長以上女性比率※1

部長女性比率

男性育児休職取得率※2

男性育児休職平均取得期間

小学生以下の子を育てる社員の
所定外労働時間（月間平均）

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

％

％

％

日

時間

5.4

3.4

89.0

77

27.9

７

６

100

60

26.4

※1  女性活躍推進法(平成27年法律第64号)の規定に基づき算定している。
※2  育児介護休業法の規定に基づき、同法律施行規則第71条の6第１号により算定しており、育児目的休暇は含んでいない。

目標達成に向けて、概ね順調に進捗しており、引き続き着実に取り組みを実施していきます。
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多様な働き方の推進

多様な働き方の実現に向けて、フレックスタイム勤務制度や在宅勤務制度、生活上の様々な

ニーズに対応するための当社独自の休務制度等、働き方の選択肢の充実を図っています。

仕事と家庭の両立支援

育児・介護のための休職制度や短時間勤務制度、育児・介護施設等の

利用に要する費用の補助等、仕事と家庭の両立支援制度を整備すると

ともに、男性の育児参加を推進し、男女ともに仕事と家庭を両立でき

る職場風土の醸成に取り組んでいます。また、不妊治療を受けながら

安心して働き続ける環境の整備として、検査・治療費の補助制度も設

けています。

多様な働き方を尊重し合う職場環境づくり

多様な働き方を実現する制度を整備するとともに、

制度を実際に気兼ねなく利用できる職場環境を実現

することも重要です。

育児支援制度の利用に関する社内アンケートの結

果によると、「上司・同僚の理解」を求める声や「職

場に迷惑をかけるのが嫌」とためらう声があること

もわかっています。休職取得希望者本人だけでなく

他のメンバーも含め、誰もが働きやすい職場環境づくりの一助とするため、上司に求められるコ

ミュニケーションや対応のポイントをまとめたハンドブックを配布しています。

また、経営層・管理職がそれぞれの立場で意識すべきマネジメントの要諦や具体的な手法につ

いて学ぶ研修等を通じ、多様な人材を活かすマネジメントにつなげています。

福利厚生制度

福利の維持増進を図るとともに、生産性向上に資することを目的として、社宅や住宅融資等

の住宅支援、財形貯蓄や従業員持株会（中国電力株式投資会）等の資産形成その他の自助支援と

いった各種支援を行っています。また、社外の福利厚生サービスに加入し、多様なニーズにも対

応できるようにしています。

このほか、派遣労働者を含む全従業員を対象としたコミュニケーション活性化支援も行って

います。

障がい者の雇用促進

障がい者の自立を支援する観点から、継続的に障がい者の採用を進めています。

特例子会社の㈱エネルギア・スマイルは、2023年7月に厚生労働省から、障がい者の雇用促進・

安定等に関して優良な取り組みを行う中小企業として「もにす認定」を受けており、2026年4月

時点において、61人の障がい者スタッフが、清掃、郵便物集配、売店運営、電力量計の仕分け、

印刷業務等に従事しています。

引き続き、障がい者が働きやすい職場環境の整備に努め、更なる雇用促進を図っていきます。

上司向けハンドブック

多様な働き方を実現する主な制度、取り組み

フレックスタイム勤務

在宅勤務

時差勤務

時間単位の年次有給休暇

ライフサポート休暇※1

配偶者同行休職

その他の取り組み

始業7時～11時、終業14時～21時の間で選択可能

自宅等で業務を行うことが可能

始業時刻を30分単位で設定可能

年次有給休暇を1時間単位で取得可能

育児、介護、不妊治療、ボランティア、自己啓発等に利用可能

1回の休職につき3年まで

フリーアドレスの実施、Microsoft365やiPhoneの活用　等
※1 入社から退職までの期間における生活上の様々なニーズへ弾力的かつ幅広く対応するために設けた当社独自の休暇制度。

仕事と家庭の両立支援制度

育児短時間勤務

介護短時間勤務

育児休職

出生時育児休職

介護休職

業務と育児・介護・
治療の両立支援措置※2

勤務時間を最大2時間短縮

勤務時間を最大2時間短縮

子が2歳に達するまで

出生後8週間のうち通算4週間まで

通算1年まで

福利厚生制度として育児・介護および不妊治療関連の費用を補助

（注）全従業員が対象。ただし、※2については パートタイム社員等一部の従業員を除く。

「子育てサポート企業」
として、厚生労働大臣の
くるみん認定を取得
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個人と組織の「関係性」向上

組織文化の指標（従業員エンゲージメント等）の把握

多様な人材の活躍に向けて社員個々の力を最大限に引き出すため、社員の主観（個人の思い）を

定量化した「従業員エンゲージメント」や「心理的安全性」等の組織文化に関する指標を全社員

を対象とした自己申告制度において毎年調査しています。その申告内容は上司と部下のコミュニ

ケーションの材料としても活用しています。

組織文化の指標を定期的にモニタリングし、人材マネジメントの継続的改善につなげていくことで、

個人が組織の中で臆することなく自身の強みを発揮できる組織文化の定着を図っていきます。

管理職のマネジメント支援

組織運営の鍵を握る管理職のマネジメント力向上支援に取り組んでいます。マネジメントに資

する情報を継続的に発信するとともに、従業員エンゲージメントの向上に向け、組織文化に関す

る指標のマネジメントへの活かし方を示したハンドブックを全管理職へ配布しています。

また、新任ライン長研修ではエンゲージメント向上に資するリーダーシップコミュニケーション

について、新任所属長研修では心理的安全性について、理解を深めるプログラムを実施しています。

さらに、希望者に対しては、ＥＱ（感情マネジメント力）向上等を学ぶ機会も提供しています。い

ずれも、受講者同士の対話の時間を多く設け、自身の組織運営を振り返り、実践につながる気付

きを深めることを重視しています。

コミュニケーション活性化支援

仕事から離れた場での交流・対話を通じて一体感を高めることを目的に、業務外における

活発なコミュニケーションを支援する観点から、福利厚生制度として「Energia Off-Time 

Community（略称：Ｅ- オフ会）」を設けています。

事業所長が任命したイベントリーダーが中心となり企画・実施する職場単位の「イベント」と、

共通の趣味を持った者が集い自主的に運営する「クラブ・サークル」について支援を行っており、

スポーツ、文化・教養、レクリエーション、行楽、ボランティア等の活動を通じ、全従業員を対象

にコミュニケーションの活性化を図っています。

【組織文化の指標　集計方法】
● 当社社員を対象に年１回、４月に調査（2023年4月から開始）。
● いずれの指標も肯定回答者の割合。各設問の回答を５～１点にスコア化し、平均４点以
上の者を肯定回答者として集計。

● 2026年4月調査の対象者は約3,400人。有効回答率は93.2%。

管理職向けハンドブックの一部

調査結果の概要

従業員エンゲージメント（14問）

心理的安全性 (7問) 働きやすさ実感度 (1問) 人材ビジョン実践度（2問）

※メンバー全員が肯定回答した職場の割合

72.9%71.0%69.4%68.3%

2026202520242023

85.4%84.6%84.3%82.8%

2026202520242023

82.3%82.2%81.9%78.7%

2026202520242023

22.6%22.6%

36.7%36.7%
29.2%29.2%27.6%27.6%27.0%27.0%

15.6%15.6%14.1%14.1%12.6%12.6%
※※

※※

48.9%
46.7%

45.2%
42.9%

2026202520242023
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方針・考え方
すべての人々の人権を尊重することを事業活動の根底におき、いかなる差別も行わず、人権が

真に尊重される社会の実現に向けて取り組んでいます。

人権啓発活動方針

当社グループの全役員および全従業員が人権尊重の考え方を共有し、実践していくため、「中国

電力グループ人権方針」を定め、様々な人権課題に取り組んでいます。同方針は、エネルギアグ

ループ企業行動憲章の「人権の尊重」を徹底するための行動指針として位置づけています。

体制・ガバナンス
様々な人権問題の解決を目指し、企業の社会的責任を果たすことを目的として、本社に各事業

本部、部門等のトップを委員とする「人権啓発推進委員会」を設置しています。また、労働組合と

も「人権啓発推進労使会議」を開催し、相互で意見交換等を実施しています。さらに、各事業所

に人権啓発推進責任者・推進役を置き、職場研修の実施等による人権啓発の推進を図っています。

指標・目標
当社は、同和問題やハラスメント等の人権問題についての認識を深め、人権問題の解決に向けた行

動につながるよう、毎年、全社員対象の職場人権研修をはじめ、階層別の研修を実施しています。

目標達成に向けて、引き続き着実に取り組みを実施していきます。

「中国電力グループ人権方針」に記載の７項目

1． 人権方針の適用
2． 人権啓発の推進体制

3． 人権デュー・ディリジェンス
4． 社内啓発　

5． 社外との対話
6． 情報公開

7． 救済

●  ハラスメント　 ●  当社およびサプライチェーンにおける重大災害　●  過労死等　●  差別（同和問題等）　
●  出資先での強制労働・児童労働　●  性的マイノリティへの差別

取り組み

人権の尊重

「中国電力グループ人権方針」に基づき、
国連・政府の「ビジネスと人権」の方針を踏
まえ、人権デュー・ディリジェンスに取り組
み、継続的に当社グループ大での人権啓発
活動を推進していきます。

人権（侵害）リスクの特定と対応
人権への負の影響を評価し、当社にとって特に重要な優先的に取り組むべき人権（侵害）リスクを
特定して、優先的な取り組みを進めています。人権への負の影響や対応策は、定期的に見直します。

グループ企業との連携
グループ企業各社の人権デュー・ディリジェンスへの取り組み状況等を把握するとともに、当社が
作成する人権啓発資料を展開する等、グループ大での人権啓発活動について認識を共有しています。

サプライチェーン上における人権尊重
資材調達の基本方針やサステナブル調達ガイドラインの公表、資材取引に係る企業倫理相談窓口の

設置等を行い、毎年のお取引先さま説明会や訪問等の機会を通じて周知・浸透を図っています。また、
2025年度は主なお取引先さま132社に対しアンケート調査を実施し、サプライチェーン上に重大なリ
スクがないことを確認しました（アンケート対象のお取引先さまの契約額が占める割合：80%程度）。

人権相談窓口の設置と救済
人材活性化部門（社内）に人権に関する相談窓口を設置するとともに、グループ企業社員も対象

とする「ハラスメント相談ダイヤル」（社外専門機関）を設けています。相談者の秘匿を徹底すると
ともに、相談したことによる相談者の待遇等に関する不利益な取り扱いの禁止を徹底しています。

指標 範囲
実績

2025年度 2026年度 2030年度
目標

中国電力 100 100 100

単位

％職場人権研修受講率※

※受講者／受講対象者。受講対象者は社員および派遣社員。休職等により受講不可の者は除く。

人権啓発推進委員会

本　　　社

人権啓発推進労使会議 人権啓発推進役会議

人権啓発推進委員会

支　　　社

人
権
方
針
の
策
定

救
済（
苦
情
処
理
メ
カ
ニ
ズ
ム
）

人権デュー・ディリジェンス

2

負の影響の防止・軽減
研修、サプライチェーン管理

説明・情報開示
統合報告書等での情報公開

4 3

取り組みの実効性評価
アンケート、モニタリング

1

人権への負の影響の
特定・評価
リスクの洗い出し

カスタマーハラスメントへの対応
当社グループの全従業員の人権を尊重し、従業員が安心して働くことのできる職場環境を整える
ため、以下の項目からなる「中国電力グループ カスタマーハラスメントに対する基本方針」を定め
ています。

1． カスタマーハラスメントの定義
2． カスタマーハラスメントの具体例

3． カスタマーハラスメントへの対応
4． 従業員への対応

中国電力グループ 
カスタマーハラスメントに対する基本方針
https://www.energia.co.jp/corp/esg/customer/

中国電力グループ人権方針
https://www.energia.co.jp/corp/esg/human_rights_policy/index.html
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方針・考え方

安全と健康の確保を最優先とした事業活動

「中国電力グループに関わるすべての人の安全と健康の確保を最優先とした事業運営が事業活動

の基盤である」との考えのもと、職場で働く一人ひとりの安全の確保と心身の健康の保持増進に向

けて取り組むとともに、請負工事や委託業務における災害を含む労働災害の撲滅に向けて継続的に

取り組んでいます。

安全健康推進業務運営方針

安全と健康に関わる方針や重要施策を審議するため、部門横断的なメンバーで構成された会議

体（安全健康推進会議）を設置し、当社と中国電力ネットワーク㈱が一体となって諸施策を推進

していくための「安全健康推進業務運営方針」を定めています。この方針のもと「中国電力グルー

プに関わるすべての人がお互いを尊重し、安全と健康を気づかいあう」職場風土づくりを推進す

るための施策を展開しています。

体制・ガバナンス
労働組合や健康保険組合と連携を図りながら、グループ企業・協力会社と一体となって安全と

健康の推進に取り組んでいます。

請負工事における労働災害を防止するため、事業本部・部門等の工事実施箇所ごとに請負工事

安全対策協議会を設置し、工事・作業実施時の連絡・調整、必要な指導・助言を行うことができ

るよう安全協力体制を確立・運営しています。

指標・目標
グループ経営ビジョン実現のためのマテリアリティの主要課題として「労働災害の防止と健康

の保持増進」を設定し、中期経営計画において安全と健康の取り組みに関する指標を定期的にモ

ニタリングしています。目標達成に向けて、引き続き着実に取り組みを実施していきます。

指標 範囲
実績

2025年度 2026年度 2030年度
目標

中国電力

中国電力

中国電力

0.29

1.45

0.92

0.28

1.04

1.35

0.28

1.00

1.30

単位

－

％

％

災害度数率※1

疾病休務率（アブセンティーイズム）※2

要指導者率（プレゼンティーイズム）※3

2026年度の方針目標

〈安全〉
● 死亡・休業災害 「０件」
● 電気・墜落災害 「０件」
● 業務上交通災害（人身事故）「０件」

〈健康〉
● 疾病休務率の減少（アブセンティーイズム）
● 要指導者率の減少（プレゼンティーイズム）
● 定期健康診断有所見率の減少

労働安全衛生
マネジメント
システムによる
PDCA

報告 審議・策定

実行 計画

※1 労働災害による死傷者数（休業1日以上）／延べ100万実労働時間。
※2 疾病のために７日以上連続休務した日数が全勤務日数に占める割合。 疾病休務延べ日数／所定稼働延べ日数。
※3 健康上の理由で就労制限等が必要な者が総人員数に占める割合。 要指導者数（健康理由により就労制限がある者）／総人員数。
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取り組み

安全と健康の推進

災害ゼロの追求

災害ゼロを目指して、安全確保の基本となるライン管理者
による安全管理の徹底、危険予知活動による危険感受性の
向上およびリスクアセスメントによる先取り安全の徹底等
により、社員一人ひとりの安全意識の高揚と安全行動の習慣
化に向けて取り組んでいます。
その結果、当社の災害度数率は全国レベルに比べ低い水準

で推移しています。

請負安全対策

発注者の責務として、元請・協力会社の災害防止に向けた指導・支援を積極的に行うとともに、
ヒューマンエラーによる災害防止の観点も考慮した安全確保に一体となって取り組んでいます。

交通安全対策

独自の「業務上車両運転者認定制度」を設けて、法定管理者やライン管理者による厳格な安全運転
管理を行うとともに、専門の教育・訓練を受けた安全運転指導員による日常的な実技訓練・指導により、
運転技能とマナーの向上に努めています。
若年層社員を対象にテレマティクスサービスを活用し、車載

デバイスから得られる急操作等の走行データをもとにした運転
診断・指導により、安全運転意識の高揚につなげています。

健康経営の推進（心とからだの健康づくり）

社員一人ひとりの健康の保持増進が、生産性の向上や活力ある職場
づくりにつながるという考えのもと、健康経営を推進しています。心
とからだの健康づくりへの取り組みが評価され、「健康経営優良法人
(大規模法人部門)」の認定を受けています。

自主健康づくりに向けた取り組み

産業保健スタッフによる健康指導や健康教育、健康保険組合と共同実施する健康イベント（ウォー
キングラリー等）や健康情報の発信により、社員の自主健康づくりを継続的に支援しています。

禁煙支援・受動喫煙対策

喫煙者への禁煙支援や屋内禁煙による受動喫煙対策の取り組みにより喫煙率は 14.3% に低下
しています。すべての事業所の敷地内禁煙を最終目標とした受動喫煙対策ロードマップに沿って、
喫煙場所の削減や禁煙時間の設定等を進め、2030年度には喫煙率 12.0%を目指しています。

メンタルヘルスへの取り組み

メンタルヘルス教育、ストレスチェックによる高ストレス者の個別フォロー、社内および社外
専門機関による相談体制の確立により、メンタルヘルス不調の未然防止と適切な対応につなげる
とともに、職場復帰支援制度により休務者の円滑な職場復帰のサポートをしています。また、
ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善活動により、働きやすい職場づくりにも
取り組んでいます。

女性特有の健康課題への支援

女性特有の健康課題への支援を通じて、誰もが安心して働く
ことができる職場環境の実現を目指し、2025年4月に産業保健ス
タッフをメンバーとしたプロジェクトを発足しました。
社内の専門相談員（愛称：なでしこアドバイザー）による相談体

制の確立、リテラシー向上のための教育や情報発信、婦人科が
ん検査の受検率向上に向けた取り組み等を行っています。

災害度数率※

指標 2023年度 2024年度 2025年度
7件
0件
0件

2件
0件
0件

2件
0件
0件

死亡・休業災害（社員）
死亡災害（社員）
電気・墜落災害（社員）

指標 2023年度 2024年度 2025年度
9件
1件
2件

9件
0件
1件

11件
3件
2件

死亡・休業災害（請負）
死亡災害（請負）
電気・墜落災害（請負）

指標 2023年度 2024年度 2025年度
1件 1件 2件業務上交通災害（人身事故）

全国度数率 当社実績

（年度）2023 2024 2025

2.14

1.00

0.29 0.29

2.10 2.01

※災害度数率とは、延べ100万労働時間あたりの労
働災害による休業1日以上の死傷者数のことで、災
害の発生頻度を表す。新型コロナウイルス感染症り
患による労働災害を除く。全国度数率は厚生労働
省『労働災害動向調査』による。当社実績は中国電
力個社の数値。

SmartDrive Fleet
㈱スマートドライブ提供

車載デバイス

三隅発電所　安全大会の様子

健康関連データ一覧
https://www.energia.co.jp/corp/esg/
assets/pdf/kenkoudata.pdf

広島県が推進する「肥満症対策事業」への参画

2026年4月から、広島県が推進する「肥満症対策事業」に、パートナー企業として参画してい
ます（日本初の取り組み）。本事業への参画を通じて、社員の健康づくりへの支援の強化にとどま
らず、県内企業のモデルケースとして地域全体の健康増進に貢献していきます。

中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026

労働安全衛生

パフォーマンスデータガバナンスイントロダクション 環 境目 次 社 会

  地域共創  ｜  安定供給  ｜  サプライチェーンマネジメント  ｜  人的資本  ｜  企業文化変革  ｜  DE&I  ｜  人権  ｜  労働安全衛生  ｜  DX  ｜  研究開発･知的財産  ｜  新規事業創出 61

https://www.energia.co.jp/corp/esg/assets/pdf/kenkoudata.pdf


方針・考え方

エネルギアグループDX戦略の策定

グループ経営ビジョンの実現に向け、デジタルを活用した業務変革（DX）にグループ一体で取り

組むため、2026 年度から2030 年度のデジタル技術活用に関するグループの目指す姿と取り組み

の視点を示す“デジタル変革の羅針盤”となるエネルギアグループDX戦略（以降「DX戦略」という）

を策定しました。

DX戦略では、「倍速エネルギア」を取り組み姿勢として、AI とデータの徹底的な活用により、

業務変革に向けた圧倒的なスピードを獲得することで、業務生産性向上を図るとともに、社会

環境やデジタル技術の急速な変化をチャンスに変えて新たな価値創造の実現を目指していきます。

DX戦略で優先的に施策を展開する領域として、CX向上、発電価値向上、グループDX 、業務

プロセスの効率化・高度化、デジタルによる地域社会貢献、デジタル人材育成、デジタル活用基盤

の７つを選定し、各領域におけるデジタル変革の施策の具体化を進めています。

DX戦略の実現に向けた取り組みは、2段階で進めることとしています。フェーズ1（2026～

2027年度）では、一部業務を対象に業務の再構築を図るとともに、AI ・データ活用を先行的に実施

し、成果を蓄積します。フェーズ2（2028～2030 年度）では、全社的なAI ・データの本格活用に

向けて、蓄積した成果を活かして対象業務を順次拡大していきます。

体制・ガバナンス
経営の意思決定と各施策の実行を一体的に進め、グループ全体でDXを推進していくため、 DX

戦略の取り組み状況を一元的に把握・評価する推進体制を構築し、運用しています。また、グルー

プにおけるデジタルガバナンスの実効性を確保するために、経営環境やデジタル技術等の状況の

変化に応じて体制や運用の見直しを逐次行うこととしています。

指標・目標
DX戦略における業務生産性向上の目標の一つとして、日常的なオフィス業務や定型業務の生

産性を2倍にすることで、2030年度末までに72万時間の効率化を目指しています。今後具体化

されるデジタル活用施策を踏まえて、各領域の定量的な目標を設定し、DX戦略の実現に取り組

んでいきます。

指標
2025年度
実績 目標

2026年度 2030年度
業務生産性向上による効率化時間
（累計、2024年度実績比）

範囲 単位

中国電力 万時間 ー 33.5 72

統合報告書　DXの推進 P43
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取り組み

AIとデータの徹底的な活用

AIエージェント

DX戦略におけるキーテクノロジーの一つとしてAIエージェントを位置づけており、業務提携先

である㈱AI Shift等の外部専門家と協力しながら、AIエージェント構築プラットフォームを活用し

た事例創出に取り組んでいます。また、AIエージェントにより社員の働き方が大きく変化する可能

性があることから、未来の働き方を示したイ

メージ動画やポスターの展開、AIエージェ

ント操作環境の提供により、AIとともに働

くイメージの共有を図っています。今後は、

活用に必要となる知識の習得や構築・運用ス

キルを有する人材の育成、ノウハウの蓄積

や組織文化の醸成を進めています。

電力業務特化型大規模言語モデル（LLM）の構築

電力固有の業務に生成AIを効果的に活用することを目指し、NTTドコモビジネス㈱と連携し、NTT

㈱が開発した大規模言語モデル（LLM）「tsuzumi 2」を活用した電力業務特化型LLMの構築・検証を

進めています。電力事業においては、法令や各種規制に基づく厳格な業務遂行が求められる中、特に

公的機関向け資料の作成・確認業務には多くの時間を要しており、業務効率化と品質向上が重要な課

題となっています。本取り組みでは、社内マニュアルや手引、過去の申請書類等の業務データを学習

させることで、電力業務に特化したLLMを構築し、実務での活用に向けた精度向上を進めています。

全社員が利用できるデータ活用ツールの導入

社内に分散する各種データを収集・集約し、可視化・分析することで、業務の効率化と意思決定の

高度化を推進する取り組みの一環として、全社員が利用できるデータ活用ツールを導入しました。

本ツールは、従来はExcel等で行っていた集計・分析作業を置き換えるだけでなく、ダッシュボー

ドによるリアルタイムなデータ共有や、横断的なデータ分析を可能とし、作業負荷の軽減と分析精

度の向上を実現します。さらに、データから得られる気付きから新たなサービスやビジネスの創造

にも寄与します。今後は、データ活用人材の育成や連携するデータ基盤の拡充を進めていきます。

デジタル技術の利活用による設備保全の高度化・合理化

Mobile Mapping System（MMS：車両に搭載したステレオカメラやGPSにより、高精度な3D

画像および位置情報を取得するシステム）を活用し、配電設備の点検業務の高度化・効率化を進

めています。本システムの導入により、現地作業の省力化や点検精度の向上に加え、データの蓄

積・分析による設備状態の把握に取り組んでいます。

また、車載カメラで取得した映像をもとに、画像解析AIにより営巣を検知するシステムを導入

し、営巣巡視業務の自動化を推進しています。

AIエージェント活用イメージ動画・ポスター

tsuzumi 2による電力業務特化型LLMの構築・検証プロセスイメージ

データ活用ツールのイメージ

AIを用いた配電設備の営巣検知イメージ

中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026

DX

パフォーマンスデータガバナンスイントロダクション 環 境目 次 社 会

  地域共創  ｜  安定供給  ｜  サプライチェーンマネジメント  ｜  人的資本  ｜  企業文化変革  ｜  DE&I  ｜  人権  ｜  労働安全衛生  ｜  DX  ｜  研究開発･知的財産  ｜  新規事業創出 63



方針・考え方
グループ経営ビジョン2040の実現に向け、グループのコア価値の創造・活用に取り組むとともに、エネルギー事業や2050年カーボンニュートラルの実現、地域・社会の課題解決に資するイノベーショ

ンを推進し、そのコア価値を活用した新たな事業の創出を目指します。

研究・開発戦略

当社が研究・開発として取り組む方向性を３つの「戦略的イノベーション領域」として設定し、

これらの領域でイノベーションを目指した研究・開発を展開しています。

研究・開発戦略 
https://www.energia.co.jp/assets/info/2026/info20260428-2.pdf

中国電力グループ知財戦略基本方針2040

未来を見据えた「知の深化」によるエネルギー事業の進化と「知の探索」による地域・社会課題の

解決に向けた新たな事業の創出という「両利きの知財活動」を目指し、『未来を描く』『ビジネスデ

ザイン』『共創』の３つのプロセスをエンジンとして知財を活用した価値創造を推進していきます。

エネルギアグループ知的財産報告書（2026年）
https://www.energia.co.jp/press/2026/16421.html

中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026

研究開発・知的財産

パフォーマンスデータガバナンスイントロダクション 環 境目 次 社 会

  地域共創  ｜  安定供給  ｜  サプライチェーンマネジメント  ｜  人的資本  ｜  企業文化変革  ｜  DE&I  ｜  人権  ｜  労働安全衛生  ｜  DX  ｜  研究開発･知的財産  ｜  新規事業創出 64

https://www.energia.co.jp/assets/info/2026/info20260428-2.pdf
https://www.energia.co.jp/press/2026/16421.html


お客さま、投資家、地域·社会

フィードバック 外部開示·対話 情報開示

取締役会

取締役執行役員

研究·開発および知財活動の担当役員

事業戦略

知財戦略会議
研究·開発
推進会議

経営会議

業務執行の
決定を委任

責任·権限の設定

報告

実施主体
事業本部
エネルギア

　総合研究所 等

連携連携

■知財活動に関する
重要事項を審議

■研究·開発戦略、方針
および全社の研究·
開発計画を審議

監督

■知財戦略基本方針に
関する報告

■研究・開発戦略や
知財戦略の実施結果

■知財戦略
基本方針の付議

■研究・開発戦略や
知財戦略の実施結果

体制・ガバナンス
事業戦略、研究・開発戦略および知財戦略を三位一体で展開するべく、研究・開発推進会議、知

財戦略会議が、実施主体と相互に連携を図りながら取り組んでいます。

また、戦略や活動状況について、経営会議および取締役会に報告し、統合報告書や知的財産報

告書等により情報開示するとともに、お客さまや投資家、地域・社会の皆さまからのご意見を戦

略やイノベーションに反映しています。

取り組み

共創の場

研究者が創造的な働き方をするために、自らの活動スタイルに合わせてワークスペースを自由

に選べるオープンなオフィスを実現するとともに、社内外の多様な人々と出会い、対話し、想い

を共有することで、新たな発想や熱量を生み出し、研究・開発として形作るプロセスにつなげる

ための「共創の場」の構築に取り組んでいます。

不確実性の高い社会においては、外部との対話や共創を通じて価値を創出することが不可欠で

あることから、社内外との接点を広げ、潜在的な社会からの要請を先取りし、研究成果の社会実

装・事業化へとつなげています。

2026年4月にNTT㈱のR&Dトップ木下真吾氏を招いて開催した「未来創造セミナー」では、当

社中川賢剛社長も交えて社会インフラ事業者同士の視点を掛け合わせながら未来像を語り合い、

新たな事業創出や価値創造のヒントを得る対談を行いました。

指標・目標

技術・ノウハウを活用した事業領域の拡大

共創およびオープンイノベーションを通じた人材育成・確保と企業文化の醸成を基盤に、事業領

域拡大につながるプロジェクトを創出し、新たなビジネス機会の創出を実現します。 3拠点をつなぎ未来創造セミナーを開催

共創

指標 範囲
実績 目標

2025年度 2026年度 2030年度

グループ 2件※ 活用率向上
新たな

ビジネス機会
創出

イノベーションを通じた事業領域拡大に
つながるプロジェクトの創出
（保有特許・コア技術の活用）

東京オフィス 本社 研究所
※カキ養殖採苗支援ツール「カキNavi」、低温脱硝触媒の開発　P67
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ワット・ビット連携を目指したエネルギーマネジメントシステム（EMS）

再生可能エネルギーの更なる普及拡大やDX化が進展する社会においては、電力の需要と発電

量のバランスを適切に保つことが一層難しくなることが予想されます。こうした将来の課題に対

応するため、当社グループの強みである電力系統運用技術を活かし、実証試験を通じて、エリア

ごとの特性を踏まえたエネルギー

マネジメントシステムの開発を進

めています。

さらに、各エリアに分散する

データセンターと分散エネルギー

リソースを一体的に制御する「ワット・

ビット連携（電力と情報通信インフラ

の一体的な整備）」を志向したシス

テムの開発を目指しています。

知財・無形資産を起点とした価値創造の道筋

エネルギーマネジメントシステム分野においても、IPランドスケープ※を活用しながら、目指

す将来像（ToBe）を明確に描くとともに、その実現に向けて現状（AsIs）とのギャップを把握し、

未来から逆算して今取るべき戦略や施策を導き出すバックキャストのアプローチで検討を進めて

います。これにより、お客さまの課題やニーズに応える新たな事業や価値の創出に取り組んでい

ます。
※ 知財情報に社会動向・市場情報等を組み合わせ分析し、経営戦略策定や企業の意思決定に活用するもの。
　「IPランドスケープ」は、正林国際特許商標事務所 正林真之氏の登録商標です。

分散データセンターにおけるAIの分散処理やワークロードシフトにより
AI処理と電力の最適化の社会実装を目指す「ワット・ビット連携」の実証

エネルギーマネジメント技術の高度化に向けた広島大学との連携活動

2024年から広島大学先進理工系科学

研究科内に「中国電力カーボンニュート

ラル対応エネルギーマネジメント先進

技術共同研究講座」を設置し、地域グ

リッドにおけるエネルギーの地産地消

を実現するマネジメント技術の高度化

に取り組んでいます。

ワット・ビット連携を機会とした事業のイメージ

※ ワークロードシフト（系統混雑を踏まえたデー
タ処理の空間的・時間的シフト）

必要な技術

共創

目標

お客さま課題·ニーズ

光熱費を低減したい

再エネを有効活用したい

CO₂排出量を削減したい

災害時の停電に備えたい

Asls

研究·開発戦略

地域・社会課題解決を
通じた事業領域拡大

地域のお客さまとの接点
(取引)

販売チャネル
(電化住宅、エコキュート)

電化+省エネ提案ノウハウ

消費エネルギー可視化

発電量·消費量データ

創造·活用戦略

電力需要予測技術
太陽光予測技術

＋

充放電計画策定技術

分散エネルギーリソース
監視·制御技術

分散エネルギーリソース
利用最適化技術

ToBe(お客さま視点)

エネルギーコスト
最小化

再エネ利用の
最大化

脱炭素化

エネルギー
地産地消

●お客さま・地域の
脱炭素化

●新サービスによる
取引継続·拡大

地域のお客さまの
信頼獲得

収益向上

企業価値の向上

成果

ビジネスモデル(知財·無形資産の創造·活用) 「EMS」による
お客さま価値 収益性向上·社会貢献

高度化イメージ
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NTT ドコモビジネス㈱が代表となるコンソーシアムに参画し、総務省の令和 8 年度「ワット・

ビット連携関連実証」に関する実証事業の採択を受けて、データセンター間の連携技術およびワッ

ト・ビット制御基盤技術

を組み合わせたワット・

ビット連携の実現可能性

の検証を開始しています。



カキ養殖採苗支援ツール「カキNavi」

「カキNavi」は、広島県農林水産局水産課の協力のもと㈱セシルリサーチと共同で開発したカ

キ幼生の発生状況をAIを用いて調査するWEBアプリです。カキ養殖事業者の皆さまの利用を通

じて寄せられる課題や要望を反映しながら改良を重ねることで、実際の現場で使いやすく、役立

つツールへと進化させています。

近年の海洋の環境の変化により、カキ養殖事業では、成体の大量へい死や、幼生の減少・不安

定化による採苗不調への懸念があります。このうち採苗不調の改善に向けて、昨年度に引き続き、

研究・開発の一環として「カキNavi」のモニター提供を行っています。

カキNavi

海水をサンプリングし、

撮影した画像をAIで解析

しカキ幼生を検出

粒径の異なる二

種の研磨材を混合

し、ハニカム構造の

触媒内部を通過さ

せることで、均一な

研磨を実現します。

科学技術の進歩

と地域産業の発

展に貢献する取り

組みとして高く評

価され、受賞しま

した。

「リモートセンシングを核とした海洋文化都市共創拠点」への参画

触媒関連技術の高度化

脱硝触媒研磨再生技術の開発

火力発電所で使用される脱硝触媒を再利用するため、当社グループの脱硝触媒再生技術および

性能評価技術と、ハシダ技研工業㈱が有する精密研磨技術という双方の強みを融合することで、

触媒表面の被覆等を研磨により取り除き、再利用を可能とする「脱硝触媒研磨再生装置」を開発

し、当社の一部石炭火力発電所で活用しています。

さらに多くの脱硝装置ユーザーに価値を提供できるよう、ビジネス化に向けた検討等を関係者

と連携しながら進めています。

CO₂メタノール合成触媒の開発
CO₂と水素を原料としたメタノール合成は、触媒を用いた高温・高圧下での反応が主流であり、

エネルギーコスト削減のため、低温・低圧化が強く求められています。

このため、国立研究開発法人科学技術振興機構の戦略的創造研究推進事業ALCA-Nextのプロ

ジェクト（代表：東京都立大学）へ参画して、低温・低圧条件で製造を可能にする新たな触媒の研

究を進めています。

低温脱硝触媒の開発

東京都立大学との共同開発により、低温領域で高い性能を発揮する脱

硝触媒を開発しました。現在、ハルタゴールド㈱で試験研究等用の脱硝

触媒（粉末）の販売をしています。

引き続き研究開発を進めており、現在は北海道大学と共同で実施して

います。

カキ養殖採苗支援ツール
「カキNavi」　
https://www.energia.co.jp/business/
kakinavi/index.html

検出した幼生を成長段階に応じて
色分けした四角枠で表示

採苗に適した付着期幼生

脱硝性能

150℃ 200℃

 ■低温脱硝触媒
 ■従来の脱硝触媒

脱
硝
率

脱硝触媒研磨再生装置 中国地方発明表彰「特許庁長官賞」受賞

空気の流れ 研磨材の流れ

広島大学が代表機関として実施

する「リモートセンシングを核と

した海洋文化都市共創拠点」（国

立研究開発法人科学技術振興機構

の「共創の場形成支援プログラム 

(COI-NEXT)」本格型に採択）へ参画

し、「カキNavi」の高度化に取り組ん

でいます。
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事業領域拡大プロジェクト

事業領域拡大プロジェクト
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知財活動による成果

企業価値向上の源泉は、有形資産のみならず、知財をはじめとする無形資産およびそれらを

創出する人材にあるとの認識のもと、知財活用と人材育成に取り組んでいます。

特許ポートフォリオの再構築

価値創造に向け、活用可能性や効果の高い特許を選別して出願するとともに、保有している特

許は定期的にたな卸しを行い、適切に管理しています。これにより、重点分野での特許拡充と最

適なポートフォリオの再構築を進めています。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

20252024202320222021
0

50

100

150

200

（年度）

（件）

電力上位３社平均
中国電力各年度末の総登録件数
ガス上位２社平均

1,9242,060

3,2223,309

131 

39 

115 
1,965

DX GX 新事業・新サービス その他

AI、IoT等
デジタル技術を活用した
業務改革・価値創造(DX)

火力の脱炭素化、 
次世代ネットワーク等の
クリーンエネルギー
活用への変革(GX)

新事業・新サービス

● 発電・変電設備の点検・
　運用に関するデジタル化技術
●スマートメーターのデータ利用関連 等

● CO₂回収・利用・貯留技術
●電気自動車の電力利用技術
●バイオマス関連技術 等

●電力データを利用した新サービス
●石炭灰造粒物の水質浄化による
　排水再利用トイレシステム
●貝類付着防止技術の応用    等

2022年度末47% 2025年度末87%

53%

12%
11%

24% 13%
13%

35%

39%

特許による財務への貢献

当社では保有する特許の活用による

金額効果を見える化するために、特許

技術が関係している主な効率化施策の

累計コスト低減額を算定し、それをもと

に、特許の価値の定量的評価額を算出

しています。2025年度の特許価値の定

量的評価額は176億円となっています。

知財人材の育成

発明へのチャレンジ意欲醸成、IPランドスケープ活用等の各種研修を行い、業務運営のあらゆる

場面で生み出されている知的資産を知財化することに取り組んできた結果、全社員の４割強が

発明者となっています。 2025年度は新たに73人の発明者が誕生しました。

また、高度な知的財産分野の専門業務に対応できる人材の育成に取り組むとともに、知財関連

資格の取得を積極的に推進しています。

企業ブランドの構築のための商標の活用

ブランドメッセージ「一日も。百年も。」（商標登録第6804169号）には、「地域の皆さまの変わ

らない一日をこれからも支えつづけていくため、『中国電力はもっと変わろう』」との想いを込めて

います。「一日も。百年も。」といえば「中国電力」が想起されるよう、商標として権利を保護する

とともに、シンボルマークと併記し名刺や社用封筒に掲載するほか、テレビCMや特設サイト等

さまざまな媒体で活用し、企業ブランドの構築・浸透に努めています。

2025年度の特許の価値の定量的評価額

知財関連研修
【対象者】 【研修名等】 【研修目的・概要】

特許出願における重点分野の割合 特許登録件数の推移

知財関連試験有資格者数※

資格名 保有人数
4人

1人

120人

27人

3人

弁理士

知的財産管理技能士（1級）

知的財産管理技能士（2級）

知的財産管理技能士（3級）

知的財産アナリスト
※中国電力㈱と中国電力ネットワーク㈱の合計

2025年度末現在

テレビＣＭ
シンボルマークと併記

経営層 知財戦略講演会

知財マネジメント講演会

新任管理職研修

新入社員研修

価値創造セミナー
（IPL・デザイン思考・商標等）

特許出願ファースト
ステップ研修

中級者

初級者

新入
社員

部長
MG

新任
管理職

・知財活動に取り組む意義の認識および意識改革の促進
・個別課題、知財戦略ステージ転換期等に実施

・知財活動の推進力向上
・経営・事業に直結する知財の考え方と、推進力向上の
ために押さえるべき取り組みを解説

・知財活動における管理職としての役割理解
・知財戦略の意義や発明創出活動、知財リスクを解説

・特許出願に必要な着眼点や提案書の書き方
・発明の視点、簡易発明提案書の書き方を解説し、初
めての特許出願をサポート

・知財基礎知識の理解
・基礎知識や当社グループ知財の取り組みを解説

・価値創造・実装についての理解
・価値創造やビジネスデザインに結びつけるための研修・ワー
クショップを、IPLやデザイン思考等のテーマ・領域ごとに実施

中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026

研究開発・知的財産
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評価年数 施策件数
特許技術が
関係した
コスト低減額

特許の価値の
定量的評価額

173件

170件

3件

420億円

409億円

11億円

176億円

165億円

11億円

2025年度(I)

2024年度(II)

(I - II)
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オープンイノベーション（主な協業事例）

当社の顧客接点や地域とのネットワーク、グループ内での利用機会を活用して、投資先等との

協業事例を創出しています。

地元企業や当社グループを対象としたセミナーの開催

オープンイノベーション推進を目的に、2025年度

は、出資先である㈱オーディオストックの西尾周一郎

社長をお招きし、地元企業や当社グループの新規事

業創出担当者を対象としたセミナーを開催しました。

方針・考え方
これまで、新たな利益の創出を目指し、カーボンニュートラル、DX、スマート社会をテーマに、

地域の課題解決につながる先進的な製品・サービスを持つベンチャー企業へ投資してきました。

現在は、より協業に重点を置いた活動にシフトし、投資先に限らない幅広いパートナーとオー

プンイノベーションに取り組んでいます。

今後も、先進的な製品・サービスをグループ内で利用することで生産性向上やサービス高度化

を進めるとともに、当社グループを通じて地域へ展開し、地域課題の解決に貢献します。

取り組み

ベンチャー投資
ファンドを含め22件・10億円超のベンチャー投資を実施してきました。

ジャフコSVファンド

スマートホームプラットフォーム 蓄電池制御・管理 堆肥化・脱臭・燃料化装置 電力の見える化 ペロブスカイト太陽電池

タクシーのシェアリングサービス 訪日外国人旅行者向け観光プラットフォーム 資産運用サポートサービス

ストックミュージックサービス

住宅ヒンシツ 
アナリティクスサービス

モビリティSaaS 社会・産業インフラ向けDX 秘密分散技術を用いた
セキュリティソリューション

受発注システム エッジAIカメラ ビッグデータソリューション検査工程の自動化 対話型AIプラットフォーム

フードシェアリングサービス リアルタイム危機情報配信 オンライン学習サービス

ファンド

スマート社会

DX

カーボン
ニュートラル

IPO

IPO

M&A

21社
+ファンド
1件

（注）2026年6月30日現在
※2社IPO済、1社M&A譲渡済

当社の電気をご利用のお客さまに対し、
BtoB受発注システム「CO-NECT」

利用料金を割引く「DX応援割」を設定。

再生可能エネルギーアグリゲーション
実証事業（経済産業省補助事業）

において、同社の
EVリユース蓄電池を採用。

当社グループにおける消費電力の
可視化サービスにおいて、
SIRCの電力センサを活用。

当社の電気をご利用のお客さまに
対するクラウド型人事労務システム
「ジンジャー」の販売に関して
業務提携契約を締結。

訪日旅行客向け免税品
オンラインショッピングサービス

「WAmazing Shop」を、食品等を
販売する地域のお客さまに対してご紹介。

当社HP「ぐっとずっと。WEB」に
モニクルの資産形成

サポートサービス「マネイロ」を
掲載し、PR。

オンライン動画学習サービス
「Schoo for Business」を当社が導入し、
階層別研修のカリキュラムとして利用すると
ともに、OJTや自己啓発支援等にも活用。

当社の電気をご利用のお客さまに
対する契約書レビュー支援AIクラウド
「リチェック」の販売に関して
業務提携契約を締結。

大規模災害時における
早期情報取集のため、

AI防災・危機管理サービス
「Spectee Pro」を当社が利用。

当社の電気をご利用のお客さまに対する
月極駐車場のオンライン契約・管理サービス
「Park Direct」の販売に関して業務提携
契約を締結。グループ会社が提供する

月極駐車場の募集に「Park Direct」を利用。

有機性廃棄物の堆肥化や
バイオマス発電の排熱を活用した
燃料化ソリューションを、

地域のお客さまに対してご紹介。

グループ会社が提供するタウン情報誌
「TJ Hiroshima」に、フードシェアリングサービス
「TABETE」を掲載しPR。ご家庭向け会員制
WEBサイト「ぐっとずっと。クラブ」に広告

（クーポン）を掲載し、会員に対してアプリをPR。

パートナー 
（ベンチャー企業等）

中国電カグループ 地域課題解決

生産性向上

サービス高度化 地域展開

カーボンニュートラル

スマート社会

DX

販売代理

製品·サービス

▶ 新たなエネルギーサービス開発
▶ 脱炭素社会の実現

● 再生可能エネルギー関連
● EV・蓄電池
● 電化・省エネ　等

▶ 企業や自治体のデジタル化推進
▶ 生産性向上や業務高度化等、産業課題解決

● AI・IoT
● ロボティクス
● データサイエンス　等

▶ 暮らしの豊かさや利便性向上
▶ 地域活性化・社会課題解決

● 住宅・生活関連サービス
● 防災・スマートシティ
● 地域交通　等

体制・ガバナンス

統合報告書　マテリアリティ　事業開発事業（海外事業・国内共創事業） P36
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方針・考え方

取締役会の責務

取締役会は、内部統制システムやリスクマネジメントを基盤に、社外取締役の多様な視点を

取り入れながら、経営戦略の策定と経営の監督を行い、公平性、透明性かつ実効性のあるガバ
ナンスを構築・維持することにより、経済価値と社会価値を継続的に向上させ、企業価値の最大

化を実現します。

指標・目標
当社はグループ経営ビジョンに掲げる2030年度目標として、独立社外取締役50％以上・女性取

締役比率30％以上を掲げているほか、「稼ぐ力」強化に向けた取締役会の機能発揮に向け、継続

的なガバナンス強化に取り組むこととしています。

取り組み

2025年度取締役会実効性評価を踏まえた実効性向上への取り組み

2025年度に実施した取締役会実効性評価で確認した課題をもとに、以下の取り組みを実施す

ることとしました。取締役会の実効性をより一層高め、ステークホルダーの皆さまから信頼され

るガバナンスの構築・強化に努めていきます。

体制・ガバナンス　
取締役会は、業務執行に対する深い理解を持った取締役はもとより、３分の１以上の独立社外

取締役、監査等委員として株主から負託を受けた取締役で構成し、経営に対する監督機能を強化

するとともに、取締役会から取締役への権限委譲を通じて業務執行の機動性向上を図っています。

加えて、任意の委員会である指名委員会および報酬委員会を設置し、構成員の過半数を独立社

外取締役とするほか独立社外取締役を委員長とすることにより、取締役の指名および報酬決定の

客観性・透明性の確保に努めています。

取締役会
・ 構成 12名（2026年6月25日時点）
・ 議長 代表取締役会長　芦谷 茂
・ 開催回数 15回（2025年度）
・ 出席率 99％（2025年度）

男性
8

女性
4社内

6
社外
6

指名委員会・報酬委員会
・ 構成 ８名（構成員：代表取締役会長、
 代表取締役社長執行役員、
 独立社外取締役）※

・ 委員長 取締役　菖蒲田 清孝（社外）※

・ 開催回数 （指名委員会）４回　（報酬委員会）５回
・ 出席率 （指名委員会）100％  （報酬委員会）100％
※両委員会で共通

男性
5

女性
3

社内
2

社外
6

指標 範囲 単位
実績※

2026年度 2030年度
目標

中国電力

中国電力

％

％

50

33.3

50以上

30以上

独立社外取締役比率50％以上

女性取締役比率30％以上

独立社外取締役比率・女性取締役比率

指標 範囲
実績※

2026年度 2030年度
目標

グループ

単位

ー
「稼ぐ力」強化に向けた
取締役会の機能発揮

経営目標を踏まえた
業績連動報酬制度の見直し

実効性向上に向けた
継続的な評価・改善

「稼ぐ力」強化に向けた取締役会の機能発揮

議題の方向性と会社全体の方向性との
関係性を示す情報の充実化

重点審議事項（企業戦略・リスク管理・
人材戦略）に係る議論の充実化

重点審議事項を含む重要案件における
社外取締役意見の早期反映

取締役会資料の様式を見直し
（議題の目的・付議理由、議論の背景の明確化）

重点審議事項のうち「企業戦略」について、議論する上で
不可欠な視点として「DX推進」を追加

取締役会以外での自由な意見交換の場
（取締役意見交換会）を活用

確認した主な課題 取り組み内容

新
規

新
規

継
続

※2026年6月25日時点

※2026年6月25日時点

中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026
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方針・考え方
当社グループの経営の健全性確保と企業価値向上に向け、事業活動に係る多様なリスクを統合

的・包括的に識別・評価・監視し、戦略的にリスクを統制・活用するため、2026年度より統合リスク

マネジメントの推進に取り組んでいます。

この統合リスクマネジメントの推進にあたり、リスクを経済的損失や社会的信頼の失墜につな

がりうる事象のみではなく、収益獲得につながりうる機会も含めた経営目標の達成に影響を及ぼ

す不確実性としてとらえ、取り組むこととしています。

指標・目標

体制・ガバナンス　
当社では、経営層を構成員とするリスクマネジメント委員会を設置するとともに、3線体制を

強化するために各リスク分野別に統括組織を設定し、リスクマネジメントの実行体制を整備して

います。

また、経営戦略等の策定・実行において、当該戦略等の推進と牽制を図るため、右記「取り組

み」に記載しているリスクシナリオを活用したリスクマネジメントを実施するとともに、統合リ

スク量の把握や個別の経営上の重要リスクに係るマネジメントの仕組みを整備のうえ実行するこ

ととしています。これらにより統合リスクマネジメントの高度化を目指しています。

さらに、統合リスクマネジメントに係る組織・人員体制等の強化も図っています。

取り組み　
当社グループでは、各組織およびグループ企業において、外部環境および事業環境の変化の動

向を踏まえ、リスクシナリオによるリスクマネジメントを従来より実施しています。

リスクの洗い出しを網羅的に行い、洗い出したリスクは定量・定性の両面から評価したうえ、リ

スクマネジメント委員会、経営会議および取締役会において審議しています。

これらの会議体において、経営的視点からリスクの重要度の評価を行うとともに当社グループ

のリスクの全体像を特定・把握のうえ、リスクへの対応方針・施策を経営戦略や中期経営計画に反

映しています。

中期経営計画の実施段階においては、リスクへの対応状況およびその有効性、ならびに新たに

想定されるリスクについて定期的に確認し、必要に応じてリスクの再評価や対応方針の見直しを

行うなどし、適宜リスクマネジメント委員会および取締役会に付議しています。

こうしたマネジメントサイクルを実施することによって、リスクマネジメントの有効性の確保

を図っています。

指標 範囲
実績

2026年度2025年度 2030年度
目標

グループ 継続的な改善活動による
リスクマネジメントの高度化

単位

― ― 体制整備統合リスクマネジメント体制・
スキームの整備・推進
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リスク管理状況

当社では、当社およびグループ企業の事業活動上、生じる可能性のあるリスクをリスクシナリオとして洗い出し、このうち重要なリスクシナリオ（優先監視リスクシナリオ）に関しては、事業戦略である

中期経営計画に対策を織り込み、また対策の実行に必要となる経営資源を配分したうえ、リスク対応を行っています。また計画期間を通じて、対策の実行状況やリスクレベルの変化をモニタリングし、そ

の結果について定期的に取締役会に報告しています。

項目 リスク・機会 対応策

原子力不稼働・停止、
原子力事故

原子燃料サイクル・
原子力バックエンド事業※

市場変動

エネルギー市場競争

人身災害・疾病

【リスク】
　 当該事業に係る拠出金制度の見直しによる拠出金額の変動および再処理工場の稼働不調

【リスク】
　 離脱増加による収支悪化（特別高圧・高圧）

【リスク】
　 人身災害・疾病の発生に伴う人的リソースの損失
　 労働災害訴訟による対応コストの増大、当社の社会的信用の失墜
　 新型インフルエンザ等感染症の大流行による事業継続困難

再処理事業者等の関係先との連携、本事業の着実な実施

新規制基準適合性審査の先行実績や規制動向の注視
原子力発電所の安全対策への計画的かつ適切な取り組み







デリバティブ取引を活用した取引価格やキャッシュ・フローの固定
化による市場変動リスクの低減・回避、市場リスクを定量化し上限
値との対比による継続的な管理
原子力発電の稼働による火力発電および卸電力調達の割合低減、市
場価格調整制度による市場価格変動リスクの低減





多様な電源調達チャネルの確保を通じた調達コストの抑制、中国地
域における営業力および事業基盤の活用、再生可能エネルギーを活
用した料金メニューや太陽光発電PPAサービス等による需要の維
持・拡大、離脱防止

（次頁へ続く）



労働災害の防止、健康の保持増進に向けたグループ企業・協力会社
との一体的な取り組み、安全衛生管理の徹底、危険予知活動、リスク
アセスメント、教育・研修の計画的実施
請負工事安全対策協議会を設置し、工事・作業実施時の連絡・調整、
必要な指導・助言を行う安全協力体制の確立・運営





【リスク】
　 政策変更や法規制・基準の見直し、新規制基準適合性審査の状況、トラブルや工事の輻輳化による工事延長、
　 訴訟に対する司法判断等による発電所の運転停止や運転開始時期の遅延の長期化
　 これに伴う代替火力燃料・電力の市場調達に係る費用の増加、温室効果ガス排出に係る対応費用の発生
　 重大事故発生による設備損壊・信用失墜









【リスク】
　 電力・燃料の調達価格および販売価格の変動による期間損益の変動
　 デリバティブ取引の複雑化により、リスクの把握および評価が困難化し、想定以上の損失が発生
　 燃料価格の変動が電気料金に反映されるまでのタイムラグ（期ずれ）による差損発生
　 燃料費調整の前提とした電源構成と実際の電源構成との間の差異による業績悪化
　 一部のお客さまに設定されている燃料費調整の上限価格を平均燃料価格が超過することによる業績悪化
　 卸電力市場価格の変動による卸電力取引所における電源調達費用の増加
【機会】
　 市場リスクの活用による総合エネルギー事業の収益の最大化























統合報告書　当社グループのリスクマップ P69
※本リスクについては、リスクマップ上では「原子力不稼働・停止」に包含している
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項目 リスク・機会 対応策

資金調達

システム障害・
サイバー攻撃

DX遅延

燃料調達

人材確保・育成、
人材の多様性

環境規制・CO2

【リスク】
　 島根原子力発電所における新規制基準対応費用の増加に伴う資金調達額の上振れ
　 不適切事案の発生による資金調達の困難化
　 財務内容悪化に伴う信用力・信用格付の変動による調達条件の悪化
　 金利上昇に伴う資金調達コストの増加
【機会】
　 公的支援制度の拡充等による資金調達環境の改善
　 気候変動対策を考慮する金融機関・投資家の増加に伴うサステナブル投資額の拡大により、適切なサステナブル・ファイナン
ス・フレームワークを有する企業に対する資金供給の拡大













公的支援制度や新たなファイナンス手法の活用による資金調達手法の
多様化、金融機関・投資家との積極的かつ建設的な対話、取引金融機関
の拡大
主要取引行および格付機関等へのコンプライアンス事案の速やかな報
告体制の構築、固定・変動金利のバランスを考慮した支払利息の増加
抑制とリスク抑制





情報セキュリティに関する管理体制・ルールの整備、技術面および人的面
の両面からの多層的かつ継続的な情報セキュリティ対策
ランサムウェアへの重点対策として、不正侵入や端末の不審な動作を早期
に検知する仕組みの整備、重要システムのバックアップ環境整備、復旧手
順の確認および訓練の実施





エネルギアグループDX戦略に基づくDX推進施策の具体化、中期経営計
画への反映、KPI設定による施策の評価および進捗管理
AI等の最新技術に関するノウハウやリソース不足に対する社外の専門能
力の有効活用による短時間での成果事例の創出





所要量の確保を最優先とした早期の燃料確保、柔軟な調達・輸送体制の
構築による需給変動リスクの低減
価格の値決め時期の分散化、金融取引による価格固定化等による燃料価
格の変動リスクの低減





中長期的な視点から人員構成の変化を予測し、安定的かつ継続的な採用
者数の確保、離職者数の抑制、適材適所の人材配置へ取り組み
多様な人材の活躍推進方針のもとでの、マテリアリティ「多様な人材が活
躍できる環境づくり」へのグループ一体での取り組み





中国電力グループ経営ビジョン2040に掲げるGHG排出量削減目標
の達成および2050年カーボンニュートラルの実現に向けたカーボン
ニュートラル電力の活用拡大、火力発電のトランジション等の一体的
推進



【リスク】
　 機密性の高い内部情報の流出、業務の停滞およびサービス停止等による当社グループの社会的信用の失墜
　 社会的信用の失墜に伴う営業機会の逸失、情報セキュリティ事故・システム障害への対応に伴う追加費用の発生等による当
社グループの業績悪化

【機会】
　 重大な情報セキュリティ事故・システム障害の発生防止による当社グループの社会的信用の維持・向上







【リスク】
　 デジタル技術の進化や市場変化に応じた柔軟かつ迅速なビジネスモデル変更の遅延
　 労働生産性の低下による競争力の確保困難
　 人材育成、ノウハウ継承不足による社員のモチベーション低下、安全意識の低下
【機会】
　 DXノウハウを活用した新たなサービスの提供、地域貢献
　 デジタル技術による業務プロセスの効率化・高度化
　 レガシーシステムからの脱却によるシステム対応の迅速化













【リスク】
　 人材の確保の困難化、人材育成の停滞、人材の流出増加による持続的企業価値向上の阻害
　 多様な意見が尊重されないことによる従業員エンゲージメントや企業価値の低下




【リスク】
　 温室効果ガス（GHG）排出規制（排出量取引制度における発電事業者への有償オークション、化石燃料賦課金等）の強化によ
るコスト増

　 化石電源の競争力・利用率の低下による収益減
【機会】
　 非化石電源ニーズの高まりによる再生可能エネルギー、原子力発電、脱炭素技術を活用した火力発電等の導入拡大
　 お客さまの事業活動における省エネ・脱炭素化ニーズの高まりによる電化の進展やDR、太陽光PPA等、サービス展開に伴う
収益増









【リスク】
　 不安定な世界情勢等を背景とした燃料需給ひっ迫時における、高コスト電力の市場調達に伴う業績への影響

（次頁へ続く）
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項目 リスク・機会 対応策

情報漏えい

出資先企業

自然災害

電力規制

コンプライアンス

人権・ハラスメント

火力等事業設備

【リスク】
　 顧客情報や業務情報等の重要な電子情報の漏えいによる当社グループの社会的信用の低下
　 社会的信用の失墜に伴う営業機会の逸失等による当社グループの業績悪化
【機会】
　 電子情報管理の徹底による取引先や顧客との信頼関係の維持・向上







【リスク】
　 海外事業におけるカントリーリスクの顕在化や脱炭素化の急速な進展に伴う環境・エネルギー関連の政策変更等の外部環
境変化

　 国内事業を取り巻く環境変化による業績悪化およびそれに伴う投資リターンの減少





【リスク】
　 電気事業に係る法令やガイドライン等の変更、競争環境の変化、卸電力取引市場・容量市場等からの収益の変動等が発生した
場合、当社グループの業績に影響



【リスク】
　 事業活動に関する各種法令、ガイドライン等へ抵触したことによる行政処分や行政指導の受領、社会的信用の低下、事後対
応費用の発生等



【リスク】
　 大規模自然災害等の発生による設備被害・操業支障等の影響に伴う代替火力燃料・電力の市場調達等に係る費用の増大
　 地震・台風・豪雨等の自然災害による設備被害・系統事故の拡大に伴う広範囲の停電発生、停電の長期化に伴う社会的信用
失墜・業績悪化

　 電力供給設備および業務システム等の復旧費用の増大







情報セキュリティに関する管理体制・ルールの整備、技術面および人的
面の両面からの多層的かつ継続的な電子情報の漏えい対策
クラウドサービスやWEBサイトへのアクセス制限、USBメモリ等の外部
記憶媒体の利用制限による電子情報の適切かつ厳格な管理、定期的な
教育・訓練による組織全体の意識向上





国の法令等に準拠した電力設備設計や計画的な修繕、防災等に係る各種
業務計画の策定、事業継続のための体制整備
自治体や他電力会社、自衛隊等の関係機関との連携、防災訓練を通じた災
害対応力の強化、災害発生時における需給計画に基づく代替火力燃料・電
力の調達





中国電力グループ人権方針の策定、国連の「ビジネスと人権に関する指
導原則」の考え方に則った人権デュー・ディリジェンスの実践
影響が大きいと考えられる人権侵害リスクの特定、教育啓発活動やサプ
ライチェーンへの働きかけを通じた負の影響の防止・軽減





コンプライアンス経営推進宣言、エネルギアグループ企業行動憲章およ
び中国電力コンプライアンス行動規範を踏まえた、役員の率先垂範のも
とでのコンプライアンス最優先の業務運営の徹底
電気事業法・独占禁止法・個人情報保護法等の関連法令およびガイドラ
イン等を遵守するための諸制度や業務運営体制の構築・運用





制度変更等の動向および事業への影響を把握し、必要な対応を実施

第7次エネルギー基本計画における政府の方針や中長期的な社会情勢、
需要見通し等を踏まえた、長期脱炭素電源オークションや容量市場と
いった国の制度の活用による電源の新陳代謝や脱炭素化への取り組み



海外事業における新規案件への投資時における基準に基づく投資評価お
よび経営層への報告・決議の仕組みを通じたリスク管理の徹底、出資先の
取締役会・株主総会を通じた経営管理とモニタリングの強化
国内事業の業績状況等の定期的なモニタリング、業績悪化の兆候が見ら
れた場合の必要な対策の実施





【リスク】
　 当社グループおよびサプライチェーンにおける人権侵害の発生による人々の生命や健康、尊厳への脅威
　 人権侵害発生による当社グループの社会的信用の失墜とそれに伴う業績の悪化




【リスク】
　 火力電源の新陳代謝が進まないことによる発電事業の収益減
　 火力電源の脱炭素化が進まないことによる環境面への影響や規制に伴うコスト増



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方針・考え方
当社グループは、社会からの信頼を基盤に、公正かつ自由な競争のもと、健全な事業活動を通じ

て社会に有用な価値を創造し、成長していくことで、持続可能な社会の実現に貢献することを自

らの使命とします。こうした考えのもと、エネルギアグループ企業行動憲章において、【コンプラ

イアンス経営の推進】を行動原則の一つとして掲げ、エネルギアグループの役員・社員は、エネル

ギアグループ企業行動憲章に定める3つの行動原則（「良識に照らします」「率直に話します」「積

極的に正します」）に基づき、法令・ルールはもとより、その背景にある倫理や道徳を含む社会的

な規範を遵守し、高い倫理観をもって自ら考え行動します。

体制・ガバナンス　
当社では、コンプライアンスの推進について、会長の監督ならびに社長の統括のもと、コンプ

ライアンス・リスクマネジメント部門長が総括しており、コンプライアンス意識の高揚および企業

倫理の徹底を図る観点から、専任部署であるコンプライアンス・リスクマネジメント部門におい

て、全社のコンプライアンス推進計画の策定・評価・改善をはじめ、コンプライアンス研修等の諸

施策を実施しています。また、グループ企業に対する情報共有等を通じて、エネルギアグループ

全体のコンプライアンス推進を図っています。

社長

コンプライアンス・リスクマネジメント部門長

取り組み状況の説明・報告

社員

企業倫理相談窓口

展開

事業本部・部門､事業所

コンプライアンス推進部署
（コンプライアンス・リスクマネジメント部門）
■企業倫理委員会事務局
■全社コンプライアンス推進計画の策定・評価・改善
■教育・研修の実施 等

※原則、相談者氏名は各相談窓口で秘匿

報
告
・
改
善

推

　進

推
進
活
動
に
係
る

情
報
共
有
化 

等

社員

コンプライアンス・
リスク管理責任者

相

　談

取締役会企業倫理委員会（委員長：会長）
※構成員に社外有識者３名を含む

社内相談窓口 社外相談窓口

コンプライアンス推進責任者
（事業所長等）

コンプライアンス推進役

所属長

エネルギアグループコンプライアンス・
リスク管理責任者会議

監査・監督
監査等委員会

諮問

答申

経営会議

内
部
監
査
部
門

内
部
監
査

監
査
結
果
の
報
告

グループ企業

コンプライアンス推進責任者、推進役

各事業本部等の長および事業所長が「コンプライアンス推進責任者」として各組織におけるコン

プライアンス推進を担うとともに、これを補佐する「コンプライアンス推進役（マネージャー、副

所長等）」を配置し、職場研修をはじめとする推進活動を展開しています。

企業倫理相談窓口

内部通報制度として、社内に「企業倫理相談窓口」を設置するとともに、社外の法律事務所に

「社外企業倫理相談窓口」を設置しており、取引先や海外のグループ企業も含め、業務に携わるす

べての人が通報・相談できる体制を整備しています。また、いずれもメール、電話、郵便等様々な

方法で受け付けており、匿名による相談も可能としています。通報・相談への対応にあたっては、

相談者の秘匿を徹底するとともに、相談したことによる相談者の待遇、異動、昇進等に関する不

利益な取り扱いの禁止を徹底しています。

積極的な活用に向けては、役員・社員がパソコンを起動した際の最初の画面に、企業倫理相談

窓口の通報先を表示しており、相談窓口を身近に感じられるような意識付けを行っているほか、

社内イントラネット上での改善に至った通報事例等の紹介や、コンプライアンス研修等を通じて

内部通報制度についての定期的な周知を行っています。

加えて、社内リニエンシー制度（違反行為に関与した者が自主的に相談等した場合に処分を減免

することができる制度）を設けています。

エネルギアグループ コンプライアンス・リスク管理責任者会議

当社およびグループ企業がコンプライアンス推進・リスク管理等に係る情報を共有し、グループ

全体のコンプライアンス推進、リスク管理体制の充実を図るため、グループ各社の責任者が集う

「エネルギアグループ コンプライアンス・リスク管理責任者会議」を定期的に開催しています。

また、当社はグループ企業に対し、研修・教育等の支援も行っています。

2025年度 相談窓口への相談件数と内訳（合計42件）

※ 中国電力の企業倫理相談窓口への相談件数（グループ企業の社員等からの相談を含む）
いずれの事案についても、必要に応じて調査・是正を行う等適切に対処するとともに、企
業倫理委員会において対応状況を報告

法令
違反等

コンプ
ライアンス

ハラス
メント

労働関係
法令

職場の
業務運営・
規律

経営層・
上司の
資質

ルール
不備

3 3 7 8 14 3 4

企業倫理相談窓口の認知度
3％

97％
認知度

97％
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指標・目標

グループ経営ビジョンの実現に向けた取り組み・指標

取り組み　

役員・社員の「コンプライアンス最優先」の意識の醸成

コンプライアンス研修の実施

経営トップから社員一人ひとりに至るまで、「コンプライアンス最優先」の意識の高揚と企業倫理

の徹底を図る観点から、役員・社員を対象とした各種研修を実施しています。毎年11月を「コンプ

ライアンス強調月間」として設定し、全社員を対象としたコンプライアンス研修を実施しているほ

か、この期間を中心に諸施策を集中的に実施することにより、効果的な意識の高揚を図っています。

贈収賄・腐敗防止等に向けた取り組み

当社は国内外を問わず取引先や外国公務員等と健全かつ正常な関係を構築するため、中国電力

コンプライアンス行動規範において公務員に対する不正な利益共有や取引先に対して社会通念上

儀礼の範囲を超える贈与や接待等を行うこと、または受け取ることを禁止しています。

特に外国公務員等と接点の機会が多い事業開発本部では、「海外における贈賄行為」を重要な経

営リスクとして認識し、事業開発本部長のトップコミットメントの発信、摘発事案の情報収集や

国・関係先のリスク評価を実施しています。

さらに2024年8月には、外国公務員等と接する場合に遵守すべき事項を定め、当社の事業活

動の適正かつ円滑な推進を図ることを目的に「外国公務員等に対する贈賄防止規程」を社規とし

て新たに制定しました。本規程においては、営業上の不正の利益を得る目的で、外国公務員等に

対し金銭・接待・贈答等を提供すること、外国公務員等が負担すべき経費を負担すること、寄付・

助成をすることを禁止することとし、外国公務員等と接点を有するコンサルタント等を活用する

場合に、選定する相手、役務の内容や対価の妥当性等について問題ないことを確認すること等を

定めております。

今後も本規程に則り、定期的に外部専門家による役員・社員向けの贈賄防止研修を実施する等、

贈賄防止に対する意識・知見の向上を図ります。

また、グループ企業に対しても贈賄防止に資する支援を行うことで、グループ全体で外国公務

員等に対する贈賄防止の取り組みを行っていきます。

これらの取り組みの実効性等については、内部監査部門において定期的に確認しています。

職場実態・社員意識調査の実施

全社員を対象とした「職場実態・社員意識調査」を2007年度から定期的に実施し、調査結果につ

いては、研修等のコンプライアンス推進施策の評価・改善につなげるとともに、調査結果を各職場

にフィードバックし、より良い職場づくりに向けた対策の検討・実施等に活用しています。

主要課題 取り組み・指標 範囲 2030年度2025年度 2026年度
実績 目標

役員・社員のコンプラ
イアンス意識の醸成

コンプライアンス
の徹底

中国電力・
中国電力ネットワーク

役員・社員を対象とした
コンプライアンス教育の実施

経営層※1

コンプライアンス推進責任者等

ライン管理職※1

階層別

全社員※2

社外講師を招き、コンプライアンス推進における組織の
責任者としての役割等について講演会を実施

社外講師を招き、コンプライアンス推進に関しライン管理職
として果たすべき役割についての研修を実施

新任所長、新任課長、新任管理職、新入社員を対象に、
各階層に応じたコンプライアンス教育を実施

毎年のコンプライアンス強調月間にあわせて、コンプライアンス事例等を
題材として、社員の意識面や行動面等についての話し合いを実施

対象者 実施内容

コンプライアンス研修の実施内容（2025年度）

※1  グループ企業も対象に含む。　
※2  臨時社員、派遣社員等も対象に含む。

職場実態・社員意識調査の結果（2025年度）

・対象者：中国電力の全社員（出向者、臨時社員、派遣社員等を除く）。
※肯定率は「そう思う」「ややそう思う」の回答率の合計値。なお、端数の関係で合計値が100％にならないことがある。

Q. 自らの業務一つひとつに
 ついて、責任を持って日々
 確実に遂行している

Q. 問題が生じた際には、
 放置や先送りをせず、自ら
 率先して解決に取り組んでいる

Q. 法令や社内ルールに反する
 行為を見かけたら、必ず上司や
 社内担当部署に報告・相談する

Q. 業務を行ううえで、社外の
 視点を意識している

そう思う ややそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない

5％
1％ 0％

94％
肯定率

54％40％
前年度
91%

12％
3％ 0％

85％
肯定率

39％46％
前年度
82%

7％
1％ 0％

91％
肯定率

57％34％
前年度
88%

12％
5％ 1％

82％
肯定率

40％42％
前年度
78%
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方針・考え方

情報セキュリティ

サイバー攻撃が巧妙化・深刻化し事業継続を脅かす状況の中、情報資産を保護することがエネル

ギアグループとしての重要な責務であるとの認識のもと、体制および各種ルールを整備し、情報セ

キュリティ対策の維持・向上を推進します。

体制・ガバナンス

情報セキュリティ

社長執行役員のもとに、情報セキュリティ対策を統括する「情報セキュリティ統括責任者

（CISO※1）」を設置するとともに、情報セキュリティ管理の推進およびセキュリティ事故対応を担う

組織としてENERGIA-SIRT※2を整備し、情報セキュリティ事故発生時には関係各機関と連携して

対応する体制を構築しています。

各事業所等には、情報セキュリティ管理の推進を総括する「情報セキュリティ責任者」を設置し、

本社と連携のうえ諸施策や教育の実施を通じて、情報セキュリティ管理の徹底を図っています。

また、グループ企業等には、遵守すべきセキュリティ対策を定めたガイドラインを策定し、

PDCAサイクルの運用を通じて取り組み状況を確認・指導することで、継続的な改善を図っています。

個人情報保護

コンプライアンス・リスクマネジメント部門長が「個人情報保護総括責任者」として全社の推進

活動を統括するとともに、各事業所等においては、事業所等の長が「個人情報保護責任者」として、

その補佐を行う「個人情報保護推進者」や業務箇所の長と連携して、事業所等における個人情報

保護の推進を図る体制としています。

個人情報保護

当社では、事業活動を通じてお客さま情報等多くの個人情報を保有しています。個人情報保

護法等を踏まえ、これらの個人情報を適正に取り扱い、大切に保護していくため、「個人情報保護

方針」を策定し、ルール・推進体制を整備するとともに、社員への教育を実施し、適切な管理に取

り組んでいます。

また、2003年4月に個人情報の管理を含む情報管理全般の基本的事項を定めた「情報管理基本

方針」を策定し、適切な情報管理の徹底を図ってきました。2005年4月には、個人情報保護法を

受け、「個人情報保護方針」を策定し、さらに2016年1月には、「行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律」を受けて、同方針を改定するとともに、個人情報保

護規程類を整備しています。

● 新たな脅威の動向を適切に把握するとともに、サイバー攻撃や情報漏えい等に対し、
   監視・遮断、アクセス制御、データ保護等の対策を多層的に講じることにより、情報資産の
   保護および被害の最小化・早期復旧の確保を図ります。
● 基礎的な対策に加え、内部システム内のあらゆる挙動を常に確認する 「ゼロトラスト」に
   基づくシステム設計・運用を推進します。

● 情報セキュリティに関する脅威への理解向上に向け、教育・訓練を継続的に実施し、
   確認・報告といった基本行動の定着を図ります。
● 情報セキュリティ事故の発生を想定した訓練を通じて、対応力の向上を図ります。

技術面

意識・行動面

情報セキュリティ対策の考え方(技術面、意識・行動面)

関係各機関

社長執行役員

CISO※1補佐

情報セキュリティ統括責任者（CISO※1）

情報セキュリティ責任者
（事業所等の長） ENERGIA-SIRT※2

グループ企業等

情報セキュリティ対応の体制

※1  CISO：Chief Information Security Officer（チーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィサー）
※2  SIRT：Security Incident Response Team（セキュリティ・インシデント・レスポンス チーム）
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指標・目標

情報セキュリティ

取り組み

情報セキュリティ

情報セキュリティ事故発生の未然防止および発生時の被害拡大防止・迅速な復旧対応に向け、

ENERGIA-SIRTを中心として、グループ一体で多段の情報セキュリティ対策（技術面、意識・行動

面）に取り組んでいます。

個人情報保護

個人情報保護研修

毎年、全社員を対象とした個人情報保護研修を実施しており、個人情報保護に関する学習を通

して、社員一人ひとりに「お客さまから大切な個人情報をお預かりしている」という意識の浸透を

図っています。

管理状況の点検

個人情報の漏えい・紛失を防止するため、日常的な管理とは別に、各業務箇所の長が上期と下期

の計2回、自職場の取り扱い状況を点検しています。また、全社の個人情報保護事務局であるコ

ンプライアンス・リスクマネジメント部門において、各業務箇所の点検結果を確認しています。

指標 範囲
実績

2026年度2025年度 2030年度
目標

中国電力・
中国電力ネットワーク

1 0 0

単位

件数重大な情報セキュリティ事故
発生件数※1※2

個人情報保護

指標 範囲
実績

2026年度2025年度 2030年度
目標

中国電力・
中国電力ネットワーク

１※3 0 0

単位

件数重大な個人情報漏えい・
紛失発生件数※1

※１  プレスリリースを行った件数を指す。　
※２  電子情報に係る事故件数を指す。
※３  重大な情報セキュリティ事故に起因するもの（2025年4月25日公表済）。

● パソコンおよび業務システムの利用記録取得。
● パソコン内の記憶装置（ハードディスク等）の暗号化。
● USBメモリ等へのデータ書き出しの制限。　
● クラウドサービスやWEBサイトへのアクセス制限。　　
● 不審なWEBサイトや不審メールの遮断。
● 侵入防御システム等によるネットワークの監視。
● 端末の不審な挙動を早期に検知する仕組みの導入。
● データの上書き・削除の防御、迅速なデータ侵害検知・復旧が可能なバックアップ環境の整備。
● 多角的かつ定量的なセキュリティレベルの評価の実施。　等

● 全社員を対象とした教育の実施。
● 新入社員、新任管理職、情報システム担当者等、対象者の役割に応じた集合教育の実施。
● 標的型攻撃メール訓練の実施。
● 経営層を含めた情報セキュリティ事故対応訓練の実施。　等

技術面

意識・行動面

情報セキュリティ対策の取り組み(技術面、意識・行動面)
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会社名

環境全般
（21社）

グループ 中国電力および
連結子会社

サプライチェーン
（21社）

中国電力株式会社

中電プラント株式会社

株式会社エネルギアＬ＆Ｂパートナーズ

中電環境テクノス株式会社

株式会社エネコム

株式会社エネルギア・ビジネスサービス

株式会社エネルギア・ソリューション・アンド・サービス

株式会社パワー・エンジニアリング・アンド・トレーニングサービス

エネルギア・パワー山口株式会社

中国電力ネットワーク株式会社

株式会社アドプレックス

中電技術コンサルタント株式会社

株式会社エネルギア・ロジスティックス

中国高圧コンクリート工業株式会社

株式会社エネルギア・スマイル

株式会社福利厚生倶楽部中国

大崎クールジェン株式会社

株式会社中電工

ハウスプラス中国住宅保証株式会社

中電工業株式会社

中国計器工業株式会社

株式会社電力サポート中国

Chugoku Electric Power International Netherland B.V.

Chugoku Electric Power America. LLC

Chugoku Electric Power Singapore Pte.Ltd

Chugoku Electric Power Australia Resources Pty.Ltd.

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

｠

｠

｠

｠

｠

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

環境データの対象組織中国電力グループにおける事業活動と主な環境負荷の状況（２025年度）

第三者保証
本報告書のパフォーマンスデータ（環境）に記載の「   （第三

者保証の対象項目）」については、中国電力グループ環境関連
データ集2026において、第三者保証を受けています。

中国電力グループ環境関連データ集
https://www.energia.co.jp/energy/energia/kaiji/index.html

中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026

環境

パフォーマンスデータガバナンス社 会イントロダクション 環 境目 次

  環 境  ｜  社 会  ｜  ガバナンス  

ＯＵＴＰＵＴ
●燃料採掘・輸送に伴う排出※２,５

CO₂(二酸化炭素) 124万t-CO₂

燃料採掘・輸送

中国電力グループの事業活動

お客さま
他社販売

他社受電

揚水用電力

事業活動による環境負荷

●発電所所内電力消費(発電時)による排出

CO₂(二酸化炭素)※２ 79万t-CO₂

●水系への排出※３

発電所排水 278万㎥

●オフィス・工場等での排出※９

●電気事業における排出

CO₂(二酸化炭素)※６,７

N₂O(一酸化二窒素)※８

SF₆(六フッ化硫黄)※８

CH₄(メタン)※８

SOx(硫黄酸化物)※2

NOx(窒素酸化物)※2

 非エネ起源CO₂
(非エネ起源二酸化炭素)※８

2,128万t-CO₂

4.2万t-CO₂

4.1万t-CO₂

0.2万t-CO₂

0.3万t

0.4万t

3.4万t-CO₂

5.9万t-CO₂

●廃棄物の発生

発生量

再資源化量

処分量

再資源化率

86.2万t

83.0万t

3.1万t

96.4%











原子力発電所

水力発電所 新エネルギー等

火力発電所

ＯＵＴＰＵＴ

産業廃棄物・一般廃棄物

放射性固体廃棄物
(200ℓドラム缶相当) 2,725本

放射性廃棄物

CO₂(二酸化炭素)

247億
kWh

18億
kWh

114億
kWh

283億
kWh

2億
kWh

63億
kWh

34億
kWh

小売販売
454億kWh

発電事業
346億kWh

電力輸送

INPUT

※１　湿分を含む。
※２　離島における内燃力発電分を除く。
※３　冷却水として使用する海水は含まない。
※４　当社の発電に伴うものは含まない。
※５　日本における発電技術のライフサイクルCO₂排出量総

合評価(電力中央研究所、2016年7月)とFIT/FIP 制
度におけるバイオマス燃料のライフサイクルGHG排出
量の既定値（2026年4月バイオマス持続可能性ＷＧ）
の排出原単位から算出。

※６　固定価格買取制度等に係る調整前の値。
※７　小売事業におけるCO₂排出量。
※８　地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき算定した値。
※９　電気・水・燃料使用量に排出係数を乗じて算出。

(注１)端数処理のため、合計が合わない場合がある。
(注２)図中の電力の発電～販売過程においては、発電所所内電力消費や送配電ロスが発生している。

事業活動に使用する資源やエネルギー

[発電燃料(国内分)※2、産業廃棄物]

●発電燃料
石炭※１

重油※2

原油

軽油

LNG

木質バイオマス※１

原子力発電燃料

519.6万t

8.7万kℓ

－

－

109.6万t

52.2万t

760kg



●オフィス・工場での燃料等※４

燃料

自動車

電気

水

ガソリン

軽油

オフィス

工場等

オフィス

工場等

67,404GJ

1,986kℓ

781kℓ

6,014万kWh

3,783万kWh

24万㎥

30万㎥

●発電施設での水利用※３

●物流輸送

発電用水※3 515万㎥

●資材
アンモニア

石灰石

0.6万t

7.6万t

原油換算 3,596kℓ
















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環境データ ～地球温暖化対策～

範囲 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
未調整※３

基礎※４

調整後※５

中国電力

中国電力

中国電力

kg-CO₂/kWh
kg-CO₂/kWh
kg-CO₂/kWh

0.529

ー

0.536

0.537

ー

0.544

0.521

ー

0.511

0.486

0.472

0.472

0.468

0.462

0.462

CO₂排出係数※１、２

範囲 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
スコープ１
スコープ２
マーケット基準
（オフィス分）
スコープ２
マーケット基準
（送配電ロス分※4）
スコープ２
ロケーション基準
（オフィス分）
スコープ２
ロケーション基準
（送配電ロス分※4）

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

万t-CO₂

万t-CO₂

万t-CO₂

万t-CO₂

万t-CO₂

1,850

0.003

－

0.004

－

1,961

0.004

－

0.004

－

1,805

0.003

－

0.004

－

1,583

0.002

63

0.003

63

1,603

0.05

48

0.05

48

（内訳）スコープ1、スコープ2※1、2、3

範囲 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
カテゴリー１

カテゴリー２

カテゴリー３

カテゴリー５

カテゴリー６

カテゴリー７

カテゴリー９

カテゴリー10

カテゴリー11

カテゴリー12

カテゴリー13

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂

－

65※5

1,023
※5

※5

※5

－

－

－

－

－

182

64

830※6

4

0.1

0.2

－

－

220

－

－

152

71

909

3

0.1

0.2

－

－

192

－

－

174

108

704

3

0.1

0.3

－

－

202

－

－

262

94

825

4

0.2

0.5

11

1

256

0.5

42

（内訳）スコープ３※１、２、３

範囲 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
三隅発電所

新小野田発電所

中国電力

中国電力

万t

万t

－

－

12.9

28.4

33.0

24.0

36.0

23.1

28.6

23.6

木質バイオマス混焼量

範囲 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
スコープ １/２/３合計 連結子会社 万t-CO₂ 2,938 3,261 3,132 2,839 3,148

サプライチェーン温室効果ガス排出量※１、２、３、４

※１ P85 算定諸元等一覧「サプライチェーン温室効果ガス排出量」に算定方法を記載。
※２ 温室効果ガス排出量の定量化は、活動量データの測定、および排出係数の決定に関する不確実性ならびに地球温暖化係数の決定に関する科

学的不確実性にさらされている。
※3 2025年度は連結子会社を対象。2021年度～2024年度は、中国電力および中国電力ネットワークの合計値。
※4 端数処理のため、合計が合わない場合がある

単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

特定フロン等排出量

範囲
中国電力・

中国電力ネットワーク t 1.0 0.6 0.8 1.3 2.3

特定フロン等※１排出量

※１ 業務用のエアコンディショナー、冷凍冷蔵機器の冷媒や発電所における消火剤として使用。オゾン層の破壊や地球温暖化に影響を与える物質で
あるため、大気中への排出抑制に努めている。

※１ P85 算定諸元等一覧「サプライチェーン温室効果ガス排出量」に算定方法を記載。
※２ 温室効果ガス排出量の定量化は、活動量データの測定、および排出係数の決定に関する不確実性ならびに地球温暖化係数の決定に関する科

学的不確実性にさらされている。
※３ 2025年度は連結子会社を対象。2021年度～2024年度は、中国電力および中国電力ネットワークの合計値。
※４ 2024年度から、送配電ロス分の計上を「スコープ３・カテゴリー３」→「スコープ２」へ変更。
※５ カテゴリー２、５～７の合算値
※６ 2022年度から「購入した電気の発電所所内消費によるCO2排出量」および「バイオマス燃料の調達に係るCO2排出量」を算定対象に追加。

※１ フッ素と硫黄の化合物で、優れた電気絶縁性を持つことから、遮断器等の絶縁ガスに使用。二酸化炭素の23,500倍の温室効果を持つことか
ら、排出抑制に努めている。

単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

排出量

範囲
中国電力・

中国電力ネットワーク t 1.0 1.5 1.5 1.7 1.8

SF6※1排出量・回収率

機器点検時

機器廃棄時

中国電力・
中国電力ネットワーク

中国電力・
中国電力ネットワーク

%

%

99.1

99.4

99.7

99.4

99.7

99.4

99.3

99.4

99.8

99.6







※１ 2025年度のCO₂排出係数は暫定値であり、正式には国から公表される。
※２ 分社化に伴い、離島供給分は中国電力ネットワークの対象となったため、2020年度以降は、同社が保有する離島における内燃力発電分は除く。
※３ CO₂排出係数の算定方法の見直しにより、名称変更。(旧：調整前)
※４ CO₂排出係数の算定方法の見直しにより、新設。固定価格買取制度に係る調整等およびCO₂排出クレジット(非化石証書、グリーン電力証書、

再エネ電力由来J-クレジット)を反映。
※５ 固定価格買取制度に係る調整等およびCO₂排出クレジット(非化石証書、グリーン電力証書、再エネ電力由来J-クレジット、再エネ電力由来

以外のJ-クレジット、JCMクレジット)を反映。
※６ 温室効果ガス排出量の定量化は、活動量データの測定、および排出係数の決定に関する不確実性ならびに地球温暖化係数の決定に関する科

学的不確実性にさらされている。

範囲 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
未調整※３

基礎※４

調整後※５

中国電力

中国電力

中国電力

万t-CO₂
万t-CO₂
万t-CO₂

2,491

ー

2,527

2,436

ー

2,466

2,325

ー

2,277

2,029

1,971

1,971

2,128

2,098

2,098

CO₂排出量※２、6






















中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026
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環境データ ～循環型社会形成～

範囲 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
石炭灰発生量※3

脱硫石膏発生量※１

建設廃材等発生量※１

一般廃棄物発生量※１

発生量合計※１

石炭灰再資源化量※2、3

脱硫石膏再資源化量

建設廃材等再資源化量

一般廃棄物再資源化量

再資源化量合計※2

石炭灰処分量※3

脱硫石膏処分量

建設廃材等処分量

一般廃棄物処分量

処分量合計

石炭灰再資源化率※3

脱硫石膏再資源化率

建設廃材等再資源化率

一般廃棄物再資源化率

再資源化率合計

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

万t

％

％

％

％

％

60.2

15.5

9.1

0.2

85.1

59.9

15.5

8.2

0.1

83.8

0.4

0.0

0.9

0.0

1.3

99.4

100

90.2

78.7

98.5

70.4

17.8

10.1

0.2

98.3

69.6

17.7

8.7

0.1

96.1

0.8

0.1

1.4

0.0

2.3

98.9

99.5

86.3

80.3

97.7

61.2

16.6

10.6

0.2

88.7

58.4

16.6

9.5

0.1

84.6

2.9

0.0

1.1

0.0

4.0

95.3

100

89.4

80.5

95.4

66.0

12.1

9.1

0.2

87.3

63.1

12.0

7.8

0.1

83.1

2.9

0.1

1.2

0.0

4.2

95.7

99.2

86.5

78.1

95.2

65.6

11.4

9.0

0.1

86.2

63.4

11.4

8.0

0.1

83.0

2.1

0.0

1.0

0.0

3.1

96.7

100

89.2

80.2

96.4

廃棄物発生量※１・再資源化率

※１ 有償譲渡(再資源化)できる廃棄物を含む。
※２ 三隅発電所処分場等の石炭灰の埋立処分量は、資源有効利用促進法における有効利用（土地造成）として、再資源化量に含めている。
※３ 乾灰換算値

環境データ ～地域環境保全～

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
トランス・
コンデンサ

小型機器等

感圧紙

その他
汚染物

範囲 単位

グループ

グループ

グループ

グループ

台

kg

kg

kg

0

6

0

0

0

17

0

24

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2,019

20,461

8,664

8,669

用途累計

送変電用

蛍光灯、
安定器ほか

帳票ほか

布類、
金属ほか

高濃度PCB廃棄物処理量
用途取り扱い

化学物質
取り扱い量
(ｔ)

排出量
(ｔ)

移動量
(ｔ)

届出事業所・
会社数
中国電力

届出事業所・
会社数

グループ企業
石綿

キシレン

スチレン

トルエン

メチルナフタレン

トリメチルベンゼン

防音材

塗料

塗料

塗料、燃料

燃料

塗料

9.6

1.7

1.2

5.2

335.0

1.1

0

1.3

1.2

5.2

5.4

1.1

9.6

0.4

0

0

0

0

0

1

1

2

4

1

1

0

0

0

3

0

PRTR法対象物質の取り扱い量（2025年度）

放射性廃棄物等の状況
放射性気体・液体廃棄物の放出状況※1

単位 放出管理目標値 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
気体廃棄物希ガス

気体廃棄物ヨウ素
気体廃棄物
粒子状物質（60Co）
液体廃棄物
(トリチウム除く)

範囲
中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

Bq/年

Bq/年

Bq/年

Bq/年

4.0×1014 ※２

2.2×1010 ※２

2.0×108 ※３

3.7×1010

ND

ND

ー

ND

ND

ND

ー

ND

ND

ND

ー

ND

ND

ND

ND

ND

ND

ND

3.9×104

ND

低レベル放射性廃棄物
単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

発生量

減容量

年度末保管量

範囲

中国電力

中国電力

中国電力

2,212

2,112

36,480

2,822

1,814

37,488

3,487

2,783

38,192

3,836

2,672

39,356

2,725

2,693

39,388

本(200ℓ
ドラム缶相当)
本(200ℓ

ドラム缶相当)
本(200ℓ

ドラム缶相当)

使用済核燃料貯蔵量(島根原子力発電所)
単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

１号機※4

２号機※5

範囲
中国電力

中国電力

体

体

722

1,956

722

1,956

722

1,956

722

2,104

722

2,104
※１ ND(Not Detected)：検出限界未満
　　・希ガスの検出限界濃度は、2×10-2 Bq/cm3以下　
　　・ヨウ素の検出限界濃度は、7×10-9 Bq/cm3以下　
　　・粒子状物質の検出限界濃度は、4×10-8 Bq/cm3以下（60Coで代表）
　　・液体廃棄物の検出限界濃度は、2×10-2 Bq/cm3以下(60Coで代表)
※２ 島根原子力発電所2号機の年間放出管理目標値（3号機燃料装荷まで）
※３ 島根原子力発電所1号機の年間放出管理目標値
※４ 廃止措置中
※５ 2024年度再稼働

















































中国電力グループ サステナビリティ施策・データ集 2026

環境

パフォーマンスデータ

  環 境  ｜  社 会  ｜  ガバナンス  ガバナンス社 会イントロダクション 環 境目 次 81

(注)端数処理のため、合計が合わない場合がある。



環境データ ～環境マネジメント～

ISO14001認証取得(2026年３月現在)
■ 中電技術コンサルタント株式会社（全事業所）　■ 株式会社中電工(本店)

環境関係法規制等の違反・事故件数
単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

環境に関する
法規制に反する事案※１

環境に関する
事故※2（自然災害）
環境に関する
事故※2（交通事故等）
環境に関する
事故※2（故障）

範囲

グループ

グループ

グループ

グループ

件

件

件

件

0

0

0

0

0

0

0

0

3

0

0

0

1※3

0

0

0

0

0

0

0

※１ 環境に関する法令違反・協定値超過・罰金・科料で、自治体等から文書による指導、勧告、命令、処分等をうけたもの。
※２ 環境に関する事故として、法律に基づき国等へ届出を行ったもの。
※３ フロンの未回収による自治体からの指導（再発防止を実施済）。

オフィスにおける電気・事務用紙等使用量 
単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

電気使用量※4

水使用量

ガソリン使用量

ガソリン車燃費

範囲
グループ

グループ

グループ

グループ

万kWh

万m3

kℓ

km/ℓ

6,069

33.7

2,352

14.0

6,018

29.7

2,219

14.0

5,934

24.3

2,087

14.4

5,996

26.4

2,055

14.4

6,037

24.3

1,986

14.4

※４ 各年度の電気使用量は、直近３か年の平均値。

投資額
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

環境管理

地球環境
保全
地域環境
保全
循環型
社会構築

研究開発

社会活動

環境保全活動、環境教育、
情報開示等
新エネルギー設備の導入、
維持管理等
大気汚染防止、
水質汚濁防止、構内緑化等
廃棄物処理、
リサイクルコスト等

環境関係研究開発等

活動団体への寄付等

合計

環境保全投資率※１

範囲分類 主な項目

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

単位

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

％

0

0.3

96.8

0.02

0.4

0

97.5

5.3

0

1.0

95.4

0.02

0.5

0

97.0

4.7

0

15.9

25.6

0.13

0.1

0

41.7

1.8

0

93.8

33.0

1.2

0.3

0

128.4

3.8

0

12.6

36.5

0.5

0.3

0

49.9

1.8

※１ 環境保全投資率＝(環境保全投資額／グループ大の投資額)×100 (注) 端数処理のため、合計が合わない場合がある。

費用額
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

環境管理

地球環境
保全
地域環境
保全
循環型
社会構築

研究開発

社会活動

環境保全活動、環境教育、
情報開示等
新エネルギー設備の導入、
維持管理等
大気汚染防止、
水質汚濁防止、構内緑化等
廃棄物処理、
リサイクルコスト等

環境関係研究開発等

活動団体への寄付等

合計

環境保全費用率※2

範囲分類 主な項目

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

単位

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

％

6.1

15.0

75.6

114.5

1.2

0.04

212.4

1.8

5.9

24.5

113.6

145.6

1.0

0.03

290.6

1.6

5.6

41.7

137.7

146.8

1.2

0.03

333.1

2.3

5.1

46.5

176.4

130.4

1.8

0.0

360.2

2.6

5.1

43.4

218.1

129.1

2.3

0.0

398.0

2.9

※２ 環境保全費用率＝(環境保全費用額／グループ大の営業費用額)×100 (注)端数処理のため、合計が合わない場合がある。

環境報告ガイドラインに基づく情報開示(環境保全コスト)

中国電力グループは、事業活動における環境保全のコスト（投資・費用）とその活動により得ら
れた経済効果を把握するため、環境会計を導入しています。
環境保全投資額は49.9億円となり、前年度における大型設備更新工事の実施に伴う反動減によ

り、前年度に比べて78.5億円減少しました。
環境保全費用額は、398.0億円となり、火力発電所の環境設備に係る修繕費の増に伴い、前年
度に比べて37.8億円増加しました。
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発電所環境データ（2025年度）～設備概要～環境報告ガイドラインに基づく情報開示（経済効果）

石炭灰の有効利用率の向上等により、産業廃棄物の処分費用の節減額が増加したことに伴い、

経済効果額は、 396.9億円となり、前年度に比べて24.2億円増加しました。

環境報告ガイドラインに基づく情報開示(環境経営効率)

環境経営効率は、環境負荷量(CO₂排出量(万t-CO₂)、産業廃棄物処分量(t))あたりの販売電
力量(百万kWh)を表しています。

2025年度は、販売電力量の増加および島根原子力発電所2号機再稼働による非化石電源の増

加等により、環境経営効率(CO₂排出量)が前年度に比べて向上しました。一方、環境経営効率
(産業廃棄物処分量)は、販売電力量の増加および産業廃棄物処分量の減少により前年度に比べ

て向上しました。

環境経営効率＝
販売電力量
環境負荷量

3.3 3.6 2.7 

18.5

0

5

10

15

20

25

20252024202320222021

環境経営効率(CO₂排出量) 環境経営効率(産業廃棄物処分量)

21.2  21.7

5.0

19.4 18.3 

7.3 

認可最大
出力(万kW）

発電
ユニット名

主な
使用燃料

排煙
脱硫装置
(SOx対策)

燃焼改善
(NOx対策)

排煙
脱硝装置
(NOx対策)

集じん
装置

(ばいじん対策)
三隅1号

三隅2号

水島1号

水島3号

玉島1号

玉島2号

玉島3号

大崎1号※1(1-1)

柳井1､2号系列

新小野田1号

新小野田2号

100

100

28.5

34

35

35

50

25.9

153.9

50

50

石炭

石炭

LNG

LNG

LNG・重原油

重原油

重原油

石炭

LNG

石炭

石炭

○

○

－

－

低硫黄燃料

○

○

炉内脱硫

－

○

○

○

○

○

○

○

○

○

－

○

○

○

○

○

○

○

○

－

－

○

○

○

○

○

○

－

－

○

○

○

○

－

○

○

火力発電設備に関する概要

※1 2011年12月から休止中

鳥取

島根

島根原子力発電所

大崎発電所

水島発電所

玉島発電所

広島

山口

岡山

柳井発電所

三隅発電所

新小野田発電所

経済効果額
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

環境管理

地球環境
保全
地域環境
保全
循環型
社会構築
循環型
社会構築

電気使用量、自動車燃料、
用紙使用量の節減
火力発電の熱効率対策
による燃料費の節減
環境規制物質の排出抑制
による法定負担金の節減

脱硫石膏、金属くず等の売却

廃棄物の再資源化等による
処分費の節減

合計

環境収益率※1

範囲分類 主な項目

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

グループ

単位

億円

億円

億円

億円

億円

億円

％

0.3

123.0

26.5

21.4

128.1

299.3

140.9

0.4

191.2

22.0

24.2

97.2

335.0

115.3

0.6

187.1

14.8

22.9

129.8

355.2

106.6

0.1

226.1

9.4

28.4

108.7

372.7

103.5

0.5

200.1

8.2

28.5

159.6

396.9

99.7
※1 環境収益率＝(経済効果額／環境保全費用額)×100　 (注) 端数処理のため、合計が合わない場合がある。

環
境
経
営
効
率

年度

認可最大
出力(万kW）

発電
ユニット名

主な
使用燃料

排煙
脱硫装置
(SOx対策)

燃焼改善
(NOx対策)

排煙
脱硝装置
(NOx対策)

集じん
装置

(ばいじん対策)
島根1号※2

島根2号

46

82

ウラン

ウラン

－

－

－

－

－

－

－

－

原子力発電設備に関する概要

※2 2017年7月から廃止措置中
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SOx
基準値 発電時最大値

三隅1号

三隅2号

水島1号

水島3号

玉島1号

玉島2号

玉島3号

水島玉島合計

大崎1号※1-(1-1)

柳井1号系列

柳井2号系列

新小野田1号

新小野田2号

新小野田合計

単位火力発電所
m3N/h

ー

m3N/h

ー

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

312

ー

68

ー

0

0

0

52.6

77.1

314.3

59

0

0

106.4

106.4

212.8

205.5

ー

17.7

ー

ー

ー

ND

29

21

44

ー

ND

ND

31

34

65
※１  2011年12月から休止中
(注) 基準値は法令、協定値の中で最も厳しい値。ＮＤは定量限界未満。

NOx
基準値 発電時最大値単位

ppm

m3N/h

ppm

m3N/h

ppm

ppm

ppm

ppm

ppm

m3N/h

m3N/h

m3N/h

m3N/h

ppm

ppm

m3N/h

60

197

20

68

5

18

18

159

180

474.87

15

80

80

60

60

202

49

124

16

36

3.1

5.4

15

136

140

310

ー

64.1

63.3

52

46

139

ばいじん
基準値 発電時最大値単位

g/m3N

ー

g/m3N

ー

g/m3N

g/m3N

g/m3N

g/m3N

g/m3N

ー

g/m3N

g/m3N

g/m3N

g/m3N

g/m3N

ー

0.03

ー

0.006

ー

0

0

0

0.038

0.039

ー

0.009

0

0

0.029

0.029

ー

0.002

ー

0.001

ー

ND

ND

ND

0.005

0.004

ー

ー

ND

ND

0.0021

0.0032

ー

発電所環境データ（2025年度）～大気関連～

※１ 2011年12月から休止中　※２ 2017年7月から廃止措置中　(注)基準値は法令、協定値の中で最も厳しい値。ＮＤは定量限界未満。

日排水量
日排水量基準値 日排水量最大値

三隅1、2号

水島1、3号

玉島1、2、3号

大崎1号※1(1-1)

柳井1、2号系列

新小野田1､2号

島根原子力1※2、2号

単位火力・原子力発電所
m3/日

m3/日

m3/日

m3/日

m3/日

m3/日

m3/日

5,000

1,350

1,500

410

1,200

3,300

ー

4,943

971

1,385

360.9

981

2,665

45

PH
実測値基準値

6.0～9.0

5.8～8.6

5.8～8.6

6.5～8.5

6.0～9.0

6.0～9.0

5.0～9.0

6.3～7.5

7.4～7.8

6.0～7.6

6.7～8.1

7.2～7.9

6.5～8.3

6.9～7.9

COD
基準値 実測最大値単位

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

15

15

15

16

15

15

160

9

3.5

13.9

6.8

1.9

7.1

10

窒素
基準値 実測最大値単位

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

120

20

60

100

60

60

ー

7

1.4

36.6

33.2

2.5

21.1

ー

リン
基準値 実測最大値単位

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

mg/ℓ

16

0.1

2

10

8

8

ー

ND

0.04

0.03

0.3

ND

0.06

ー

発電所環境データ（2025年度）～水質関連～

単位 SOx排出原単位 NOx排出原単位
全発電所平均

範囲
中国電力 g/kWh 0.10 0.12
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算定諸元等項目

＊ 第三者保証の対象項目 ＊ 第三者保証の対象項目

発電燃料＊ 発電のために消費した燃料の使用量(重油は、離島における内燃力発電分を除く)

火力・原子力発電所で発電のために使用した上水および工業用水の使用量発電用水＊

燃料採掘・輸送に伴うCO₂排出量(万t-CO₂)
＝(燃料種別送電電力量×燃料種別ライフサイクルCO₂排出原単位※1)
　＋(バイオマス燃料調達量×発熱量×ライフサイクルGHG既定値※2)
※１ 「日本における発電技術のライフサイクルCO₂排出量総合評価(電力中央研究所、2016年7月)」の排出原単位
※２ 「FIT/FIP制度におけるバイオマス燃料のライフサイクルGHG排出量の既定値(バイオマス持続可能性ワー
キンググループ 2026年4月)」のGHG既定値

電気使用量(当社発電分を除く)、燃料使用量、自動車燃料使用量、水使用量に
各CO₂排出係数を乗じて算出
● 電気••• 当社の2025年度CO₂排出係数　
● 燃料••• 算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧(環境省)
● 水 ••••• 家庭からの二酸化炭素排出量算定用排出係数一覧(環境省)

● 地球温暖化対策の推進に係る法律(温対法)等に基づき国が公表した「電気事業者別排出係
数の算出及び公表について」により算定。
CO₂排出係数(kg-CO₂／kWh)＝CO₂排出量※1／販売電力量
※１ CO₂排出量は、未調整・基礎・調整後をそれぞれの算定式に基づき算出。

燃料採掘・輸送に伴う
排出(CO₂)

オフィス・工場等での
排出(CO₂)

CO₂排出係数＊

CO₂排出量＊

算定諸元等項目

「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン(Ver.2.8)」(環
境省　経済産業省)、「GHG Protocol Corporate Accounting and Reporting Standard」、
「GHG Protocol Scope 2 Guidance」「Corporate Value Chain (Scope 3) Accounting 
and Reporting Standard」に基づき算出
当社グループでは、温室効果ガス排出を直接測定していないため、活動量および排出係数を用い
た見積りの方法により測定
スコープ３の算定にあたっては、取引先等からの１次データを入手していないため、１次データは
使用していない。また、スコープ３のうちカテゴリー３については、第三者保証を取得しており、当
該カテゴリーの算定には検証されたデータを使用

○スコープ１(*)：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出
　　　　　　　  燃料使用量[kL,t,m3] × 原単位[tCO₂/kL,t,m3]※1
　　　　　　　  (発電用等燃料の消費、車両燃料の使用、温対法の報告対象となるCH₄等の排出)
○スコープ２(*)：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
　　　　　　　 ①オフィス分　他社から供給された電気の使用に伴う間接排出
　　　　　　　　(購入した電気の使用に伴う排出：マーケット基準、ロケーション基準)
　　　　　　　 ②送配電ロス分　送配電ロスに伴う間接排出
　　　　　　　　 送電端電力量 × 送配電ロス率 × 一般送配電事業者の排出係数
○スコープ３(*)：Scope1、Scope2以外の間接排出
● カテゴリー１（購入した製品・サービス）
　：売上原価、販売費および一般管理費[円] × 原単位[tCO₂/円]※1× 外販比率[-]　等
● カテゴリー２（固定資産）：設備投資総額×資本財価格あたり排出原単位※1
● カテゴリー３（Scope1.2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動）
　：他社送受電分CO₂排出量＋(他社送受電電力量×燃料調達時の排出原単位※1）
　+燃料種別発電電力量×燃料種別ライフサイクルCO₂排出原単位※2
　+バイオマス燃料調達量×発熱量×ライフサイクルGHG既定値※3
　+購入した電気の発電所所内消費によるCO₂排出量　等　
● カテゴリー５（事業から出る廃棄物）
　：廃棄物種類別重量［t］×処理方法（リサイクルor不明）× 原単位[tCO₂/t]※1
● カテゴリー６（従業員の出張）：従業員数×従業員数あたりの排出原単位※1
● カテゴリー７（従業員の通勤）
　：事業所別常時使用する従業員数[人]×営業日[日]×原単位[tCO₂/人・日]※1
● カテゴリー９（輸送・配送（下流））：輸送製品（輸送費負担なし）の重量[t]
　× 輸送距離（不明な場合はシナリオ）[km]× 原単位[tCO₂/tkm]※1
● カテゴリー10（販売した製品の加工）
　：販売先で加工される製品の重量[t] × 換算係数[-]  × 原単位[tCO₂/t]※1
● カテゴリー11（販売した製品の使用）
　：製品の電気消費量[kWh] ×想定使用シナリオ[年] × 原単位[tCO₂/kWh・年]※4　等
● カテゴリー12（販売した製品の廃棄）：製品重量[t] × 原単位[tCO₂/t]※1　等　
● カテゴリー13（リース資産（下流））
　：リース品の燃料消費量[kL] ×想定使用シナリオ[年] × 原単位[tCO₂/kL・年]※1　等
※１ 「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース

(Ver.3.6)」の排出原単位 
※２ 「日本における発電技術のライフサイクルCO₂排出量総合評価(電力中央研究所、2016年7月)」の排出原単位
※３ 「FIT/FIP制度におけるバイオマス燃料のライフサイクルGHG排出量の既定値(バイオマス持続可能性ワー
キンググループ 2026年4月)」のGHG既定値

※４ 「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」の排出原単位

サプライチェーン
温室効果ガス
排出量 

算定諸元等一覧
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算定諸元等項目
特定フロン等の
排出量

特定フロン等排出量(t)＝機器に充填されている量－点検時等における回収・適正処理量
● 温対法の算定にあわせて暦年で算定

廃棄物再資源化率(％)＝(一般廃棄物再資源化量＋産業廃棄物再資源化量)／(一般廃棄物発
生量＋産業廃棄物発生量)
● 直営工事や発電所の運転、元請けとなる請負工事等により自社が排出事業者となる産業廃棄
物および事業所等でのオフィス活動等で発生する一般廃棄物が対象

● 「PRTR排出量等算出マニュアル第5.0版」(経済産業省・環境省)および「電気事業における化学
物質管理促進法対象化学物質の排出量・移動量推計マニュアル」(電気事業連合会)に基づき
算出

● 対象物質の取り扱い量がPRTR法に基づく規定数量以上あり、届出を行った当社事業所および
グループ企業の集計量

● 取り扱い量は、対象年度１年間に事業所で取り扱われた原材料・資材等に含まれる対象物質の
質量のこと

● 排出量は、事業活動に伴って、対象物質が環境中(大気、水域、土壌)へ出て行くこと
● 移動量は、事業活動に伴って、対象物質を含む廃棄物が事業所外の場所に移されること。産業
廃棄物として廃棄物業者に処分を委ねることや、自社の別の事業所に移して処分する場合が
該当

中間貯蔵・環境安全事業㈱〔JESCO〕へ処理を委託したもの

走行距離(㎞)／ガソリン使用量(ℓ)
● 低公害車※1を含む
※１ グリーン購入法における判断基準適合車両（①電気自動車 ②天然ガス自動車 ③メタノール自動車
④ハイブリッド自動車 ⑤ガソリン車(低燃費・低排出ガス基準への適合車)）

環境省「環境報告ガイドライン2018年版」を参考に、環境保全を目的とした取り組みに起因して
当社およびグループ企業が負担したコスト(投資額と費用額)とその取り組みによる効果の集計

SOx排出原単位(g／kWh)=SOx排出量／火力発電電力量 
● SOx排出量：燃料中の硫黄量および排煙脱硫装置による除去量から算定 

NOx排出原単位(g／kWh)=NOx排出量／火力発電電力量 
● NOx排出量：計測機器による測定値

廃棄物発生量・
再資源化率＊

高濃度PCB
廃棄物処理量 ＊

PRTR法
対象物質の
取り扱い量

環境報告ガイドライン
に基づく情報開示

SOx排出原単位

NOx排出原単位

ガソリン車燃費

＊第三者保証の対象項目
算定諸元等一覧
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地域共創

地域・社会との双方向コミュニケーション※1

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
社会貢献活動 実施回数

社会貢献活動 のべ参加社員数

次世代層向け教育支援活動回数

事業への理解活動に係る対話件数※2

島根原子力発電所見学受け入れ団体数・人数

中国電力公式SNS発信回数

寄せられた「お客さまの声」の件数※3

「お客さまの声」の業務運営への反映※3

地域の文化・スポーツ振興に対する助成

地域の技術研究に関する助成

範囲

中国電力・中国電力ネットワーク

中国電力・中国電力ネットワーク

中国電力・中国電力ネットワーク

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

エネルギア文化・スポーツ財団

中国電力技術研究財団

単位

回

人

回

人

団体（人）

回

件

件

件（万円）

件（万円）

1,231

7,003

124

ー

213(2,351)

488

ー

ー

142(2,475)

24(2,176)

1,492

6,957

176

ー

344(4,038)

628

ー

ー

208(3,095)

26(2,193)

1,710

7,137

274

ー

438(5,989)

691

ー

ー

221(2,792)

31(2,380)

1,396

7,018

376

ー

500(7,107)

789

723

38

226(2,860)

27(2,530)

1,484

8,095

355

41,358

557(7,674)

802

722

38

226（2,868）

30(2,856)

※1 当社独自の絶対指標であり、第三者によって認証されていない
※2 中国電力（地域共創部門、島根原子力本部、支社等）における対話件数
2025年度から年度別件数の集計開始のため、2024年度以前の実績なし

※3 2024年度から年度別件数の集計開始のため、2023年度以前の実績なし
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人的資本

従業員主要データ※1

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
従業員数

　　従業員数（男性）

　　従業員数（女性）

管理職者数

　　管理職者数（男性）

　　管理職者数（女性）

採用者数

　　採用者数（男性）

　　採用者数（女性）

平均年齢

　　平均年齢（男性）

　　平均年齢（女性）

平均勤続年数

　　平均勤続年数（男性）

　　平均勤続年数（女性）

総労働時間（一人あたり）

年次有給休暇取得日数（一人あたり）

人材開発費（一人あたり）※2

労働組合加入率

株式投資会（従業員持株会）加入率※3

範囲

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力・中国電力ネットワーク

単位

人

人

人

人

人

人

人

人

人

歳

歳

歳

年

年

年

時間

日

千円

％

％

4,683

3,650

1,033

2,215

2,017

198

153

98

55

42.7

43.6

39.8

21.8

23.0

17.5

1,891.0

17.2

ー

82.8

76.9

4,564

3,532

1,032

2,188

1,969

219

139

86

53

42.6

43.4

39.8

21.5

22.7

17.3

1,902.0

17.8

116

82.6

77.0

4,451

3,416

1,035

2,166

1,929

237

158

93

65

42.5

43.3

39.7

21.2

22.5

17.0

1,905.2

17.9

119

82.5

77.0

4,382

3,336

1,046

2,141

1,885

256

170

116

54

42.2

43.0

39.8

20.8

22.0

17.0

1,906.4

17.6

143

82.9

76.7

4,330

3,271

1,059

2,123

1,834

289

195

128

67

41.8

42.6

39.5

20.2

21.4

16.5

1,914.1

17.4

164

82.8

77.4

※1 当社独自の絶対指標であり、第三者によって認証されていない。
※2 当該年度の人材開発費／年度末人員数。
※3 会員数／有資格者数。
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人的資本

人材マネジメント指標※1

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
キャリア採用の社員数※2

離職率※3

入社3年後定着率（新卒）※2

新入社員研修受講者数

研修時間（一人あたり）※4

高度技術・技能者認定数

部長女性比率※5

部長女性数

課長以上女性比率※6

課長以上女性数

副長クラス以上女性比率※7

副長クラス以上女性数

技術系女性社員数

育児休職取得率※8（女性）

育児休職取得率※8（男性）

育児休職平均取得期間（女性）

育児休職平均取得期間（男性）

育児休職取得人数（女性）

育児休職取得人数（男性）

介護休職利用者数

男女の賃金の額の差異※9（全労働者）

男女の賃金の額の差異※9（正規雇用労働者）

男女の賃金の額の差異※9（ﾊﾟｰﾄ・有期雇用者）

障がい者雇用率※10

従業員エンゲージメント（有効回答率）※11※12

従業員エンゲージメント（肯定回答率）※11※13

人材ビジョン実践度※11※14

心理的安全性※11

働きやすさ実感度※11

範囲
中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力・中国電力ネットワーク

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

単位
人

％

％

人

時間

人

％

人

％

人

％

人

人

％

％

日

日

人

人

人

％

％

％

％

％

％

％

％

％

55

1.21

ー

ー

ー

57

ー

ー

2.3

12

8.9

198

51

110.4

23.0

401

54

53

29

3

ー

ー

ー

2.67

ー

ー

ー

ー

ー

61

0.92

94.1

114

16.4

53

1.9

1

3.4

17

10.0

219

55

95.0

40.0

391

74

46

53

4

69.8

70.6

48.1

2.61

94.5

42.9

78.7

68.3

82.8

79

1.64

95.0

118

15.9

49

1.9

1

3.8

19

10.9

237

63

121.0

52.0

451

52

51

55

2

70.7

71.4

51.8

2.64

93.4

45.2

81.9

69.4

84.3

112

1.13

94.7

124

21.4

58

1.9

1

4.2

21

12.0

256

65

107.0

70.0

480

66

44

67

1

70.9

71.7

49.7

2.81

92.2

46.7

82.2

71.0

84.6

143

1.19

93.5

148

25.4

57

3.4

2

5.4

28

13.6

289

71

97.0

89.0

454

77

33

81

5

71.2

71.7

56.2

2.73

93.2

48.9

82.3

72.9

85.4

※1   当社独自の絶対指標であり、第三者によって認証されていない。
※2   病院医療職を除く。
※3   当該年度中の自己都合による退職者数／当該年度首在籍者数。病院医療職を除く。
※4   当該年度の合計研修時間数／年度末人員数。
※5   部長ポストに就く女性人数／部長ポストに就く者の数。執行役員を含む。
※6   女性活躍推進法(平成27年法律第64号)の規定に基づき算定している。
※7   副長クラスとは、係長級以上のポストに就くことができる者を指す。 

副長クラス以上の女性人数／副長クラス以上の者の数。
※8   育児介護休業法の規定に基づき、同法律施行規則第71条の6第１号により算定し

ており、育児目的休暇は含んでいない。
※9   女性活躍推進法(平成27年法律第64号)の規定に基づき、男性の平均年間賃金に

対する女性の平均年間賃金の割合を算定している。パート労働者について、正規雇用
労働者の所定労働時間で換算した人員数をもとに平均年間賃金を算出している。

※10 特例子会社および関係会社特例認定を受けた会社を含めた雇用率。
※11 2022年度欄は2023年4月調査結果、2023年度欄は2024年4月調査結果、2024年

度は2025年4月調査結果、2025年度欄は2026年4月調査結果。
※12 有効回答率とは、調査対象者（2026年4月調査対象者数は約3,400人）のうち、組織

文化の指標に関する全設問に回答した者の割合。
※13 肯定回答率とは、有効回答者のうち肯定回答者の割合。各設問（計14問）の回答を

５～１点にスコア化し、平均４点以上の者を肯定回答者として集計。
※14 当社は、変化の時代に求められる人材像を「人材ビジョン」として掲げて認識を共有

している。
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人的資本

人材マネジメント指標※1

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
職場人権研修受講率※2

職場人権研修受講者数

人権研修の延べ受講者数

災害度数率※3

死亡・休業災害合計（社員）

死亡・休業災害合計（請負）

死亡災害（社員）

死亡災害（請負）

電気・墜落災害（社員）

電気・墜落災害（請負）

業務上交通災害（人身事故）

疾病休務率（アブセンティーイズム）※4

要指導者率（プレゼンティーイズム）※5

ストレスチェック受検率※6

高ストレス者率※7

総合健康リスク※8

定期健康診断有所見率※9

精密検査受診率※10

要治療者受診率※11

喫煙率※12

健康イベント参加率（ウォーキングラリー）※13

健康イベント参加率（体重測定チャレンジ）※13

健康イベント参加率（健康クイズ）※13

適正体重維持者率※14

範囲

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

単位

％

人

人

ー

件

件

件

件

件

件

件

％

％

％

％

ー

％

％

％

％

％

％

％

％

99.5

3,731

4,603

0.29

2

9

0

1

0

3

1

0.94

2.11

91.2

6.5

73.5

87.0

56.3

33.9

15.7

ー

ー

ー

67.0

99.8

3,872

4,783

0.00

0

4

0

0

0

0

4

0.95

1.57

89.3

6.6

73.5

87.0

61.8

52.4

15.1

ー

ー

ー

67.2

100

3,846

4,771

1.00

7

9

0

1

0

2

1

1.14

1.28

93.5

6.8

74.2

86.1

64.4

43.6

15.3

25.5

11.6

13.9

68.0

100

3,859

4,726

0.29

2

9

0

0

0

1

1

1.09

1.28

91.1

6.9

73.9

86.2

64.0

43.1

14.2

27.2

12.5

14.3

68.2

100

3,819

4,698

0.29

2

11

0

3

0

2

2

1.45

0.92

97.5

5.6

72.0

74.1

55.6

40.0

14.3

33.0

10.7

15.0

68.7

※1   当社独自の絶対指標であり、第三者によって認証されていない。
※2   受講者／受講対象者。受講対象者は社員および派遣社員。

休職等により受講不可の者は除く。
※3   労働災害による死傷者数（休業1日以上）／延べ100万実労働時間。
※4   疾病のために７日以上連続休務した日数が全勤務日数に占める割合。 

疾病休務延べ日数／所定稼働延べ日数。
※5   健康上の理由で就労制限等が必要な者が総人員数に占める割合。 

要指導者数（健康理由により就労制限がある者）／総人員数。
※6   ストレスチェック受検者数／受検対象者数。
※7   高ストレス者数／ストレスチェック受検者数。
※8   全国平均を100とした職場の健康問題のリスクの指標（100より低いほど良好な状態）。 

仕事の量・裁量リスク×職場の支援リスク／100。
※9   定期健康診断で所見がある者の人数／定期健康診断受診者数。
※10 定期健康診断で精密検査を指示された者のうち、精密検査を受けた者の割合。 

精密検査受診者数／精密検査指示者数。
※11 定期健康診断で治療を指示された者のうち、医療機関を受診した者の割合。

医療機関受診者数／治療指示者数。
※12 喫煙者数／稼働人員数。
※13 各健康イベントへの参加者数／稼働人員数。
※14 適正体重（BMI 18.5以上25.0未満）を維持している者の割合。 

適正体重維持者数／定期健康診断受診者数。
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コーポレートガバナンス

取締役会（構成・開催回数）
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

取締役数※1

　　女性取締役数（再掲）

　　独立社外取締役数（再掲）

取締役会の開催回数

　　全取締役の出席率

　　独立社外取締役の出席率

範囲

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

単位

人

人

人

回

％

％

12

2

4

14

100

100

11

2

4

16

100

100

12

2

5

15

100

100

13

3

5

15

99

99

13

4

6

15

99

99
※1   同年6月末時点の人数。

コンプライアンス
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

企業倫理相談窓口への相談件数

重大なコンプライアンス違反件数※４

範囲

中国電力

単位

件 45 48 44 32 42

中国電力 件 0 5 2 2 6

情報セキュリティ
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

重大な情報セキュリティ事故発生件数※4※5

重大な個人情報漏えい・紛失発生件数※4

範囲

中国電力・中国電力ネットワーク

中国電力・中国電力ネットワーク

単位

件数 0 0 0 0 1

件数 0 4 1 0 1※6
※4   プレスリリースを行った件数を指す。
※5    電子情報に係る事故件数を指す。
※6    重大な情報セキュリティ事故に起因するもの（2025年4月25日公表済）。

取締役の報酬
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

取締役の報酬総額※2

（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）

　　支給人数※3

監査等委員である取締役の報酬総額
（社外取締役を除く）

　　支給人数※3

社外取締役の報酬総額　

　　支給人数※3

範囲

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

中国電力

単位

百万円

人

百万円

人

百万円

人

340

8

37

1

48

4

262

8

33

1

45

5

277

8

33

1

55

5

427

7

36

2

60

6

386

8

37

1

69

7
※2   業績連動型株式報酬制度に基づく、取締役に付与するポイントに対する費用
         計上額を含む。
※3   同年度開催の定時株主総会終結のときをもって退任した取締役を含んでいる。
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中国電力株式会社
〒730-8701 広島県広島市中区小町4-33　TEL 082-241-0211

https://www.energia.co.jp

https://www.energia.co.jp

